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用語の意義 

用語 意義 

指定設備約款 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が

その設置する第一種指定電気通信設備と他の電気通信事

業者の電気通信設備との接続に関し接続料及び接続条件

について定める接続約款 

非指定設備約款 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が

その電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設

備との接続に関し接続料及び接続条件について定める接

続約款であって、指定設備約款以外のもの 

指定設備約款記載事

項 

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第33条第４項第１

号ホの規定により指定設備約款に記載すべきものとして総

務省令（電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第

25号））により定められる事項 

改正省令等 本研究会第一次報告書における検討を背景として平成30

年２月26日に制定された省令等（電気通信事業法施行規

則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）、

平成30年総務省告示第68号（電気通信事業法第33条第１

項及び電気通信事業法施行規則第23条の２第１項の規定

に基づき電気通信設備を指定する件の一部を改正する

件）及び平成30年総務省告示第69号（電気通信事業法施

行規則第23条の４第３項の規定に基づく情報の開示に関

する件の一部を改正する件））。内容については第８回会合

（平成29年10月27日）資料８－１参照。 

網終端装置 ＮＴＴ東日本・西日本のＮＧＮにおいて、ＰＰＰｏＥ方式により

行う接続に用いられるＩＰ通信網終端装置。ＮＴＥとも呼ば

れる。 

第一次要請 本研究会第一次報告書における検討を背景として総務省

からＮＴＴ東日本・西日本に対し文書により行われた要請の

１つである「第一種指定電気通信設備との接続に関し講ず

べき措置について」（平成29年９月８日総基料第162号） 

第二次要請 本研究会における検討を背景として総務省からＮＴＴ東日

本・西日本に対し文書により行われた要請の１つである「第

一種指定電気通信設備との接続に関し講ずべき措置につ

いて（インターネット接続関連事項）」（平成30年２月26日総
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基料第33号） 

平成30年度指定設備

約款変更 

平成30年３月23日に情報通信行政・郵政行政審議会に諮

問され同年６月15日に認可された指定設備約款変更（改正

省令等による改正後の省令等の規定に適合させるととも

に、例年の会計整理・再計算の結果等を反映するための指

定設備約款変更） 
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はじめに 

本研究会では、平成29年９月に第一次報告書を取りまとめた以降も、これまで６回

の会合を開催し、オブザーバーである関係事業者・事業者団体の意見も聴取しつつ、

第一次報告書で挙げられた各種課題への取組状況を中心に議論、検証を継続した。

そして、その過程において、次の方向性の取りまとめ1を行ってきた。 

・ ＮＧＮの県間接続料（平成30年１月23日）

・ ＮＧＮのＩＳＰ接続（ＰＰＰｏＥとＩＰｏＥ）（平成30年１月23日）

・ 光ファイバケーブルの取扱い（耐用年数等）（平成30年１月23日）

本報告書は、これらの結果を整理するとともに、今後の考えられ得る検討課題やフ

ォローアップ事項を提示するものである。 

本報告書の内容を踏まえ、関係事業者・団体及び総務省において、適切な取組が

行われることを期待する。 

1 いずれも翌２月に確定版を公表 
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第１章 ＮＧＮの県間通信用設備の扱い 

（１）第一次報告書以降の経過 

ア 県間通信用設備についての検討課題 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本・

西日本」という。）のＮＧＮ2の県間通信用設備（以下単に「県間設備」という。）3は、第

一種指定電気通信設備に指定されていないが、現状において、例えばＩＰｏＥ方式4

によりＮＧＮと接続する場合5は、相互接続点（ＰＯＩ6）の設置場所が東京、大阪等の

一部都府県7に限定されているため、これらの都府県以外のＮＧＮの利用者向けに

サービスを提供する場合において不可避的に県間設備を経由することとなり、第一

種指定電気通信設備と県間設備の一体的な利用が行われることとなる。 

また、将来において、ＰＳＴＮ8からＩＰ9網への移行に伴い電話設備についてＩＰ網

同士の接続が行われる場合のＰＯＩの設置場所は東京・大阪の２箇所であることが

事業者間で確認されている（ＰＯＩの追加設置は排除されない）が、この場合につい

ても、東京・大阪のＰＯＩから東京・大阪以外のＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話又

はメタルＩＰ電話10の利用者に着信する場合は、不可避的に県間設備を経由すること

となり、第一種指定電気通信設備と県間設備の一体的な利用が行われることとなる。 

本研究会では、既に第一次報告書において、県間設備との接続は、地域設備と

の接続と同じタイミング、手続で行われる必要があるため、その手続を指定設備約

款において統一的に記載事項とすべき旨を提言したところである。それを踏まえ、

総務省において、改正省令等により法令にその旨規定するとともに、ＮＴＴ東日本・

西日本においては、平成30年度指定設備約款変更において、同様の旨を約款に

                                            
2 Next Generation Network 次世代ネットワーク 
3 県間伝送路及びこれと一体として利用される県間中継ルータを含む。 
4 第２章参照 
5 優先パケット関係機能を利用するサービスなどで全区間の利用者料金を接続事業者が設定する場合

だけでなく、インターネット接続サービス・ＦＴＴＨアクセスサービスなどで接続事業者とＮＴＴ東日本・西

日本がそれぞれの区間について個別に利用者料金又は卸料金を設定する形態（いわゆるぶつ切り料

金）の場合も、県間設備の部分の費用は接続事業者の負担として設定されている。 
6 Point of Interface 
7 平成21年８月のＩＰｏＥ方式の利用開始の時点から存在する東京及び大阪の設置場所に加え、平成

30年度に入ってから千葉、埼玉にも設置場所が設けられた。図２－４も参照。 
8 Public Switched Telephone Network 公衆交換電話網 
9 Internet Protocol 
10 ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に際し、ＮＴＴ東日本・西日本が従来のメタル電話（加入電話）に代えて提

供すると表明している固定電話サービスのことをいう。アクセス回線は、引き続きメタル回線を利用し、メ

タル収容装置（旧加入者交換機）で当該メタル回線を収容し、アナログ信号からＩＰ信号への変換装置

を通じてＩＰ網（ＮＧＮ）に入るという設備構成により、音声通信を疎通させる。 
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規定した。 

また、県間設備との接続においてＮＴＴ東日本・西日本に支払われる金額（以下

「県間接続料」という。）については、ＮＴＴ東日本・西日本から「公平性や一定の透

明性を確保するための自主的取組みを検討する考え」が示されたところであるので、

現時点では指定設備約款記載事項とはせず、まずはＮＴＴ東日本・西日本による適

正性・公平性・透明性を確保する取組を総務省からＮＴＴ東日本・西日本に依頼し、

その取組状況について注視し、見直すべき点がないか検証を行うこととしたところで

ある。 

本研究会では、その後、第10回会合（平成29年12月22日）においてＮＴＴ東日

本・西日本から県間接続料に関する当該取組の状況について聴取し、併せて接続

事業者側からも関連する意見を聴取し、また、続く第11回会合（平成30年１月23日）

及び第12回会合（同年４月24日）においても本件について検討を行った。 

 

イ ソフトバンクとＮＴＴ東日本・西日本の間の協議状況 

優先パケット関係機能11の利用に伴い負担が必要となる県間接続料の水準につ

いては、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）とＮＴＴ東日本・西日本の

間で協議が続けられてきた。 

本件について、総務省において協議等の状況を検証し、第11回会合（平成30年

１月23日）において確認したところ、おおむね次のとおりであった。 

①平成28年(2016)４月～５月に優先パケット関係機能の利用に関しては双方合

意し、ソフトウェア開発契約を締結。ＮＴＴ東日本・西日本において所要の開発

に着手。 

②平成29年(2017)５月に県間接続料（単金額）がＮＴＴ東日本・西日本から提示さ

れ、ソフトバンクはこれについて県間設備構築に要する費用を自ら試算するこ

とによる検証を開始。当該検証のためソフトバンクの求めに応じＮＴＴ東日本・

西日本から需要等の情報を提供。 

③検証の結果ソフトバンクの試算値とＮＴＴ東日本・西日本の提示した金額の間

に数倍程度の差が判明し合意できず。 

④今後の進め方について、ソフトバンクはこれ以上の事業者間協議はお互いに

困難であると懸念しているところ、ＮＴＴ東日本・西日本からソフトバンクに対し、

更に踏み込んだ形での二者間協議を進めていきたいとの打診があり、両社で

継続協議を実施している状況。 

  

さらに、第12回会合（平成30年４月24日）において同様にその後の協議状況を確

                                            
11 一般収容局ルータ優先パケット識別機能及び一般中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス） 
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認したところ、おおむね次のとおりであった。 

⑤ＮＴＴ東日本・西日本から追加の情報提供がなされ、ソフトバンクからは、コスト

差に係る説明について理解したとの回答がなされた。 

⑥金額については、ＮＴＴ東日本・西日本から別途見直し減額した単金の提示が

あり、それにより、ＮＴＴ東日本・西日本とソフトバンクの間で合意した（同年４月

12日）。 

 

なお、③については、ソフトバンクから、独自に試算した費用総額に基づく水準と

ＮＴＴ東日本・西日本が協議の過程で同社に提示した水準の間に数倍の開きがあ

るとし、その差の要因として想定される設備の仕入れ価格、ネットワーク構成及び設

備収容ポリシーに関する情報の交換が事業者間協議では困難であるとする意見が

あった。これに対しＮＴＴ東日本・西日本からは、これまでソフトバンクに県間接続料

水準の検証が可能となるよう様々な情報を提供してきたが、「数倍」の水準差を検証

する前提となる設備構成や設備量等についても情報交換していきたいと考えており、

今後とも事業者間で合意に向けて努力を続けていきたいとの意見があったものであ

る。 

 

（２） 主な意見  

こういった中で、ＮＴＴ東日本・西日本から、県間接続料の適正性・公平性・透明性

を確保する取組について、次のとおり説明があった。 

 

 （ア） 透明性及び公平性については、ＩＳＰ12事業者等との接続で利用する「ＩＰ通信

網県間区間伝送機能」及び「ＩＰ通信網県間区間回線管理機能」の接続料を、自

主的に非指定設備約款に規定し、公表することによって、どの事業者においても

同等の条件で接続することができることを定めることで、確保している。 

 （イ） 適正性については、非指定設備約款を公表することで接続事業者（新たな接

続を開始する場合を含む。）が県間設備の料金・提供条件の内容や設定方法等

について問合せ・確認・要望を行うことが可能となっているところ、そうした問合せ

等に対して、可能な限り、具体的な説明を行うことで、県間接続料が適正なもの

であることを理解していただくよう努めているところ。 

 

これに対し、ソフトバンクからは、県間接続料の水準を巡って協議が難航していると

の意見に加え、県間設備の費用の算定の根拠が不透明であり、また、ＮＴＴ東日本・

西日本の負担が小さく削減インセンティブが働きづらいと考えられるため、県間接続料

                                            
12 Internet Service Provider 
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について第一種指定電気通信設備と同様の適正性・公平性・透明性の確保を要望す

るとの意見が表明された。 

これに関し、ＫＤＤＩ株式会社（以下「ＫＤＤＩ」という。）からは、コストにかかわらず高

額な県間接続料が設定された場合にはＮＧＮを利用できなくなる事態が生じ得るもの

であり、現状の規律ではＮＧＮとの円滑な接続を確保することが困難であるため、県間

接続料も指定設備約款の記載事項として、事前の規律13の対象とすべき（ルール化）と

の意見が表明された。 

さらに、ソフトバンクからは、県間接続料についてＮＴＴ東日本・西日本と合意した後

に開催された第12回会合において、県間設備は不可欠設備と考えるところ、その接続

料水準について合意に達するまで長期間（１年弱）を要したこと、及び年々低廉化する

コストや需要の増加をより早く接続料水準に反映すべきであることから、県間接続料は

県内設備（第一種指定電気通信設備であるＮＧＮ）と合わせ将来原価で毎年算定し、

総務省においてその検証を行い、ＮＴＴ東日本・西日本は要望に応じ検証に必要な

情報を開示するとの仕組みを導入すべきとの意見も示された。 

これに対してＮＴＴ東日本・西日本からは、県間設備はボトルネック設備ではないと

考える旨、及び将来原価を否定するものではないが算定期間（毎年か否か）について

は様々な選択肢があると考える等の意見が述べられたところである。 

 

（３） 考え方 

以上から、現状では、県間接続料の扱いについては、次のとおり総括することが適

当と考えられる。 

第一種指定電気通信設備との接続に当たり不可避的に経由し一体的な利用が行

われる場合における県間設備の接続料・接続条件については、その透明性、公平性

及び適正性の確保が特に重要であると考えられる。 

透明性及び接続事業者間の公平性については、ＮＴＴ東日本・西日本では、非指

定設備約款に規定してこれを公表し、接続事業者に同等に適用することとしており、こ

れが実行されるのであれば、確保されることとなると認められる。 

他方で、適正性及びＮＴＴ東日本・西日本と接続事業者の間の公平性については、

次のとおりと考えられる。 

第一に、ＮＴＴ東日本・西日本とソフトバンクとの間の協議においては、原価は県間

接続料の単金として提示したものに需要を乗じた額と一致するという旨が説明されて

おり、また、その原価を推計するためのデータの提供がなされるといった対応が認めら

                                            
13 「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針」（平成30年１月16日総務省策定）に基づき、

裁定の申請があった場合に適正な原価・利潤が基本となる事後規律は存在するが、それでは協議や裁

定に時間を要するため不十分との意見。 
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れるところ、その限りでは、適正性を確保しようという方向性の中で協議が行われたこと

は確認できる。 

第二に、ＮＴＴ東日本・西日本の意見（（２）（イ））によると、県間接続料を記載した非

指定設備約款を公表して、問合せ対応等に対して可能な限り具体的な説明を行うこと

で適正性を確保していくとのことだが、適正性及び公平性は一方の側が一方的にそ

の考え方を説明することでは必ずしも確保されるものではない。また、ＮＴＴ東日本・西

日本とソフトバンクの間の協議の合意後においても、当事者の意見を踏まえると、県間

接続料の適正性について十分に納得が得られているとも見えず、県間接続料を毎年

見直すかについても、事業者間の合意が得られた状態ではない。 

そのため、今後、県間接続料の算定方法について総務省及び本研究会において

注視を継続するとともに、事業者間協議において実質的に課題があるようであれば、

適正性・公平性の改善に向けてルール化が必要かどうか検討していく必要がある。 

また、県間接続料の意義に鑑みて、この関係の今後の事業者間協議については、

いずれか一方の当事者が求める場合は、総務省において、双方の意見を聴きつつ、

よくそのフォローをしていく必要がある。さらに、当事者においては、申立て等により接

続命令等の紛争処理手続を活用することも可能であり、こういった手続が活用される

場合には、総務省において適切に対応する必要がある。 
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第２章 ＮＧＮのインターネット接続の接続料 

光ファイバインターネット接続サービスなどのＩＰ通信の役務（卸電気通信役務を含

む。）の提供のためにＮＧＮにＩＳＰ等の他事業者が接続する方式として、現状、ＰＰＰｏ

Ｅ(Point-to-Point Protocol over Ethernet）方式14とＩＰｏＥ（Internet Protocol over 

Ethernet）方式15の両者が並存している。両方式には、それぞれ異なる技術的利点等

がある。（図２－１参照） 

現状では、ＰＰＰｏＥ方式により76の事業者が接続しているのに対し、ＩＰｏＥ方式で接

続しているのは６事業者16であり、差が生じている（いずれも直接接続数）。 

他方、インターネットトラヒックが年間1.3～1.5倍の速度で増加する中で、関門系ル

ータ（エッジルータ）の十分な能力を確保することが課題となっているが、現状ではＩＰｏ

Ｅ方式の関門系ルータの増設が接続事業者の判断で自由に可能であるのに対し、Ｐ

ＰＰｏＥ方式では必ずしも接続事業者のみの判断では関門系ルータの増設ができない

仕組みとなっている。17 

本件について、本研究会では、既に第一次報告書において、ＰＰＰｏＥ方式の関門

系ルータである網終端装置の増設基準を指定設備約款記載事項とすべき等を提言し

たところであるが、さらに続く平成29年10月から平成30年１月までの会合において、①

多様な接続事業者の参入可能性の確保及び費用負担の適正性化、②トラヒック増加

対応のための柔軟な関門系ルータ増設の確保という２つの論点を設定し、関係事業

者・団体からヒアリングを行うとともに、議論を行った。 

                                            
14 平成20年３月のＮＧＮ商用サービス開始時から用いられている方式であって、ホームゲートウェイ等

の利用者端末と、他事業者との接続用設備である網終端装置の間に、論理的なトンネル（セッション）を

構築し、ＮＧＮ外との通信（インターネット通信等）は他事業者の割り当てるＩＰアドレスにより全て当該セ

ッションを通過し他事業者の設備との間で伝送されるが、ＮＧＮ内に閉じた通信（フレッツ利用者間の光

ＩＰ電話等）は、ＮＧＮ用の別のＩＰｖ６アドレスの割り当てを受けて行う方式である。 
15 ＮＧＮにおいてＩＰｖ６によるインターネット接続サービスを提供するための一方策として、平成21年８

月から用いられているもので、ＮＴＴ東日本・西日本が他事業者に割り振られたＩＰｖ６アドレスを預かった

上で各利用者端末に割り当てることにより、ＮＧＮ外との通信も、ＮＧＮ内の通信も当該ＩＰｖ６アドレスに

より行うことができる方式である。 
16 インターネットマルチフィード株式会社、日本ネットワークイネイブラー株式会社、ＢＢＩＸ株式会社、ビ

ッグローブ株式会社、株式会社朝日ネット、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（平成30年

（2018）６月現在）。なお、フリービット株式会社及びアルテリア・ネットワークス株式会社が今後接続予定。 
17 例えば、平成29年４月から同年10月までの間、総務省には、インターネット速度が遅い等の苦情が約

100件（固定インターネット通信全体の苦情の約６％）寄せられている。 
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【図２－１ 現状のＰＰＰｏＥとＩＰｏＥ】 

 

 

【図２－２ 我が国のブロードバンド契約者のトラヒックの推移（平成29年11月）】 
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【図２－３ 関門系ルータにおける実績トラヒック（総量）のトレンド】 

 

１．参入可能性の確保と費用負担の適正化（ＩＰｏＥ接続） 

（１）第一次報告書以降の経過及び主な意見 

ア 直接接続事業者の上限 

 

ＩＰｏＥ方式の目下の最大の課題は、同方式による接続における制約への対処で

ある。すなわち、同方式を用いて直接接続できる事業者数に上限（16者）があり、実

際に直接接続している事業者もＩＰｏＥ方式の開始後約７年を経過した現在において

６者に留まっている中で、直接接続の代替策となり得るＶＮＥ18事業者を介した同方

式の間接的な利用19について、ＶＮＥ事業者によって間接利用をしている事業者の

数が大きく異なる状況も生じている。 

16者の上限は、従前、接続約款に明記され、それを超える接続請求は16を超過

することをもって役務提供に支障が生じるとしてＮＴＴ東日本・西日本が拒否できる

規定となっていた。これについて本研究会では、①役務提供の支障の有無につい

て個別の判断の余地を機械的に排除しており、ＩＳＰ接続自体が円滑に進まない原

因となり得ること、②ＩＰｏＥ方式がＮＧＮのＩＳＰ接続の重要な手段となりつつあること

                                            
18 Virtual Network Enabler。指定設備約款上はＩＰｏＥ接続事業者と呼称。 
19 主に卸電気通信役務の提供を受けることによる。 
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に鑑みると、現状において不適当であること、③そのためこれを撤廃し、17者目以降

の接続請求があった場合には、一般的な約款規定に基づき協議が行われることと

することが適当であること、及び④その旨総務省からＮＴＴ東日本・西日本に求める

ことが適当であることを結論付けた（「ＮＧＮのＩＳＰ接続（ＰＰＰｏＥとＩＰｏＥ）に関する当

面の方向性」（平成30年２月公表））。総務省からは、この考え方に沿う形で第二次

要請によりＮＴＴ東日本・西日本に③の旨の要請が行われ、その結果、平成30年度

指定設備約款変更において関係規定が改められたところである。 

なお、直接接続の代替策となり得るＶＮＥ事業者を介したＩＰｏＥ方式の間接的な

利用20についても、「ＮＧＮのＩＳＰ接続（ＰＰＰｏＥとＩＰｏＥ）に関する当面の方向性」の

考え方21に沿う形で第二次要請によりＮＴＴ東日本・西日本に要請が行われた結果、

平成30年度指定設備約款変更において、ＶＮＥ事業者が不当な差別的取扱いを

行いそれを総務大臣が認めた場合にＮＴＴ東日本・西日本がＶＮＥ事業者に対し接

続停止を行う旨の規定が削除されるとともに、他事業者がＶＮＥ事業者に卸電気通

信役務の提供又は接続を求める場合における情報開示及び回答が円滑に行われ

るための手続をＶＮＥ事業者が整備・公表しなければならない旨の規定が設けられ

た。 

 

イ 接続用ポートの小容量化 

 

ＩＰｏＥ方式のゲートウェイルータにおいて10Gbps及び100Gbpsの単位の接続用ポ

ートが用意され小容量のポートがないことが、小規模事業者等によるＩＰｏＥ方式（直

接接続）への参入を困難とする一因となっている旨の指摘については、ＮＴＴ東日

本・西日本において、第一次要請に基づき、接続用ポートの小容量化のための方

策の検討が行われたところである。具体的には、①既存の一部のスロットの各ポート

（各100Gbps）の容量を各々１Gbps等に変更する案及び②既存の一部のスロットの

                                            
20 主に卸電気通信役務の提供を受けることによるが他事業者との接続による利用を含む。また、優先

パケット関係機能を用いた役務の利用を含む。 
21 ＶＮＥ事業者による不当な差別的取扱等を禁じ、これに違反していることを総務大臣が認めた場合に

接続を停止することがあるとする当時の指定設備約款上の規定が、差別的取扱等を総務省において是

正させる場合、かえって円滑な接続を阻害しかねず、また、実際の接続停止が円滑な接続の確保や利

用者保護等の観点から困難と考えられるため、これを撤廃するよう、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に

求めることが適当であるとした。また、当面は、直接接続に各種の制約があるため、ＶＮＥ事業者を通じ

た間接利用の環境の整備も重要と考えられたことから、各ＶＮＥ事業者において、他事業者への対応の

公平性の確保のため、他事業者がＶＮＥ事業者に役務提供を求める場合における情報開示及び回答

が円滑に行われるための手続を整備し、公表することが適当であり、その旨指定設備約款に規定される

ことが適当とした。なお、ＶＮＥ事業者において、例えば、正当な理由なく他事業者に間接利用を行わ

せないなど、不当な業務運営が行われている場合は、電気通信事業法に基づく業務改善命令等の対

象になり得る。 
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一部のポート（100Gbps）に小容量対応のための接続装置を接続する案の２案を検

討したところ、①には全体の利用効率が低下するという課題、②には接続装置の開

発のため追加費用を要するという課題がある旨の説明があった。 

加えて、ＮＴＴ東日本・西日本からは、ＶＮＥ事業者から小容量化すると装置の利

用効率が低下するとの懸念が示されているため、実現に当たっては、要望事業者

だけでなく、ＶＮＥ事業者も交え、最適解を検討していく考えとの見解が示された。 

 

ウ ＰＯＩの増設 

 

ＩＰｏＥ接続のＰＯＩの設置場所が東京・大阪等に限定され、その増設が課題となっ

ているという点については、第一次要請22も受け、ＮＴＴ東日本・西日本において、

地域ブロック単位のＰＯＩを増設する方向で具体的検討が進められ、平成30年度指

定設備約款変更では、埼玉、千葉、神奈川、兵庫、愛知、広島及び福岡に平成30

年度内にＰＯＩを設置することとする内容が盛り込まれた（平成30年９月28日時点で

千葉及び埼玉は開設済み）。ＮＴＴ東日本・西日本によると、今後、栃木・茨城、北

海道、群馬・山梨、宮城･山形にも順次設置されていく予定であり、その後の追加設

置については、接続事業者の更なる要望があれば、協議を踏まえ検討していくとの

ことである。これにより、現段階では、東京・大阪以外のＮＧＮの利用者向けにサー

ビスを提供する場合における県間設備の利用要否という点で、既存の全国規模ＶＮ

Ｅ事業者にとっての選択肢の幅が拡大しつつある。 

 

                                            
22 ＩＰｏＥ接続のための接続点の追加設置を求める接続事業者からの要望について、効率的な通信の

疎通のための円滑な接続を確保することを旨として、柔軟に対応すべき旨の要請が行われた（その後

当該要請内容は第二次要請の中に移行している。）。 
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【図２－４ ＩＰｏＥ接続に係るＰＯＩの設置状況（平成30年９月現在）】 

 

エ 関門系ルータの費用負担等 

 

ＮＧＮからインターネット接続する形態は、ＮＧＮの利用形態としても基本的なも

のであり、その中で、ＰＰＰｏＥ方式であれ、ＩＰｏＥ方式であれ、インターネット接続の

ための関門系ルータの機能の利用（間接利用を含む。）が多数の事業者により行わ

れている現状から見ても、同機能は、通常求められるような接続形態を許容するた

め多くの接続事業者にとって備わっていることが必要となるような機能になっている

ものと考えられる。 

したがって、ＰＰＰｏＥ・ＩＰｏＥ各方式の関門系ルータの機能は、共通的に利用され

る基本的な接続機能として位置づけ、原則として網使用料として接続料を設定する

ことが適当であると本研究会では議論を行った。ただし、当面の間、関門系ルータ

の機能の利用を接続事業者が中止した場合に当該事業者が利用していた分に相

当する費用(利用中止費)を当該事業者の負担とする対応が可能となるよう、接続料

制度において措置することが適当と考えられた。 

本研究会におけるこれらの考え方に沿う形で、総務省では、省令改正（平成30年

総務省令第６号。平成30年２月26日公布、同年４月１日施行。）を行い、当該改正

省令では、基本的な接続機能として関門系ルータ機能を設けるとともに、インターネ

ット接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられる同機能について

は、当分の間、総務大臣の許可を受けて利用中止費を取得することができる旨の附

則規定が設けられた。 

なお、具体的な費用負担方法及び費用負担範囲等については、ＮＴＴ東日本・

西日本から、接続事業者（ＶＮＥ)の要望に基づき新設・増設する設備であるから現

状の網改造料と同じ方法とすべきとの意見があった一方で、一般社団法人日本イン

ターネットプロバイダー協会（以下「ＪＡＩＰＡ」という。）からは、接続事業者が網改造

料で費用負担する場合は費用の妥当性が接続事業者において検証できず担保さ

れないとの意見、及びＮＴＴ東日本・西日本の利用者料金又は卸料金により費用負

担がされる範囲が接続方式によって異なることの認識が利用者にないとの意見があ

った。 

 

（２）考え方 

ア 直接接続事業者の上限 
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本研究会における検討を背景として、指定設備約款上は、16を超える接続請求

が行われた場合でも、直ちに拒否されることはなくなり、まずはＮＴＴ東日本・西日本

により検討が行われ、その結果が書面により回答される手続23となった。しかしながら、

ＮＴＴ東日本・西日本からは、16の上限は収容ルータの仕様上の制約であり、これを

拡大するためには収容ルータの更改が必要となる旨の見解が示されているところ、

指定設備約款上の手続に従った協議においても、現状では、そうした見解が示され

る状況が変わる可能性が少ないと考えられる。 

そのため、ＮＴＴ東日本・西日本においては、接続可能な事業者数の制限を緩和

し直接接続が円滑に行われるようにするための方法について継続的に検討を行うこ

とが適当であり、総務省からの第二次要請でもその旨が求められたところ、これに沿

った対応が行われることが適当である。また、制約の実際の緩和に当たっては、各

方面の関係事業者の意見を聴きつつも、既存のＶＮＥ接続事業者の合意は不要で

あることに留意することが適当である。 

 

イ 接続用ポートの小容量化 

 

技術的には可能とされる小容量化について今後必要と考えられるのは、どのよう

なコストが生じ、またそれをどのように負担するかという点に関する具体的考え方を

明らかにした上での、ニーズを踏まえた具体的検討である。 

そのため、ＮＴＴ東日本・西日本においては、接続事業者・関係団体等と協議を

行いつつ、小容量化を実現する場合の金額・条件等の具体化に向けた検討が進め

られるべきであり、総務省からの第二次要請でもその旨が求められたところ、これに

沿った対応が行われることが適当である。 

 

ウ ＰＯＩの増設 

 

直接接続のためのＰＯＩの設置場所の増設は、既存接続事業者にとっての効率

性向上だけでなく、地域における新規参入可能性の向上の観点からも重要な取組

である。ＮＴＴ東日本・西日本においては、引き続き、さらなる増設やＰＯＩの利用条

件の緩和等について、接続事業者・関係団体等からの要望も踏まえつつ、検討が

行われるべきである。 

 

 

 

 

                                            
23 指定設備約款における事前調査の手続 
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エ 関門系ルータの費用負担等 

 

ＩＰｏＥ方式の関門系ルータ24の機能について、網使用料化すると、仮に本件関門

系ルータ機能の利用を中止する接続事業者が現れた場合は、その事業者（利用中

止事業者）が利用していた分に相当する費用の負担が他の接続事業者の負担とな

る可能性が生じるが、これは、本件関門系ルータ機能の利用が始まったときの前提

からの変更となる。そのため、これに配慮して、当面の間は、現状どおり当該費用を

利用中止事業者の負担とする方策の是非について検討の余地がある（なお、接続

料制度においてそうした対応が可能となるよう措置することが適当と結論づけたとこ

ろであり、それを受けた制度上の措置が（１）エのとおり講じられている。）。 

また、一般に、今後もやむを得ず網改造料等25の形式で設定する金額・接続条件

が存在する場合には、その内容について、総務省の第一次要請や関係団体等の

要望も踏まえつつ、実績値の例を示すなどの透明化の措置が引き続き講じられる

べきであり、また要望に応じて協議が行われることが適当である。なお、トラヒック増

の対応等のため、引き続き接続事業者の要望に応じたポート等の増設を可能とする

前提は維持することが適当である。 

 

２．関門系ルータの増強の円滑化（ＰＰＰｏＥ接続） 

（１）第一次報告書以降の経過及び主な意見 

ＰＰＰｏＥ方式の目下の最大の課題は、網終端装置の能力確保が十分進まないこと

が一因となり、トラヒックの急増に対してネットワーク側において十分な対応をすること

が困難な状況にあることである。 

これについて、ＮＴＴ東日本・西日本からは、①ＩＳＰが費用を負担しつつＩＳＰの判断

により自由に網終端装置を増設できるメニューを新設する旨、及び②当該メニューを

用いた増設をした場合に同一ＩＳＰ内での品質差別化も可能とする措置を検討する旨

の表明があったところであり、詳細な提供条件等についてＪＡＩＰＡ等との協議が行われ

                                            
24 ＮＴＴ東日本・西日本によれば、ＩＰｏＥ方式の関門系ルータはハードウェアとしては各ＰＯＩごとに冗長

化対応のものを含め２台が設置されており、今後は３台目以降の設置もあり得るとのことである。 
25 ＮＴＴ東日本・西日本によれば、ＩＰｏＥ方式の直接接続には、現状で、ゲートウェイルータ（関門系ル

ータ）の網改造料のほか、アドレス／ユーザ管理機能及び収容ルータの２種類の網改造料の負担を要

するとともに、全フレッツユーザがＩＰｏＥを利用可能なＩＰアドレスのレンジ、開通サーバ及びＤＮＳサーバ

の準備・設定が必要であり、冗長構成のため２箇所のビルで接続できるような準備が必要となる。 
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るとともに、所要の指定設備約款変更の認可申請も行われる（平成29年12月22日情

報通信行政・郵政行政審議会諮問、平成30年３月23日認可）など、トラヒック増対応の

面では改善に向けた当面の取組が当時進められたものと評価できる26。 

その一方で、ＪＡＩＰＡからは、ＮＴＴ東日本・西日本の負担による増設の基準につい

ても、セッション数によるものからトラヒック量によるものに変更する等の見直しを行う方

向での継続協議を要望する旨の意見があった。 

これについては、ＮＧＮは利用者がＩＳＰ事業者を介してインターネット等を利用する

ために用いられるネットワークであることを踏まえると、現在ＮＴＴ東日本・西日本の負

担で行われている増設についても、円滑なインターネット接続が可能となるように行わ

れる必要があり、そのための増設の基準をＮＴＴ東日本・西日本において設定し、明示

するべきであると考えられた。 

また、増設基準はトラヒック実態等に合わせて継続的に見直されることが適当であり、

現状ではブロードバンドサービス１契約当たりのトラヒックが増加していることから、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本においては、基準の緩和に向けて、他事業者・団体から寄せられる

意見・要望を十分参考にしながら取組を進めることが適当と考えられた。 

これらの本研究会の考え方に沿う形で、総務省においては、改正省令等により、関

門系ルータの増設の要望に応じないことがある場合における増設基準の基本的事項

を指定設備約款記載事項とした。そして、改正省令等の公布と同日に行われた総務

省からＮＴＴ東日本・西日本に対する第二次要請において、当該基本的事項を円滑

なインターネット接続を可能とする見地から定めるよう要請するとともに、同事項がその

認可の後速やかに適切に実施されるよう、インターネット接続のトラヒックが増加してい

ることを考慮し、接続事業者・関係団体の意見・要望を十分参考にしながら、既存網終

端装置増設メニュー27によるトラヒック増加への対応の方法について検討し、適切な対

処を行うよう要請がなされた。 

これを受けて、ＮＴＴ東日本・西日本による平成30年度指定設備約款変更では、網

終端装置について、ＮＴＴ東日本・西日本が増設基準を円滑なインターネット接続を

可能とする見地から定め、接続事業者向けホームページで開示する旨が規定されると

ともに、実際の増設基準についても平成30年６月１日に緩和（基準セッション数の一律

20％引き下げ）が行われ、それについて同月15日にはＮＴＴ東日本・西日本から接続

事業者に対し説明会による説明も行われたところである。 

                                            
26 ただし、同審議会の答申（平成30年３月23日情郵審第12号）においては、新設されたメニューから他

の現行メニューへの移行、増設申込みから利用開始までの期間の短縮化等についても課題がある旨指

摘があり、今後のフォローアップが必要と考えられる。 
27 網終端装置増設のための接続メニューのうち、平成29年12月22日諮問第3099号により情報通信行

政・郵政行政審議会に諮問され、平成30年３月23日情郵審第12号により認可された指定設備約款の変

更で新設されたメニュー以外のもの（ＮＴＴ東日本・西日本が大部分の費用を負担するもの）をいう。 
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【図２－５ 増設基準の緩和の主な内容】 

 

なお、この緩和に向けた協議に当たっては、ＪＡＩＰＡから、ＮＴＴ東日本・西日本に対

し、背景・経緯を十分に認識した上でトラヒックベースへの増設基準への変更に真摯

に対応することや、改めた増設基準でも輻輳が発生する場合はあらためて基準の見

直しを実施すること等の要望が行われていた28。これに対し、ＮＴＴ東日本・西日本に

おいては、「フレッツ光（コラボ光を含む。）サービスに係るコスト回収単位を基本的にト

ラヒック単位ではなくユーザ単位としていること等を踏まえ」増設基準の単位をセッショ

ン数のままとした上で、「今後も、ＰＰＰｏＥ方式・ＩＰｏＥ方式各々の動向等を含むインタ

ーネット接続全体の状況を踏まえ、網終端装置を流れるＩＳＰ事業者様毎のインターネ

ットトラヒックの状況や、今回の基準見直しに伴うＩＳＰ事業者様からの増設申込状況等

の個別状況を確認した上で、引き続き、当社と接続する全ＩＳＰ事業者様との協議を行

い、そのご意見を参考にして、更なる見直しの必要性について検討していく考え」との

見解が接続事業者に対する周知により示された。 

 

（２）考え方 

ア トラヒック需要に応じた設備の増強 

 

円滑なサービス提供に必要な設備の増強は、合理的に対応されるべきであり、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本においては、引き続き、接続事業者・関係団体の意見・要望を十

分考慮しながら、実際の通信量の状況等も確認しつつ、適時適切に基準を見直し

                                            
28 「ＮＧＮ網終端装置の増設基準について（要望）」（平成30年４月11日 ＪＡＩＰＡ報道発表） 

https://www.jaipa.or.jp/topics/2018/04/ngn.php 
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改善していくことが適当であり、総務省においては、これについて継続的にフォロー

アップを行うことが適当である。また、こういった当事者間の十分な意思疎通の中で

円滑に増設がなされることが望ましいが、仮に合理的な理由によらず、トラヒック需要

に応じた円滑な設備増強が実現しない場合には、当事者の申立て等による接続命

令のスキーム等を用いる紛争処理の手続もあるので、こういった手続が活用される

場合には、総務省で適切に対応する必要がある。さらに、今後の継続的フォローア

ップに当たっては、実際の通信量の状況等について客観的なデータに基づく検証

を行う必要があり、その具体的な方法について検討を開始する必要がある。 

いずれにせよ、円滑なサービス提供を確保するため、各電気通信事業者は、トラ

ヒック需要の増加など利用者ニーズの状況に応じた設備増強に努めていくべきであ

り、サービス提供条件もそれに応じて見直しを進めていく必要がある。 

 

イ 利用者への説明等の適切性確保 

 

ＪＡＩＰＡからは、利用者に速度等品質の低下を説明する際に一方的に接続事業

者側に原因があるかのような説明は避けるべき旨の意見もあった。これについては、

ＮＴＴ東日本・西日本及び接続事業者の双方において、電気通信事業法第27条

（苦情等処理義務）等の規定も踏まえつつ、利用者等からの問合せへの対応につ

いて、各々の説明で互いに齟齬を来すことがないよう、協調していく必要があり、そ

の具体的な対応の在り方については、ＮＴＴ東日本・西日本とＪＡＩＰＡ等との間で協

議されることが適当である。 
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第３章 加入光ファイバの接続料の算定方法 

１．加入光ファイバの耐用年数 

（１）第一次報告書以降の経過 

第一種指定電気通信設備たる加入光ファイバの耐用年数（この場合は経済的耐用

年数）は、減価償却費の算出を通じて接続料水準に影響を与える会計上の要素であ

るが、本研究会の第一次報告書では、現行の経済的耐用年数の推計方法（「７つの関

数29」等）について、 ＮＴＴ東日本・西日本からその妥当性について十分説明がなされ

ているとは言えない旨を指摘し、耐用年数の推計方法の検討及び見直しに向けた対

応の早期実施について、更に本研究会においてＮＴＴ側より聴取し、検討を行うことと

したところである。 

また、第一次報告書案に関する意見募集に寄せられた意見に対する考え方におい

ては、「財務会計の適正化の観点からも接続会計の適正化の観点からも、減価償却を

厳正に捉える上で、経済的耐用年数が採られている中では、耐用年数を設備の利用

実態を適正に反映させるよう、適時適切に見直していく必要があり、これに早急に着手

していく必要がある」と示したところである。 

その後、本研究会では、第９回会合（平成29年11月29日）において、ＮＴＴ東日本・

西日本に対して推計方法の検証・検討に必要なデータ等の開示を要請するとともに、

続く第10回会合（同年12月22日）においてＮＴＴ東日本・西日本から説明を聴取し、検

討を行った。 

さらに、第11回会合（平成30年１月23日）及び第12回会合（同年４月24日）でも関連

の議論、検証を行ってきた。 

 

（２）主な意見 

ＮＴＴ東日本・西日本からは、第10回会合において次の考え方が表明された（①及

び②は第一次報告書に向けた検討の場（第４回会合）でも表明されている内容であ

る。）。 

① 耐用年数の見直しは財務会計の適正化の観点から行うものであり接続料の低

廉化を目的として実施するものではない。 

                                            
29 指数関数、ゴンペルツ曲線、ロジスティック曲線、正規分布、指数分布、ワイブル分布、対数正規分

布 
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② 現時点において、光ファイバケーブルの耐用年数は、直ちに見直しが必要な状

況には至っていないと認識しているが、今後とも、固定資産データに基づく推計

結果を取りまとめ、光ファイバケーブルに関する市場環境や陳腐化リスク、使用実

態等の変化を踏まえた検証等を行った上で、当社が必要と判断した場合に、適

時適切に見直しを実施する考え。 

③ 平成27年度（2015）末の固定資産データに基づく推計結果等を構成員に提供

するとともに、平成28年度（2016）末の固定資産データに基づく推計結果等につ

いても、現在、収集・集計・分析を進めており、別途提供する予定。30 

④ なお、耐用年数の検証は、次の手順で行うこととなり、おおむね１年程度の時間

を要する。 

i. 年度末決算の確定後、ＮＴＴグループにおける光ファイバケーブルの固定資

産データを収集・集計・分析し撤去率の推移に基づく耐用年数の推計を実

施。 

（平成30年度第１四半期～第２四半期） 

ii. 「材質・構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化に

よる陳腐化の危険の程度」の観点から、最新の市場動向を踏まえ、今後の陳

腐化リスクの変動要素等を同時に検討し、今後用いる耐用年数の算定にあ

たって採用すべき関数等を検討（撤去法による推計の場合）した上で、耐用

年数見直しの要否や、見直しを行う場合に何年とするか等を判断。 

（平成30年度第３四半期～第４四半期） 

iii. 耐用年数の変更を行う場合は、その妥当性について、ＮＴＴ東日本・西日本

で検討した内容を監査法人に提示・協議し、了承を取得。 

（平成30年度第４四半期～） 

 

これに対しソフトバンクからは、コア網とアクセス網は同じスケジュール感で議論すべ

きであり、少なくとも、耐用年数の議論についてはＮＧＮ関連の議論と同じく、平成29

年度内に方向性を出すことが必要との意見があった。また、ＫＤＤＩからは、検討のスケ

ジュール感を明確にすることが必要との意見があったところである。 

 

（３）考え方 

ＮＴＴ東日本・西日本から提供された平成27年度(2015)末及び平成28年度(2016)末

のデータに基づく推計結果等によると、「７つの関数」の中には決定係数が相対的に

低い推計結果となっているものもあり、現行の経済的耐用年数が「７つの関数」の関数

                                            
30 第12回会合（平成30年４月24日）において提供済み。 
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を用いた推計結果の範囲内に収まっていること等から「直ちに耐用年数の見直しが必

要な状況に至っていない」とのＮＴＴ東日本・西日本の主張（第一次報告書第５章参照）

は説得力が十分でないと言わざるを得ない。そのため、ＮＴＴ東日本・西日本において、

できる限り早く、上記（２）で表明されている検証作業を行うことが必要であり、本研究

会でも、平成30年度(2018)の半ば頃までの早い時期にＮＴＴ側から当該検証作業の

状況について聴取し検討することとする。 

 

また、ソフトバンクの意見に関しては、既に第一次報告書でも触れたように、現行の

耐用年数が採られてから既に10年近くが経過しようとしていることに鑑み、ＮＴＴ東日

本・西日本は、経済的耐用年数の適正な推計方法について更に十分検討を行い、設

備の使用実態に合わせて、耐用年数の見直しに向けて早期に対応する必要があると

考えられる。特にこの見直しに向けた検証については、数か月内に開始し、平成30年

内又は平成31年早期には結論を出していくことが適当と考えられるものであり、またそ

うしなければ、実態に照らして信頼のおける耐用年数が使われているかについて疑念

が生じることになりかねない。 

この点、ＮＴＴ東日本・西日本からは、第10回会合の場で、前回耐用年数の見直し

を実施した平成20年度より10年近くが経過し撤去法による耐用年数の推計結果にお

いて変化が見られたこと、ＦＴＴＨ31サービスを巡る環境もこの間に変化があると考えら

れることを挙げ、耐用年数の検証と見直しの検討を平成30年度から集中的に行う旨が

述べられたところであり、その後の構成員からの質問に対しては、平成29年度(2017)

末時点のデータの検証作業の進捗状況については、平成30年９月～10月頃に報告

できるよう、準備を進めていく考えとの回答もあったところである。 

本研究会では、こうした問題意識の上に立ち、このＮＴＴ東日本・西日本の取組に

ついて、十全かつ早期の実施を促し、そのためのフォローアップを行っていくこととす

る。 

 

２．レートベースの厳正な把握 

（１）第一次報告書以降の経過 

報酬額の算定に係るレートベースから未利用芯線を除くというソフトバンクからの提

案については、第一次報告書において、電気通信役務の提供に供される加入光ファ

イバ及びメタル回線はケーブル単位で提供されるものであり、また、そのケーブルの中

の未利用芯線が利用者や接続事業者からの申込みがあった際に提供するものとなっ

                                            
31 Fiber To The Home 
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ている場合にはそれら全ての未利用芯線を直ちにレートベースから除くべきと考えるこ

とは現時点において困難とした上で、レートベースから除くことが適当と考えられる、利

用見込みのない電気通信事業固定資産を明確に同定する具体的な提案は現時点で

はないので、これがなされた場合に、本研究会において再度検討することとした。 

その後、第10回会合（平成29年12月22日）において、ソフトバンクから、光ファイバケ

ーブルの投資等の合理性の観点を接続料算定に導入するためのより具体的な提案

（光ファイバケーブルの未利用芯線をレートベースから除く提案）があったのでこれを

聴取し、検討を行うとともに、第11回会合（平成30年１月23日）及び第12回会合（同年

４月24日）でも関連の議論、検証を実施した。 

 

（２）主な意見 

ソフトバンクの今回の提案は次のとおりであった。 

① 託送料金の算定に当たり総括原価方式を採用している電力事業では、将来原

価の考えに基づいて算定された申請料金を、真に不可欠な設備であるか、著しく

低い稼働率となっていないか等の観点から審査しており、真に不可欠な設備と認

められない不使用設備等に係る減価償却費等については、営業費用及び報酬

等への算入を認めないこととする取扱いが行われている。例えば、送電設備が設

計値を下回る電圧で利用（送電）されている場合に、報酬等の算定に当たって実

利用に適した設備量に置き換えレートベースに計上することとされている。 

② 加入光ファイバについても、算定期間における需要が敷設ケーブルより低容量

の設備でも十分賄える場合、現設備と下位設備に係る金額の差額相当をレート

ベースから減額すべきである（一方で、営業費用（設備コスト）は全額算入）。 

③ まずは、光ファイバケーブルの利用実態を把握することが必要であり、次のデー

タの開示が必要。 

ⅰ. 必要となる予備芯線数の考え方 

ⅱ. 地下・架空ケーブルの種別 

ⅲ. ケーブル種別毎利用実態 

ⅳ. ケーブル利用率の過去推移 

 

これに対し、ＮＴＴ東日本・西日本からは、未利用芯線の一部をレートベースから除

外する提案は、次の３点から採り得ないものと考えるとの見解が示された。 

① 設備構築事業者の投資・事業展開のインセンティブを損なうおそれがある 

・自らリスクを負って設備構築している当社の投資インセンティブが削がれる。 

・「自ら造る」よりも「ＮＴＴ東西から借りる」方が有利になるため、電力系通信事業
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者等の設備構築事業者における投資インセンティブが減退するとともに、設備

構築事業者と設備利用事業者との間の競争に歪みが生じる。 

・その結果、我が国のブロードバンドの普及拡大とＩＣＴ利活用の促進に向けて、

自ら投資リスクを負い、気概を持って設備構築を進め、世界最高水準の光ブロ

ードバンド基盤を整備してきた、当社を含む設備構築事業者の努力をないがし

ろにしかねない。 

② 送電設備とＦＴＴＨ設備では、置かれている環境が異なる 

・ＦＴＴＨサービス市場を含むブロードバンドサービス市場は、電力系通信事業

者等の設備構築事業者が自ら設備を構築して事業展開していることに加え、

新たな技術を用いた代替サービスも次々に出現する等、競争的な市場となっ

ている。このような環境下で当社のＦＴＴＨ設備が構築・運用されている一方で、

送電設備は各エリアの電力会社によって、一元的に構築・運用され、技術・手

段が安定している点で、両設備が置かれている環境は異なる。 

・さらに、電力市場は省エネの進展により需要が頭打ち傾向となっているのに対

し、ＦＴＴＨ市場は、光コラボレーションモデルの普及拡大、４Ｇ・５ＧやＷｉ－Ｆｉ

の基地局回線の拡大等により、更なる需要拡大が見込まれており、両市場の

状況は異なる。 

③ 当社の光ファイバの設備投資は効率的かつ合理的 

・当社は光ファイバ設備の構築にあたり、短期的な需要だけでなく、将来の需要

拡大も見込んだ上で、全体として低廉なコストとなるよう、また、当社及び接続

事業者のお客様に迅速かつ円滑なサービス提供ができるよう、効率的・合理的

な設備投資を実施。 

・具体的には、特に地下ケーブルについて、以下のような点に配意。 

－新たな需要が発生する都度、繰り返し、新たにケーブルを敷設することは不

経済（ケーブル大小による物品価格差に比べ、管路の掘り返し・再埋設に伴

う施工費用は遥かに高額） 

－必要最小限の設備構築に止めていた場合、 

お客様から短納期でのサービス提供を求められる中、設備の不足により回

線の開通に時間を要すること、 

接続事業者から迅速なサービス展開が求められる中、設備の増設が必要に

なり、接続事業者のサービス開始までに期間を要すること 

・また、故障発生時には不良となった芯線を新しい芯線に迅速に切り替える必

要があるため、予備芯線の確保が必要。 

 

また、ＮＴＴ東日本・西日本からは、ソフトバンクが開示を要望した数値のうち、ケー

ブル利用率の過去推移として局出し区間における光の芯線利用率の推移の提供があ
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ったが、ケーブル種別毎利用実態については、収容ビルからの局出し区間における

地下ケーブル全体での芯線利用率のみ把握しているところ、それ以外の芯線利用率

を網羅的に把握することは、多大な調査稼動を要するため困難だが、特定の収容ビ

ルにおけるサンプル調査の実施等については今後検討する考えとの見解が示された。 

 

（３）考え方 

上記意見を踏まえつつ、能率的な経営のもとでの適正原価・適正利潤という接続料

算定の考え方に照らすと、確かに、光ファイバ設備を含む事業用資産の保有は、現

用・予備を含め、事業につき真に必要なものとすることが合理的であり、またレートベ

ースの算定に用いる正味固定資産価額も事業全体の真実かつ有効な資産のものに

限定されることが適切と考えられるところ、こうした観点から、本研究会及び総務省に

おいても、ＮＴＴ東日本・西日本からデータの開示及び説明を受けるなどして、状況を

継続的に注視していく必要があると考えられる。そのため、まずは、実情把握を開始す

ることとし、加入光ファイバの稼働率の現状等についてより詳細な調査を行うことが適

当である。 

 

なお、関連して、情報通信審議会「加入光ファイバに係る接続制度の在り方につい

て」答申（平成27年９月14日）では、次のとおり考え方が示されているところ、当該答申

に沿えば、平成31年度が加入光ファイバに係る接続制度に関する見直しの検討時期

に当たるので、そうした見直しの中でも本課題を取り上げていく必要があると考えられ

る。 

 

加入光ファイバに係る接続制度の在り方については、今回の諮問事項への対応

としては、上記６．２のとおり、ＮＴＴ東西自身が加入光ファイバに係る接続料の低廉

化に向けた取組を実施し、総務省がその取組の実施状況を注視することが当面の

措置としては適当と考えるが、総務省において、先般成立した改正電気通信事業

法※１の３年後の見直しと併せて、接続料の低廉化の状況、光配線区画に関する取

組の状況、「サービス卸」も含むＦＴＴＨ市場全体の競争の状況などを評価し、諸外

国の事例※２も参考としつつ、改めて見直しの検討を行うことが適当である。 

その際、特に、接続料の算定方法の在り方については、未利用芯線に係る費

用、電柱・土木設備の施設保全費等、共通経費の費用負担の在り方も含め、３年後

の見直しの中で検討を行うことが適当である。 

※１ 電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成27年法律第26号） 

附 則 

（検討） 
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第九条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の

状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。 

※２ 例えば、欧州では、市場支配力を有する通信事業者は、卸売アクセスに係る料金について、コストベース

の算定が原則とされている。一方、我が国のサービス卸に相当するような光卸売アクセスに係る料金について

は、「インプットの同等性」（通信事業者が、他事業者と自社小売部門とに対し、同条件で、同一の設備及び

手続を用いて同期間、サービスや情報の提供を行うこと）が確保されている場合には、コストベースによる算定

の代替措置として、加盟国の規制機関による「経済的複製可能性テスト」（市場支配力を有する通信事業者が

提供するサービスの料金水準が、他事業者にも複製可能なものとなっているかという観点から行う検証）の実

施が勧告の中で求められている。 

上記勧告を踏まえ、例えば、英国では、ＢＴ（British Telecom）が提供する光卸売アクセス（VULA：Virtual 

Unbundled Local Access）について、公平性・透明性を確保する観点から、「公平かつ合理的な料金・条件で

のサービス提供義務」、「インプットの同等性義務」、「料金・提供条件の事前通知義務」及び「料金・提供条

件の公表義務」等が課されているほか、適正性を確保する観点から、経済的複製可能性テストの具体的な手

法として、いわゆるVULAマージン規制が導入されており、ＢＴに対して、自社の小売料金と卸売料金との間

に最低限のマージンが確保されるよう卸売料金を設定することを義務付け、併せて、卸売料金の適正性検証

に必要なデータを通信庁(OFCOM)に提出することを義務付けている。 
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第４章 「網機能提供計画」制度の見直し 

（１）現状 

網機能提供計画の制度は、第一種指定電気通信設備により接続を前提としないネ

ットワーク構築等がなされると他事業者との接続を行う際に網改造のため多大の時間・

費用を要することなどから円滑な接続が妨げられるおそれがあるとともに、接続を前提

とする場合でも他事業者の意見が反映されないときには円滑な接続が妨げられるおそ

れがあることから、平成９年法律第97号（平成９年11月17日施行）による電気通信事業

法改正で設けられたものである32。 

本制度の対象からルータ等が除外されたのは、「装置の開発のペースも速く、網機

能の追加・変更が頻繁にあると考えられ、又、装置自体、接続を前提として開発された

ものが殆どであることから、今までのところ網機能の提供に関して問題となったこともな

い」（情報通信審議会「ＩＴ時代の接続ルールの在り方について」第２次答申（平成13

年７月19日））という考え方によるものであり、また、その後も、「ルータ等（ＳＩＰサーバを

含む）は接続を前提として開発されたものが殆どであることから、現時点では、網機能

提供計画の対象とすることまでは必要ない」（情報通信審議会「次世代ネットワークに

係る接続ルールの在り方について」答申（平成20年３月27日））との考え方も示されて

きたところである。 

 

 

【図表４－１ 現行の「網機能提供計画」等の制度の内容】 

                                            
32 電気通信審議会「接続の基本的ルールの在り方について」答申（平成８年12月19日）参照 
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（２）考え方 

しかしながら、本報告書第２章（ＮＧＮのインターネット接続の接続料）の内容を踏ま

えると、ＩＰｏＥ方式の関門系ルータに直接接続することができる事業者がごく少数に限

定されるなど、ルータ等であっても他事業者との円滑な接続が必ずしも実現されない

場合もあったと考えられるところである。 

また、情報通信審議会「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後の

ＩＰ網のあるべき姿～」（平成29年３月28日）では、「ＩＰ－ＩＰ接続への円滑な移行に向

けて、今後、ルータ、ＳＩＰサーバ等の設備に様々な改造等が加えられることが想定さ

れるが、この場合、他の事業者においても仕様の変更、新たな機能を使用することの

検討及び接続のために必要な機器の開発を行ったりする必要があり、接続約款（指定

設備約款）が定まってからこの作業に着手すると、実際に接続を実現するまでに相当

の期間を要し、円滑な接続を図る上で適当でない。」との考え方も示されたところであ

る。 

したがって、他事業者との円滑な接続に十分な配慮が行われることを法的に担保す

る観点から、今後はルータ等の網機能に係る情報提供を情報開示告示ではなく網機

能提供計画の制度に基づき行うことにより、指定設備約款変更の申請とは別途、機能

の追加又は変更の計画の段階で、他事業者からの意見を受け付けるとともに、総務省

が必要に応じ計画内容について勧告を行う手段を確保することが必要と考えられる。 

ただし、その際、「ルータ、ＳＩＰサーバ等の設備の機能のうち、どのような機能の変

更又は追加に関する計画を対象にするか、また、総務大臣への届出の期限をどのよう

に設定するかについては、総務省において十分に制度の柔軟性についても配意して

検討することが適当である。」 （「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申」の意

見募集で提出された意見に対する情報通信審議会の考え方５－18（平成29年３月28

日））との考え方も踏まえ、公表のために「官報掲載」を必須とし、また届出期限を工事

開始の原則「200日前」とするなどの同制度の運用ルール（電気通信事業法施行規則

第24条～第24条の４等）については、インターネットの普及及び開発ペースの速いル

ータ等によるネットワーク構築という実態に合わせて、合理化等の余地がないか検討

の必要があると考えられる。 

具体的な対象範囲や運用方法については、事務局から叩き台の提案があり、それ

についてオブザーバーである事業者からの意見を得て議論を行ったところ、今後、総

務省において、その内容を十分参考にしつつ、具体的な省令等の立案作業を進める

ことが適当である（これまでの議論内容は附録のとおり）。 

 なお、関連して、今後のネットワーク構築等については、ＮＧＮのインターネット接続

の接続料に関する検討の中で、２０２０年東京オリンピックも見据え、急増するインター
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ネットトラヒックへの対応等の観点から、地方でのＩＣＴ利活用等も考慮に入れたネットワ

ークの構築の在り方等を関係者で幅広く議論すべき旨の意見や、ＮＴＴ東日本・西日

本から今後のネットワークの在り方が早期に示されるべきとの意見等があった。これに

ついて、広範な議論が早期に行われることを期待するとともに、接続料・接続条件を巡

る議論においても、こうした課題の解決に寄与することを考慮していくことが適当と考え

られる。  
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第５章 継続検討事項 

１．接続機能の廃止等に伴う周知制度の整備（電気通信事業法改正対応） 

ネットワークのＩＰ網への移行に対応するための電気通信事業法の改正を含む「電

気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」

が平成30年５月10日に成立し、同月23日に公布された（平成30年法律第24号）。 

本改正は、情報通信審議会答申33を踏まえ、接続事業者及びその利用者の利益を

確保するため、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設置する

事業者が、これら設備のアンバンドル機能を休廃止しようとする場合には、あらかじめ、

当該機能を利用する接続事業者に対して、その旨を周知しなければならないこととす

る制度を整備する内容を含むものである。 

今後、施行34に向けて、周知の方法について定める総務省令の内容等を検討する

必要があり、本研究会においても、必要に応じ、検討を行うこととする。 

なお、現段階では、検討に当たっては、①休廃止される機能を利用している接続事

業者が代替策への移行等の必要な対応を円滑に行えることを確保するという観点、及

び②周知状況や接続事業者の対応状況を確認できる仕組みとするという観点が重要

ではないかと考えられる。 

 

２．フォローアップ事項 

 本研究会では、これまで接続制度を巡る多岐にわたる課題を取り上げ、検討を行い、

又はフォローアップを実施してきた。その結果、わずか１年強の間に、改正省令等の

制度の整備が行われ、第二次要請など総務省における一連の行政上の措置が講じら

れて指定設備約款の変更等において反映され、かつ、指定設備約款の規制の対象

外である県間接続料さえも事業者間合意及び低廉化が実現するなど、ＮＧＮ等にお

ける円滑な接続の確保に向けた環境の整備が大幅に進捗したと考えられる。このよう

な成果を上げることができたのは、本研究会において、事業者及び事業者団体から意

見を開陳する公の場が設定され、それら意見について異なる立場の事業者等からの

反論を可能とし、さらに有識者による検討が加えられるという過程を繰り返し実施してき

たからであると考えられる。 

 行政におけるこのようなオープンで継続的な検討過程は、本研究会が取り上げてき

た課題への継続的な取組を確保し、また新たな課題が生じたときの迅速な対応を可能

                                            
33 情報通信審議会「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後のＩＰ網のあるべき姿～」

（平成29年３月28日） ５．２．２（２） （Ｐ．27～28） 
34 施行日は公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日 
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とするという観点から、今後も実施されるべきものであると考えられ、本研究会もそのた

めに引き続き活用されることが期待される。 

本研究会としては、現段階において、少なくとも次の事項について、本年８月以降

のフォローアップが必要であると考える。 

 

（１）ＮＧＮの県間通信用設備の扱い（第１章） 

（２）ＮＧＮのコストドライバ35
 

（３）ＮＧＮのインターネット接続の接続料（第２章） 

（４）加入光ファイバの耐用年数（第３章１．） 

（５）レートベースの厳正な把握（第３章２．） 

 

  

                                            
35 ＮＴＴ東日本・西日本が平成31年度接続料においてコストドライバを見直す場合（第10回会合（平成

29年12月22日）資料10－２参照） 
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附録 「網機能提供計画」制度の見直しに係る議論内容 

１．運用方法に関する事務局案（叩き台） 

 

（１）公表方法について 

 

官報掲載については、一般的に信頼性の高い公表方法であり、公表の行為の有無

等を着実に確認できるという意味でも確実な公表手段であると考えられるが、制度創

設当時と異なり現在は法定の公表であってもインターネットの利用により行われること

が一般的となり特段の問題も顕在化していない（※）ことから、原則としてインターネット

の利用により即時に行うとするルールに変更することが適当ではないか。（ただし、公

表が着実に行われたことを確認できるようにするため、例えば、総務省への届出事項

に公表ＵＲＬ等を追加する等の措置を講ずることが考えられる。）  

※例：認可接続約款等の公表（電気通信事業法施行規則第23条の８） 

 

（２）届出期限について 

 

工事開始の「200日前」という網機能提供計画の届出期限については、「網機能の

詳細仕様等がある程度固まる時期及び網機能提供計画の公表を受けて関係者が検

討に要する期間を考慮すると、（略）網改造着手の遅くとも半年前までに、当該詳細な

情報を網機能提供計画に記載する必要がある。」 （電気通信審議会「接続の基本的

ルールの在り方について」答申（平成８年12月19日））との公表時期に係る考え方に基

づいて定められたものであるが、これについては、サービス開始を迅速に行うことに影

響が出るとの懸念にも配慮して、他事業者からの要望・意見がなく、円滑な接続に支

障が生ずるおそれがない場合は、工事開始日を前倒し（変更）できる旨の規定が設け

られているところである。 

一方で、情報開示告示ではルータ等の網機能等についてその提供開始の90日前

までに開示すべき旨が規定されているところであり、これは「接続事業者の接続申込

みから接続開始までに要する期間を踏まえた合理的なもの」として定められたとの経

緯がある。 

これらを踏まえ、届出期限については、原則を「90日前」とする（変更届出は原則30

日前とする）ことが適当ではないか。ただし、他事業者からの要望・意見も十分考慮し

て円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると総務省が認めてその旨を理由と併せて

通知・公表した場合は、届出日から「200日」までの範囲内で、工事開始日の後ろ倒し

をしなければならないものとすることが適当ではないか。 
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（３）意見受付方法について 

 

本制度では、総務大臣は、届け出られた網機能提供計画の実施により他事業者の

電気通信設備と第一種指定電気通信設備の円滑な接続に支障が生ずるおそれがあ

ると認めるときは、届出をした事業者（ＮＴＴ東日本又は西日本）に計画を変更すべき

ことを勧告することができるが、総務省においては勧告の要否の検討に当たって他事

業者の意見を勘案する必要があると考えられる（（２）の後ろ倒し要否の判断に当たっ

ても同様と考えられる。）。 

これについて、円滑な接続の確保に向けて制度運用の一層の改善を図るため、届

出をした事業者（ＮＴＴ東日本又は西日本）は、意見の受付状況（意見が提出された

場合はその内容及びそれに対する同事業者の考え方）を総務省に提供し、総務省は

その内容を十分考慮するものとする運用ルールを設けることが例えば考えられるので

はないか。 

なお、他事業者が別途総務省に対して直接意見を提出することは、現在でも当然

可能と考えられるところであり、総務省は、自らに直接意見の提出があった場合には、

それも十分考慮する旨表明することが適切ではないか。 

 

 

【図表 「網機能提供計画」制度の運用方法見直し案（叩き台）】 
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２．構成員からの主な意見 

 

・ ルータ等についても必要性が高まってくれば網機能提供計画の制度において情

報提供することが求められる。具体的な対象、方法等については、接続事業者の

意見も聴きつつ、議論していくべき。 

・ ルータ等は制度創設時の主な設備であった交換機等と異なり基本は既製品であ

るという状況を踏まえつつ、接続事業者に示すべき情報の種類や情報提供の時

期について、事務局提案どおり、ニーズに応じ適切に見直しを行っていくべき。 

・ 直接接続できる者が限定される状況は競争環境として望ましくないという観点か

ら事前の監視がしっかりできる仕組みとすべき。 

・ 非標準的な使い方があった場合には意見募集等々のプロセスを経る必要がある

が、反対に、単にワンランク上のルータに更改するようなときまで、２００日前の意

見募集等を行う必要まではない。 

・ 全てのものを今まで通り規制の対象とするわけではなく、できるだけタイムリーに

新サービスを提供できるようにすることや、接続してサービスを提供する意図がな

いような要望にまで対応する負担をかけないようにすること等にも配慮して、何を

公正競争上の規制のターゲットとするか、議論を進めるべき。 

・ ＮＧＮの全てについて対象とすると負担が大きいと考える。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本とＫＤＤＩの主張の内容は実質的にはほとんど差異がないと

理解。 

・ 悪意があって妨害することを目的とする場合や、そこまで知識が無いために次々

と意見を出してしまう場合も無いとは言えないので、そのような場合の考え方につ

いては整理しておくべきではないか。 

 

３．オブザーバーからの意見の概要 

 

①総論 

【ＫＤＤＩ】  

・ 情報通信審議会「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後のＩ

Ｐ網のあるべき姿～」（平成29年３月28日）でまとめられた方向性で検討を進め

ていくべき。 

・ ＰＳＴＮマイグレーションやＩＰ化の中で健全なサービス競争を確保していくため、

ＮＴＴ東日本・西日本の利用部門との同等性の確保や他事業者への丁寧な対
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応が今まで以上に重要となり、接続機能のタイムリーな提供も求められることに

なる。 

【ソフトバンク】 

・ 今後、ＩＰ－ＩＰ接続の実現を控えており、また、商用開始から10年経過したＮＧ

Ｎの設備更改(または新たなＮＧＮの構築)等も想定されることから、ＳＩＰサーバ

やルータを追加することは必須。 

【ＪＡＩＰＡ】 

・ 結果としてＮＴＴ東日本・西日本の利用部門との同等性が確保される仕組みが

必要。 

【ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会】 

・ インターネット上での新しい接続機能のタイムリな提供による接続事業者間の

サービス競争や、その競争によるイノベーション創出を阻害することが無いよう

十分に配慮するべきであり、接続を前提として開発されているルータ等につい

て「網機能提供計画」制度に基づき、ＮＴＴ東西が開発着手する事前に全ての

場合において届出を実施するかどうかについては、慎重に議論をするべき。 

【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ 本制度の見直し理由の一つに、ＩＰｏＥ接続事業者数が制限されていることが

挙げられているが、この制約は当社が予め仕様を決めて制限した訳ではなく、

検証の結果、事後的に判明したもの。 

・ 当社はこれまでも今後も決して他事業者に対して意図的に接続の制約を設け

ることはなく、リソースの限界に起因してやむなく制約が生じた場合には速やか

に公表してきたところであるが、今後は、制約が生じる場合については、今まで

以上に丁寧に説明していく考え。 

・ ルータ等は、接続を前提として開発された装置であり、円滑な接続が妨げられ

ることが想定し難いとして届出対象外とされてきた趣旨は現在でも変わらず、現

行の告示に基づく情報開示を通じ、円滑な接続に支障を及ぼすような問題は

これまで特段発生していない。 

・ 工事（開発）着手前に網機能提供計画の届出を行うことになったとしても、届出

時に付すことができる制約・条件等は、動作検証前の時点で判明している事項

に止まるのであって、動作検証後に判明した事項については、事後的に制約・

条件等を追加せざるを得なくなる場合があることに留意する必要。 

・ 制度見直しに当たっては、新たな網機能の早期提供等の観点から、届出対象

は最小限に、また届出期間は最短としていただきたい。 

・ 同等性の確保が「網機能提供計画」制度の目的であることは認識。しかしなが

ら、情報開示でも足りるケースがあるのではないか。 
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②対象範囲 

【ＫＤＤＩ】 

・ 原則、全てのルータ、ＳＩＰサーバ等を対象とすべき。接続事業者と直接接続を

行うＧＷ設備以外の設備についても「網機能提供計画」の届出対象とすべき。 

・ ＮＧＮにおいて、「優先パケット識別機能」及び「優先パケットルーティング伝送

機能」のアンバンドルにあたって、要望事業者への情報開示に課題があったこ

と等により、NTT東・西と要望事業者による協議が長期化するなど、円滑な接

続に支障があったことから、市販品のルータ、ＳＩＰサーバ等を用いてさえいれ

ば円滑な接続に支障がないという訳ではなく、ＮＧＮにおいても情報開示等に

係る接続ルールを改善することで、円滑な接続を確保していく必要がある。 

・ ルータ、ＳＩＰサーバ等を使ったＮＧＮで実現される網機能が「網機能提供計画」

制度の対象となり得るものであり、例えばルータを単に性能が向上したから変

えるなど、装置だけに起因するようなものは、この制度の対象にならないと認識。 

・ ＰＳＴＮマイグレーションに関し事前に事業者間合意が達成されており合理的

にみて届出不要であるものは対象外としても構わないのではないか。 

【ソフトバンク】 

・ ＮＴＴ東西殿の自己使用の機能についても利用部門との同等性を確保できる

よう対象とすべき。 

・ 今後、重要性がますます増していくＮＧＮにかかわる設備に関しては、原則、

対象はなるべく全てというスタンスでやるべき。 

【ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会】 

・ ＮＧＮを構成する全てのルータ等を一律に届出対象とせず、ルータ等が提供

する機能や開発内容によっては「届出対象としない」あるいは「届出期限を90 

日前までよりも短くする」などの例外の設定を検討するべき。例外対象としては、

例えば性能向上を目的としたルータの置き換えが考えられる。 

【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ ①接続可能事業者数等が十分であり、接続を要望する他事業者を実質的に

制約しないと見込まれる場合、②当該機能を利用するために、接続事業者に

おいて既製品で接続可能な方法があると見込まれる場合、③当該機能を利用

するための既存の接続条件が著しく不利益な変更とならない場合、の全てに

該当する場合は、他事業者との円滑な接続に支障が生じるおそれがない機能

として、網機能提供計画の届出対象外とすべき。 

・ 既に他事業者が提供している等、新奇性がなく公知の技術を用いて提供され

る機能について、当社だけが工事着手を遅らせるよう強いられることで競争上

の不利益を被ることがないよう、そうした機能についても届出の対象外とすべき。 

・ ＰＳＴＮマイグレーション後における音声通信のＩＰ－ＩＰ接続のルータ等の接続

-36-



 

条件等については、事業者間意識合わせの場で、全関係事業者間で協議を

行って具体的な内容を定め、今後も接続条件の刷り合わせを行う考え。このよ

うに事業者間で事前に刷り合わせを行うものについては、円滑な接続に支障

が生じるおそれはないため、届出の対象外としても問題は生じないと考える。ま

た、届出を実施し、事業者間意識合わせの場での合意事項と異なる意見・要

望をいただいても、それらを反映することが難しい場合がある。さらに、事業者

間意識合わせの場に参加していない接続事業者に対しても、事業者間意識合

わせの場への参加を受け付けている旨、伝えるとともに、電話の新規接続を検

討している事業者等から要望を受けた場合には、事業者間意識合わせの場で

の協議内容について、情報提供を行っているところ。 

 

③届出期限・意見受付方法 

【ＫＤＤＩ】 

・ 接続事業者側のシステム改修等の期間が考慮されず、ＮＴＴ東西と接続事業

者との協議・調整が整わない等の場合は円滑な接続が妨げられることから、Ｎ

ＴＴ東西は、接続事業者から受け付けた意見を総務省に提供し、総務省はそ

の内容を十分考慮するものとする運用ルールを設けること、及び、接続事業者

が直接総務省に意見を提出した場合にそれも十分考慮することに賛同。 

・ 仮に届出期限を「90日以上前」に短縮するのであれば、届出後の接続事業者

の意見を確実に反映させ、工事日変更等の柔軟な運用が担保される必要があ

る。（例えば、意見受付の結果、接続事業者側のシステム改修が必要な場合や

試験要望等があった場合は、工事開始日の延長や試験環境の準備等） 

・ ルータ、ＳＩＰサーバ等で実現される全ての「網機能」を原則届出対象にしたと

しても、円滑な接続に支障がない場合は、最短３０日程度で早期の工事着手

が可能となるような仕組みを入れることで、以下２点の両立が可能になるととも

に、他事業者に丁寧な対応を行うインセンティブや他事業者における円滑な

運用を確保できる。 

－ 円滑な接続に支障がある場合は、接続事業者からの意見提示や「網機能」

の新設・変更等に対応する期間の十分な確保 

－ 円滑な接続に支障がない場合は、早期の工事着手によるタイムリーな網

機能の提供 

・ 上記の実現のため、①意見がなかった場合の前倒し有無、及び②前倒した場

合の工事開始予定年月日・提供予定時期などの「前倒し条項」を届出事項とし、

最短、変更届出予定日の翌日には工事可能とすることが考えられる。 

・ 妨害目的の意見提出への対策としては、意見提出自体を阻止するのではなく、

総務省を含めて（意見の目的について）判断していくしかないのではないか。 
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【ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会】 

・ 公表方法について官報掲載からインターネット利用に変更すること、届出期限

について工事開始の「200日前」から「90日前」に変更することについては賛同。 

・ ＮＴＴ東西が届出した後に「他事業者からの要望・意見も十分考慮して円滑な

接続に支障が生ずるおそれがあると総務省が認めてその旨を理由と併せて通

知・公表した場合は、届出から「200日」までの範囲内で、工事開始日の後ろ倒

しをしなければならないものとする」ことについても、新しい接続機能の提供開

始日を後ろ倒しさせることにより市場競争を阻害することが無いように、総務省

が計画変更を指示する期限の明確化や、総務省におけるその判断基準を、慎

重に議論し、明確化しておくべき。 

【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ ルータ等を事前の届出対象に見直した場合、当社の新たな網機能の開発期

間が長期化することとなり、通信業界全体のイノベーションの遅れ、ひいては国

民の不利益にもつながることから、工事（開発）着手に影響を与えないような手

続きとしていただきたい。当社は円滑な接続を実現することを大前提として、こ

れまでもIPネットワークを構築してきており、工事着手に合わせて届出を行い、

並行して他事業者からの意見を受け付けるとしても、円滑な接続に支障が生じ

るおそれは極めて低いと考えるが、工事着手前に他事業者からの意見受付を

行うことが必要なのであれば、その期間は接続約款の変更に係る意見募集期

間（30日）と同様の期間で十分と考える。 

・ 届出後に他事業者から寄せられる意見を採り入れるかどうかについては、工事

（開発）着手時期の大幅な後ろ倒しや追加的な工事（開発）コストの発生により、

当社のみならず、エンドユーザや他事業者に大きな影響が及ぶこと等も勘案し

つつ、最終的には、費用負担の在り方も含め、当社にて慎重に判断する考え。 

・ ルータ、ＳＩＰサーバ等は、技術革新の進展等により装置の陳腐化が早いこと

から、実際の装置利用期間をできるだけ長く確保できるようにするためにも、届

出期間は極力短期間にすべき。 

・ 意見受付期間（30日間）に他事業者から意見・要望がない等、他事業者との

円滑な接続に支障がないと他事業者が判断していると考えられる場合は、これ

までと同様、工事（開発）着手時期の前倒しを可能としていただきたい。 

・ 意見受付期間（30日間）に他事業者から意見・要望が寄せられた場合におい

て、総務省が円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると判断したときは、工事

（開発）着手時期を最大200日まで後ろ倒しすることがありうるとされていることに

ついて、当初予定していた時期に新サービスが提供できなくなることで、サービ

ス提供事業者の競争力が損なわれることがないよう、総務省において、寄せら

れた意見・要望だけに依拠することなく、慎重に判断いただきたい。 
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・ 網機能提供計画に対して、他事業者から意見があり、当社が追加的な開発等

を行う場合は、当該事業者に適切なコスト負担をしていただいた上で、可能な

限り、その意見における要望内容に応えていく考え。その際、「追加的な開発

等を行ったものの、結果的に利用する事業者がいない」等のリスクを回避する

ためには、利用を前提とした意見提出を担保する措置（追加的な開発等の着

手に先立って意見提出事業者との間でソフトウェア開発契約を締結する等）が

必要。

・ 様々な事業者が自前ＩＰネットワークを用いてサービス提供している競争状況

下において新たな網機能の迅速な提供を妨害することを目的とした意見提出

がなされないようにするための仕組みも必要。（米国では、同種の制度におい

て、意見提出に際し、機能提供の遅延を目的とした意見提出でないこと等を宣

誓する仕組みが存在する模様。）

・ ＩＰネットワークを構成する装置は市販品であるため、装置に具備されていない

機能の利用要望については、実現は困難。

④その他

【ＫＤＤＩ】

・ 接続事業者が、公表された内容を速やかに認識できるよう、総務省への届出

事項に公表ＵＲＬ等を追加する等の措置に加え、メール等により、接続事業者

に周知することもあわせて行うことが必要。また、接続事業者への説明会につ

いても必要。

【ＮＴＴ東日本・西日本】 

・ ＩＰｏＥ接続の16者制限については、今後の制限緩和が求められている状況に

あることに鑑み、その制限を緩和する際には事前に自主的に情報開示する考

え。

・ 届出時には、計画段階で判明している制約内容を届け出ることとし、工事の中

での検証後等、事後的にしか分からない制約内容については、判明した時点

で公表していく考え。

・ セキュリティや災害対応等の緊急を要する場合には、事後の情報開示のみと

する等の制度設計となるよう、止むを得ない場合の例外措置について配慮い

ただきたい。

・ 本制度の見直しの検討に際しては、諸外国の事例等も踏まえて、慎重に検討

いただきたい。
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「接続料の算定に関する研究会」開催状況 

 

日程 開催内容 

第１回 

平成 29 年 

３月 27 日（月） 

○検討の背景及び接続料算定等の現状について 

○次世代ネットワーク（NGN）等の接続ルールに関する意見募集及び再意見募集の結果の

概要並びに関係事業者・団体ヒアリングの進め方について 

○関係事業者・団体ヒアリング① 

(１)コロケーションルール及びその代替措置について 

(２)接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）について 

○今後の進め方について 

第２回 

４月 12 日（水） 

○関係事業者・団体ヒアリング② 

(１)接続料の算定方法（NGN）について（NGNのオープン化／帯域換算係数／網終端装置

の増設基準／GWルータの接続用ポートの小容量化／POIの増設 等） 

(２)NGNの県間伝送路のルールについて 

第３回 

４月 26 日（水） 

○関係事業者・団体ヒアリング③ 

(１)第２回研究会を踏まえた追加意見等について 

(２)NGNの優先パケットの扱いについて 

第４回 

５月 19 日（金） 

○関係事業者・団体ヒアリング④ 

(１)第３回研究会を踏まえた追加意見等について 

(２)接続料の算定方法について（加入光ファイバの耐用年数／報酬額の算定方法 等） 

○論点整理① 

(１)コロケーションルール及びその代替措置について 

(２)接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）について 

(３)NGNの優先パケットの扱いについて 

第５回 

６月６日（火） 

○論点整理② 

(１)NGNの接続料の算定方法について（費用配賦、NGNとの新しい形態の接続、ゲートウェ

イルータの接続用ポートの小容量化、網終端装置の増設基準、POIの増設） 

(２)NGNの県間伝送路のルールについて 

(３)加入光ファイバの接続料の算定方法について（加入光ファイバの耐用年数、分岐端末

回線の課題） 

(４)その他接続料の算定方法について（報酬額の算定方法、接続料の設定の考え方） 

(５)コロケーションルール及びその代替措置について＜論点整理①からの追加分＞ 

第６回 

６月 29 日（木） 

○「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書（案）について 

○今後の検討スケジュール（案）について 
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第７回 

９月４日（月） 
○「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書とりまとめ 

第８回 

10 月 27 日（金） 

○電気通信事業法施行規則等の改正案等について（報告） 

○第一次報告書等を踏まえたフォローアップ 

(１)コロケーション条件の改善について 

(２)NGNのISP接続（PPPoEとIPoE）について 

第９回 

11 月 29 日（水） 

○関係ガイドライン等の整備 

(１)「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」案について 

(２)「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針」案について 

○第８回会合を踏まえた今後の方向性等 

(１)NGNのISP接続（PPPoEとIPoE）当面の方向性（案）について 

(２)網改造料等の透明化について 

(３)コロケーション「６ヶ月前ルール」の見直しについて 

○第一次報告書等を踏まえたフォローアップ 

・NGNのネットワーク管理方針について 

第 10 回 

12 月 22 日（金） 

○NGNのコストドライバについて 

○光ファイバの取扱い（耐用年数等）について 

○IPoE接続について 

○県間通信用設備について 

第 11 回 

平成 30 年 

１月 23 日（火） 

○IPoE接続について 

○県間通信用設備について 

○光ファイバケーブルに関する取扱いについて 

(１)事業用資産に関する取扱いについて（未利用芯線等） 

(２)経済的耐用年数について 

第 12 回 

４月 24 日（火） 

○開催要綱の改定について 

○前回会合以降の関係する取組について（総務省からの要請、平成30年度接続料申請等の

内容） 

○前回会合のフォローアップについて（県間通信用設備、光ファイバ耐用年数等） 

○「網機能提供計画」制度の見直しに係る論点について 

第 13 回 

６月 29 日（金） 

○「網機能提供計画」制度の見直しについて 

○電気通信事業法改正について 

○接続料と利用者料金の関係の検証について 

○第二次報告書（案）について 

第 14 回 

９月 26 日（水） 

○「接続料の算定に関する研究会」第二次報告書とりまとめ 

○ＰＰＰｏＥ接続及びＩＰｏＥ接続に関連する取組の状況について 

○加入光ファイバ接続料に関連する取組の状況について 
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「接続料の算定に関する研究会」開催要綱 

 
１．目 的 

 電気通信ネットワークのＩＰ化が進展する中、我が国の基幹的な通信網においても、Ｉ

Ｐ網が基軸となってきている。その中で、ＩＰ網同士の接続条件等、電気通信事業におけ

る競争基盤となる接続を巡る諸論点について議論、検証が必要となってきている。これを

踏まえ、多様なサービスが公正な競争環境の中で円滑に提供されるよう、接続料の算定方

法等について検討を行う、「接続料の算定に関する研究会」を開催する。 
 
２．名 称 

 本研究会は、「接続料の算定に関する研究会」と称する。 
 
３．検討項目 

 本研究会は、次の事項について検討する。 
（１）接続料の算定方法 
（２）ＮＧＮの優先パケットの扱い 
（３）ＮＧＮの県間伝送路のルール 
（４）コロケーションルール及びその代替措置 
（５）接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト） 
（６）その他 

 
４．構成及び運営 

（１）本研究会は、総合通信基盤局長の研究会として開催する。 
（２）本研究会の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 
（３）本研究会には座長及び座長代理を置く。 
（４）座長は、構成員の互選により定め、座長代理は、座長が指名する。 
（５）座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本研究会を招集し、

主宰する。 
（６）本研究会は、必要があると認めるときは、構成員以外の者から意見を聴取すること

ができる。 
（７）その他、本研究会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 
 

５．議事の公開 

（１）本研究会の議事及び使用した資料については、次の場合を除き、公開する。 
① 公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害する

恐れがあると座長が認める場合 
② その他、非公開とすることが必要と座長が認める場合 

（２）本研究会終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。 
 

６．開催日程 

 本研究会は、平成 29 年３月から開催し、同年夏頃までに取りまとめを行う。 
 
７．庶 務 

 本研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課が行う。 

（平成 30 年６月最終改定） 
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（別紙） 
 
 

「接続料の算定に関する研究会」構成員及びオブザーバー 
 
 
 

（五十音順、敬称略） 
 
【構成員】 

相田 仁  （東京大学大学院工学系研究科教授） 
 

池田 千鶴 （神戸大学大学院法学研究科教授） 
 

酒井 善則 （東京工業大学名誉教授・津田塾大学総合政策学部客員教授） 
 

佐藤 治正 （甲南大学マネジメント創造学部教授） 
 

関口 博正 （神奈川大学経営学部教授）  
 

辻  正次 （大阪大学名誉教授・神戸国際大学経済学部教授） 
 
 
 
【オブザーバー】 

東日本電信電話株式会社 
 

西日本電信電話株式会社 
 
ＫＤＤＩ株式会社 
 
ソフトバンク株式会社 
 
一般社団法人テレコムサービス協会 
 
一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 
 
ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会 
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規
則
（
平
成
1
2
年
郵
政
省
令
第
6
4
号
）
第
４
条
の
表
に
掲

げ
る
各
機
能
に
よ
り
接
続
す
る
に
当
た
っ
て
支
払
う
必
要
が
想
定
さ
れ
る
接
続
料
（
１
の
金
額
を

除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
網
改
造
料
等
、
あ
ら
か
じ
め
具
体
額
を
見
通
す
こ
と
が
難
し
い
算
定
方
法
に

よ
り
設
定
さ
れ
て
い
る
項
目
に
つ
い
て
、
そ
の
見
込
み
額
に
関
す
る
情
報
の
提
供
の
た
め
、
実
績

値
の
例
を
示
す
等
、
一
層
の
透
明
化
を
図
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
検
討
の
結
果
講
じ

る
こ
と
と
し
た
措
置
を
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
内
容
を
公
表
さ
れ

た
い
。
 

 

４
 
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
の
接
続
用
ポ
ー
ト
の
小
容
量
化
 

 

接
続
事
業
者
か
ら
の
要
望
を
聴
取
し
た
上
で
、
接
続
約
款
に
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
の
接
続
用

ポ
ー
ト
に
係
る
小
容
量
化
し
た
料
金
メ
ニ
ュ
ー
（
例
え
ば
、「

１
G
b
p
s
」
や
「
1
0
0
M
b
p
s
」
と
い
っ

た
メ
ニ
ュ
ー
）
を
設
け
る
こ
と
と
し
、
そ
の
具
体
的
方
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
検
討
内
容
に

つ
い
て
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
及
び
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ５
 
接
続
事
業
者
の
優
先
パ
ケ
ッ
ト
利
用
に
関
す
る
情
報
管
理
の
厳
正
性
の
確
保
 

 

東
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
及

び
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

の
管

理
部

門
が

適
切

な
ネ

ッ

ト
ワ

ー
ク

管
理

を
行

う
た

め
に

取
得

し
た

接
続

事
業

者
の

優
先

パ
ケ

ッ
ト

の
利

用
に

関
す

る
情

報
を
、
接
続
の
業
務
の
用
に
供
す
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
利
用
し
、
又
は
提
供
す
る
こ
と

は
、

電
気

通
信

事
業

法
（

昭
和

5
9
年

法
律

第
8
6
号

）
に

お
い

て
禁

止
（

第
3
0
条

第
３

項
第

１
号

）

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
貴
社
の
管
理
部
門
と
利
用
部
門
と
の
間
で
情
報
遮
断
が
必
要
で
あ
る
こ
と

に
留
意
し
、
本
件
情
報
管
理
の
た
め
に
講
じ
る
措
置
を
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
さ
れ
た
い
。
 

 ６
 
利
用
者
解
約
後
の
分
岐
端
末
回
線
に
係
る
費
用
負
担
 

 

貴
社
の
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
分
岐
端
末
回
線
に
接
続
事
業
者
が
接
続
す
る
場
合
に
つ
い
て
、
利

用
者
の
サ
ー
ビ
ス
解
約
に
係
る
対
利
用
者
対
応
の
実
務
の
現
状
等
に
つ
い
て
調
査
し
、
当
該
解
約

後
の
分
岐
端
末
回
線
に
係
る
費
用
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
接
続
事
業
者
の
要
望
を
聴
取
し
た

上
で
検
討
し
、
措
置
を
講
じ
た
上
で
、
そ
の
講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報

告
し
、
そ
の
内
容
を
公
表
さ
れ
た
い
。
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７
 
償
却
費
の
低
減
分
を
全
て
分
岐
端
末
回
線
の
接
続
料
に
平
均
的
に
反
映
 

 

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
の

分
岐

端
末

回
線

の
耐

用
年

数
経

過
後

の
費

用
の

接
続

料
算

定
に

お
け

る

扱
い

に
つ

い
て

は
、

そ
の

償
却

済
み

比
率

を
全

体
の

算
定

に
反

映
さ

せ
る

考
え

方
を

基
本

と
し

、

そ
の
具
体
的
な
算
定
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
て
、
次
期
の
接
続
料

再
計
算
に
合
わ
せ
て
接
続
料
改
定
の
認
可
申
請
を
さ
れ
た
い
。
 

 ８
 
報
酬
額
の
算
定
方
法
の
見
直
し
（
資
本
構
成
比
の
算
定
に
当
た
っ
て
、
繰
延
税
金
資
産
は
自
己

資
本
か
ら
圧
縮
）
 

 
 

接
続
料
の
報
酬
額
の
算
定
に
お
い
て
、
貴
社
で
は
、
自
己
資
本
比
率
と
他
人
資
本
比
率
の
算
出

に
つ
い
て
、
レ
ー
ト
ベ
ー
ス
に
含
ま
れ
な
い
流
動
資
産
等
に
相
当
す
る
分
を
自
己
資
本
又
は
他
人

資
本

に
相

当
す

る
値

に
お

い
て

圧
縮

す
る

取
扱

い
を

し
て

い
る

が
、
そ

の
中

で
、
現

在
、
レ

ー
ト

ベ
ー

ス
の

構
成

資
産

が
他

人
資

本
又

は
自

己
資

本
の

い
ず

れ
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
た

の
か

を
正

確
に
把
握
す
る
こ
と
は
期
待
し
が
た
い
た
め
、
一
律
に
「
有
利
子
負
債
以
外
の
負
債
」
か
ら
全
て

圧
縮
す
る
算
定
方
法
が
採
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
で
は
、「

繰
延
税
金
資
産
」
に
つ
い
て
も
「
有
利

子
負
債
以
外
の
負
債
」
か
ら
圧
縮
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。
上
記
取
扱
い
を
行
う
場
合
で
も
、

「
繰
延
税
金
資
産
」
に
つ
い
て
は
、
税
効
果
会
計
の
適
用
に
よ
り
「
繰
延
税
金
資
産
」
を
計
上
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
自
己
資
本
比
率
が
上
昇
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
、「

繰
延
税
金
資
産
」
は
自
己

資
本
か
ら
圧
縮
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
り
、
現
行
採
ら
れ
て
い
る
方
法
を
見
直
す
必
要
が
あ
る
た

め
、
必
要
な
見
直
し
を
行
い
、
次
期
の
接
続
料
再
計
算
に
合
わ
せ
て
接
続
料
改
定
の
認
可
申
請
を

さ
れ
た
い
。
 

 ９
 
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
対
す
る
情
報
提
供
 

 

接
続
事
業
者
に
対
す
る
情
報
提
供
に
つ
い
て
は
、
貴
社
に
お
い
て
自
主
的
な
改
善
が
行
わ
れ
た

と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
貴
社
と
接
続
事
業
者
の
間
の
交
渉
力
及
び
情
報
量
の
格
差
に
鑑
み
、
接
続
事

業
者
に
対
す
る
周
知
内
容
は
、
そ
う
し
た
情
報
提
供
を
望
む
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
も
同
時
期

に
情
報
提
供
す
る
な
ど
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
お
い
て
十
分
な
情
報
に
基

づ
き
議
論
及
び
対
応
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。
 

 

以
上
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総
基

料
第

１
６

２
号

 

平
成

2
9
年

９
月

８
日

 

  
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
村
尾
 
和
俊
 
殿
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渡
辺
 
克
也
 

   

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
 

  

標
記
に
つ
い
て
、
情
報
通
信
行
政
・
郵

政
行
政
審
議
会
答
申
（
平
成
2
8
年
1
1
月
1
8
日
）
、
情
報
通
信

審
議

会
答

申
「
『

固
定

電
話

網
の

円
滑

な
移

行
の

在
り

方
』

一
次

答
申

～
移

行
後

の
I
P
網

の
あ

る
べ

き
姿
～
」（

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
）
及
び
情
報
通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
答
申
（
平
成
2
9
年
４
月

1
4
日
）
で
の
要
請
等
を
受
け
、
円
滑
な
接
続
の
確
保
に
つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
多
様
な
サ
ー
ビ

ス
が
公
正
な
競
争
環
境
の
中
で
円
滑
に
提
供
さ
れ
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
更
に
改
善
等
が
必
要
と
考

え
ら
れ
る
点
が
あ
る
た
め
、
貴
社
に
お
い
て
、
下
記
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

な
お
、
各
措
置
の
進
捗
状
況
（
検
討
又
は
実
施
の
状
況
）
に
つ
い
て
、
平
成
2
9
年
1
0
月
末
ま
で
に

報
告
さ
れ
た
い
。
 

  

記
 

 １
 
県
間
通
信
用
設
備
と
の
接
続
に
関
し
て
取
得
す
る
金
額
の
適
正
性
・
公
平
性
・
透
明
性
の
確
保
 

 

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
際
し
、
接
続
点
と
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の

間
で
通
信
が
経
由
す
る
電
気
通
信
設
備
（
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
除
く
。
）
と
の
接
続
に
関

し
接
続
事
業
者
か
ら
取
得
す
る
金
額
に
つ
い
て
、
そ
の
適
正
性
・
公
平
性
・
透
明
性
を
確
保
す
る

た
め
の
方
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
措
置
を
講
じ
た
上
で
、
そ
の
講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
平
成
2
9
年

1
2
月
末
ま
で
に
報
告
し
、
そ
の
内
容
を
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ２
 
接
続
点
の
増
設
の
要
望
へ
の
対
応
 

 

I
P
o
E
接
続
の
た
め
の
接
続
点
の
追
加
設
置
を
求
め
る
接
続
事
業
者
か
ら
の
要
望
に
つ
い
て
、
効

率
的
な
通
信
の
疎
通
の
た
め
に
円
滑
な
接
続
を
確
保
す
る
こ
と
を
旨
と
し
て
、
柔
軟
に
対
応
す
る

こ
と
と
し
、
寄
せ
ら
れ
た
要
望
の
内
容
及
び
当
該
要
望
へ
の
具
体
的
な
対
応
に
つ
い
て
平
成
2
9
年

1
2
月
末
及
び
平
成
3
0
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
さ
れ
た
い
。
 

 ３
 
い
わ
ゆ
る
網
改
造
料
等
の
一
層
の
透
明
化
 

 

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則
（
平
成
1
2
年
郵
政
省
令
第
6
4
号
）
第
４
条
の
表
に
掲

げ
る
各
機
能
に
よ
り
接
続
す
る
に
当
た
っ
て
支
払
う
必
要
が
想
定
さ
れ
る
接
続
料
（
１
の
金
額
を

除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
網
改
造
料
等
、
あ
ら
か
じ
め
具
体
額
を
見
通
す
こ
と
が
難
し
い
算
定
方
法
に

よ
り
設
定
さ
れ
て
い
る
項
目
に
つ
い
て
、
そ
の
見
込
み
額
に
関
す
る
情
報
の
提
供
の
た
め
、
実
績

値
の
例
を
示
す
等
、
一
層
の
透
明
化
を
図
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
検
討
の
結
果
講
じ

る
こ
と
と
し
た
措
置
を
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
内
容
を
公
表
さ
れ

た
い
。
 

 

４
 
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
の
接
続
用
ポ
ー
ト
の
小
容
量
化
 

 

接
続
事
業
者
か
ら
の
要
望
を
聴
取
し
た
上
で
、
接
続
約
款
に
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
の
接
続
用

ポ
ー
ト
に
係
る
小
容
量
化
し
た
料
金
メ
ニ
ュ
ー
（
例
え
ば
、「

１
G
b
p
s
」
や
「
1
0
0
M
b
p
s
」
と
い
っ

た
メ
ニ
ュ
ー
）
を
設
け
る
こ
と
と
し
、
そ
の
具
体
的
方
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
検
討
内
容
に

つ
い
て
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
及
び
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ５
 
接
続
事
業
者
の
優
先
パ
ケ
ッ
ト
利
用
に
関
す
る
情
報
管
理
の
厳
正
性
の
確
保
 

 

東
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
及

び
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

の
管

理
部

門
が

適
切

な
ネ

ッ

ト
ワ

ー
ク

管
理

を
行

う
た

め
に

取
得

し
た

接
続

事
業

者
の

優
先

パ
ケ

ッ
ト

の
利

用
に

関
す

る
情

報
を
、
接
続
の
業
務
の
用
に
供
す
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
利
用
し
、
又
は
提
供
す
る
こ
と

は
、

電
気

通
信

事
業

法
（

昭
和

5
9
年

法
律

第
8
6
号

）
に

お
い

て
禁

止
（

第
3
0
条

第
３

項
第

１
号

）

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
貴
社
の
管
理
部
門
と
利
用
部
門
と
の
間
で
情
報
遮
断
が
必
要
で
あ
る
こ
と

に
留
意
し
、
本
件
情
報
管
理
の
た
め
に
講
じ
る
措
置
を
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報
告
さ
れ
た
い
。
 

 ６
 
利
用
者
解
約
後
の
分
岐
端
末
回
線
に
係
る
費
用
負
担
 

 

貴
社
の
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
分
岐
端
末
回
線
に
接
続
事
業
者
が
接
続
す
る
場
合
に
つ
い
て
、
利

用
者
の
サ
ー
ビ
ス
解
約
に
係
る
対
利
用
者
対
応
の
実
務
の
現
状
等
に
つ
い
て
調
査
し
、
当
該
解
約

後
の
分
岐
端
末
回
線
に
係
る
費
用
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
接
続
事
業
者
の
要
望
を
聴
取
し
た

上
で
検
討
し
、
措
置
を
講
じ
た
上
で
、
そ
の
講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
平
成
2
9
年
1
2
月
末
ま
で
に
報

告
し
、
そ
の
内
容
を
公
表
さ
れ
た
い
。
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７
 
償
却
費
の
低
減
分
を
全
て
分
岐
端
末
回
線
の
接
続
料
に
平
均
的
に
反
映
 

 

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
の

分
岐

端
末

回
線

の
耐

用
年

数
経

過
後

の
費

用
の

接
続

料
算

定
に

お
け

る

扱
い

に
つ

い
て

は
、

そ
の

償
却

済
み

比
率

を
全

体
の

算
定

に
反

映
さ

せ
る

考
え

方
を

基
本

と
し

、

そ
の
具
体
的
な
算
定
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
て
、
次
期
の
接
続
料

再
計
算
に
合
わ
せ
て
接
続
料
改
定
の
認
可
申
請
を
さ
れ
た
い
。
 

 ８
 
報
酬
額
の
算
定
方
法
の
見
直
し
（
資
本
構
成
比
の
算
定
に
当
た
っ
て
、
繰
延
税
金
資
産
は
自
己

資
本
か
ら
圧
縮
）
 

 
 

接
続
料
の
報
酬
額
の
算
定
に
お
い
て
、
貴
社
で
は
、
自
己
資
本
比
率
と
他
人
資
本
比
率
の
算
出

に
つ
い
て
、
レ
ー
ト
ベ
ー
ス
に
含
ま
れ
な
い
流
動
資
産
等
に
相
当
す
る
分
を
自
己
資
本
又
は
他
人

資
本

に
相

当
す

る
値

に
お

い
て

圧
縮

す
る

取
扱

い
を

し
て

い
る

が
、
そ

の
中

で
、
現

在
、
レ

ー
ト

ベ
ー

ス
の

構
成

資
産

が
他

人
資

本
又

は
自

己
資

本
の

い
ず

れ
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
た

の
か

を
正

確
に
把
握
す
る
こ
と
は
期
待
し
が
た
い
た
め
、
一
律
に
「
有
利
子
負
債
以
外
の
負
債
」
か
ら
全
て

圧
縮
す
る
算
定
方
法
が
採
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
で
は
、「

繰
延
税
金
資
産
」
に
つ
い
て
も
「
有
利

子
負
債
以
外
の
負
債
」
か
ら
圧
縮
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。
上
記
取
扱
い
を
行
う
場
合
で
も
、

「
繰
延
税
金
資
産
」
に
つ
い
て
は
、
税
効
果
会
計
の
適
用
に
よ
り
「
繰
延
税
金
資
産
」
を
計
上
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
自
己
資
本
比
率
が
上
昇
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
、「

繰
延
税
金
資
産
」
は
自
己

資
本
か
ら
圧
縮
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
り
、
現
行
採
ら
れ
て
い
る
方
法
を
見
直
す
必
要
が
あ
る
た

め
、
必
要
な
見
直
し
を
行
い
、
次
期
の
接
続
料
再
計
算
に
合
わ
せ
て
接
続
料
改
定
の
認
可
申
請
を

さ
れ
た
い
。
 

 ９
 
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
対
す
る
情
報
提
供
 

 

接
続
事
業
者
に
対
す
る
情
報
提
供
に
つ
い
て
は
、
貴
社
に
お
い
て
自
主
的
な
改
善
が
行
わ
れ
た

と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
貴
社
と
接
続
事
業
者
の
間
の
交
渉
力
及
び
情
報
量
の
格
差
に
鑑
み
、
接
続
事

業
者
に
対
す
る
周
知
内
容
は
、
そ
う
し
た
情
報
提
供
を
望
む
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
も
同
時
期

に
情
報
提
供
す
る
な
ど
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
接
続
事
業
者
関
係
団
体
に
お
い
て
十
分
な
情
報
に
基

づ
き
議
論
及
び
対
応
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。
 

 

以
上
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総
基

料
第

3
3

号
 

平
成

3
0
年

２
月

2
6
日

 

  
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
山
村
 
雅
之
 
殿
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渡
辺
 
克
也
 

   

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
関
連
事
項
）
 

（
平
成
2
9
年
９
月
８
日
総
基
料
第
1
6
2
号
関
連
）
 

 １
 

標
記

に
つ

い
て

、
改

正
省

令
等

※
の

案
の

諮
問

に
対

す
る

情
報

通
信

行
政

・
郵

政
行

政
審

議
会

答
申
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
2
日
情
郵
審
第
3
2
号
）
に
お
け
る
指
摘
を
踏
ま
え
、
円
滑
な
接
続
の
確
保

に
つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
公
正
な
競
争
環
境
の
中
で
の
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
円
滑
な
提
供
に

向
け

て
、

改
正

省
令

等
の

制
定

に
際

し
、

更
に

改
善

等
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

点
が

あ
る

た
め

、

貴
社
に
お
い
て
、
次
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

※
 

電
気

通
信

事
業

法
施

行
規

則
等

の
一

部
を

改
正

す
る

省
令

（
平

成
3
0
年

総
務

省
令

第
６

号
）
、

平
成

3
0
年

総
務

省
告

示
第

6
8
号

（
電

気
通

信
事

業
法

第
3
3
条

第
１

項
及

び
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

第
2
3
条

の
２

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き

電
気

通
信

設
備

を
指

定

す
る

件
の

一
部

を
改

正
す

る
件

）
及

び
平

成
3
0
年

総
務

省
告

示
第

6
9
号

（
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

第
2
3
条

の
４

第
３

項
の

規
定

に
基

づ
く

情
報

の
開

示
に

関
す

る
件

の
一

部
を

改
正

す
る

件
）
を

い
う

。
 

 （
１
）
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
増
加
に
対
応
す
る
た
め
の
網
終
端
装
置
の
円
滑
な
増
設
の
確
保
 

 
 
（
増
設
基
準
の
基
本
的
事
項
の
接
続
約
款
へ
の
記
載
及
び
そ
の
適
切
な
実
施
）
 

 ①
 

改
正

省
令

等
に

よ
る

改
正

後
の

省
令

等
の

規
定

に
適

合
さ

せ
る

た
め

の
接

続
約

款
（
電

気
通

信

事
業

法
第

3
3
条

第
２

項
の

認
可

を
受

け
た

接
続

約
款

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）
の
変
更
（
以
下
「

改
正

対
応

約
款

変
更

」

と
い

う
。
）

に
お

い
て

、
改

正
後

の
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

（
昭

和
6
0
年

郵
政

省
令

第
2
5

号
）
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
１
号
の
３
の
規
定
に
基
づ
き
、
既
存
網
終
端
装
置
増
設
メ
ニ
ュ
ー

（
網

終
端

装
置

増
設

の
た

め
の

接
続

メ
ニ

ュ
ー

の
う

ち
、

平
成

2
9
年

1
2
月

2
2
日

諮
問

第
3
0
9
9
号

に
よ

り
情

報
通

信
行

政
・
郵

政
行

政
審

議
会

に
諮

問
さ

れ
た

接
続

約
款

の
変

更
案

で
新

設
さ

れ
よ

う
と

し
て

い
る

メ
ニ

ュ
ー

以
外

の
も

の
（
貴

社
が

大
部

分
の

費
用

を
負

担
す

る
も

の
）
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

増
設

に
係

る
基

準
又

は
条

件
の

基
本

的
事

項
を

、
円

滑
な

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
接

続
を

可
能

と
す

る
見

地
か

ら
定

め
る

こ
と

。
（
既

存
網

終
端

装
置

増
設

メ
ニ

ュ
ー

に
よ

る
他

事
業

者

か
ら

の
網

終
端

装
置

の
増

設
の

要
望

に
応

じ
な

い
こ

と
が

あ
る

場
合

。
②

に
お

い
て

も
同

じ
。

） 

 

②
 
①
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
内
容
が
そ
の
認
可
の
後
速
や
か
に
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
の
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮
し
、
接
続
事
業
者
・
関
係
団

体
の
意
見
・
要
望
を
十
分
参
考
に
し
な
が
ら
、
既
存
網
終
端
装
置
増
設
メ
ニ
ュ
ー
に
よ
る
ト
ラ

ヒ
ッ
ク
増
加
へ
の
対
応
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
、
適
切
な
対
処
を
行
う
こ
と
。
検
討
の
状
況

に
つ
い
て
は
、
平
成
3
0
年
４
月
末
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 
 

（
２
）
I
P
o
E
接
続
に
お
け
る
公
正
な
競
争
条
件
の
確
保
 

 

①
 
I
P
o
E
接
続
（
直
接
接
続
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
っ
て
い
る
接
続
事
業
者
（
以
下
「
V
N
E

事
業
者
」
と
い
う
。
）
の
数
が
一
定
数
に
達
す
る
場
合
を
一
律
に
接
続
請
求
の
拒
否
事
由
と
す
る

接
続
約
款
の
規
定
を
撤
廃
す
る
と
と
も
に
、
接
続
請
求
に
対
し
て
は
ま
ず
は
協
議
に
応
じ
る
こ

と
と
す
る
よ
う
、
改
正
対
応
約
款
変
更
に
お
い
て
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。
 

 

②
 
上
記
の
ほ
か
、
I
P
o
E
接
続
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
電
気
通
信
事
業
者
の
数
に
係
る
技
術
的
・

経
済

的
な

制
約

を
実

際
に

緩
和

し
I
P
o
E
接

続
が

円
滑

に
行

わ
れ

る
よ

う
に

す
る

た
め

の
方

法

に
つ
い
て
、
継
続
的
に
検
討
を
行
い
、
改
善
を
図
る
こ
と
。
 

 

③
 
I
P
o
E
接
続
の
た
め
の
関
門
系
ル
ー
タ
（
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
）
の
接
続
用
ポ
ー
ト
の
小
容

量
化
に
つ
い
て
、
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
と
協
議
を
行
い
つ
つ
、
金
額
・
条
件
等
の
具
体
化

に
向
け
た
検
討
を
進
め
、
そ
の
実
現
を
図
る
こ
と
。
 

 

④
 

I
P
o
E
接

続
の

た
め

の
接

続
点

の
追

加
設

置
を

求
め

る
接

続
事

業
者

か
ら

の
要

望
に

つ
い

て
、

効
率
的
な
通
信
の
疎
通
の
た
め
に
円
滑
な
接
続
を
確
保
す
る
こ
と
を
旨
と
し
て
、
柔
軟
に
対
応

す
る
こ
と
。
（
貴
社
宛
て
「
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
の
接
続
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」

（
平

成
2
9
年

９
月

８
日

総
基

料
第

1
6
2
号

）
の

記
２
は

、
廃

止
す
る
。
） 

 

⑤
 

上
記

②
か

ら
④

ま
で

の
検

討
又

は
対

応
の

状
況

並
び

に
V
N
E
事

業
者

及
び

V
N
E
事

業
者

に
な

ろ
う
と
す
る
者
の
数
を
、
平
成
3
0
年
６
月
末
ま
で
に
報
告
し
、
そ
の
後
は
当
面
の
間
、
毎
年
1
2

月
末
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 

⑥
 
改
正
対
応
約
款
変
更
に
よ
り
、
接
続
約
款
に
お
い
て
、
 

（
ア

）
 

不
当

な
取

引
条

件
の

設
定

の
禁

止
及

び
不

当
な

差
別

的
取

扱
い

の
禁

止
に

つ
い

て
VN
E

事
業

者
が

違
反

し
て

い
る

こ
と

を
総

務
大

臣
が

認
め

た
場

合
に

接
続

を
停

止
す

る
こ

と

が
あ
る
旨
の
規
定
を
撤
廃
し
、
こ
れ
に
代
え
て
、
 

（
イ

）
 

他
事

業
者

が
V
NE

事
業

者
に

卸
電

気
通

信
役

務
の

提
供

又
は

接
続

を
求

め
る

場
合

に
お

け
る

情
報

開
示

及
び

回
答

が
円

滑
に

行
わ

れ
る

た
め

の
手

続
を

V
NE

事
業

者
が

整
備

し
公

表
す
べ
き
旨
の
規
定
を
新
設
す
る
こ
と
。
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２
 
貴
社
宛
て
「
D
S
L（

デ
ジ
タ
ル
加
入
者
回
線
）
の
普
及
促
進
及
び
M
D
F（

主
配
線
盤
）
等
に
お
け

る
接
続
に
つ
い
て
」（

平
成
1
2
年
７
月
3
1
日
郵
電
技
第
3
0
1
1
号
）
及
び
「
平
成
2
6
年
度
以
降
の
加
入

光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
料
の
改
定
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
」（

平
成
2
6
年

３
月
3
1
日
総
基
料
第
6
0
号
）
は
、
廃
止
す
る
。
 

た
だ
し
、
貴
社
の
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
よ
り
D
S
L
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
行
わ
れ
る
間
は
、

そ
の

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

か
ら

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
申

込
み

が
あ

っ
て

か
ら

接
続

に
よ

り
D
S
L
サ

ー

ビ
ス

の
提

供
が

開
始

さ
れ

る
ま

で
の

標
準

的
な

工
事

期
間

を
７

営
業

日
以

内
と

す
る

取
組

み
は

、

引
き
続
き
実
施
さ
れ
た
い
。
 

 

３
 
貴
社
宛
て
「
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
制
度
の
在
り
方
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い

て
（
要
請
）
」（

平
成
2
7
年
９
月
1
8
日
総
基
料
第
1
7
6
号
）
の
記
２
（
１
）
及
び
（
４
）
③
に
関
し
て

は
、
今
後
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
た
い
。
 

 （
１
）
既
存
の
光
配
線
区
画
の
見
直
し
等
に
つ
い
て
 

貴
社

に
よ

る
既

存
の

光
配

線
区

画
の

見
直

し
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

総
務

省
に

お
い

て
注

視

す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
毎
年
度
９
月
末
及
び
３
月
末
の
状
況
に
つ
い
て
、
翌
年
度
６
月
末
ま
で

に
総
務
省
に
報
告
す
る
こ
と
。
な
お
、
接
続
事
業
者
向
け
光
配
線
区
画
の
新
設
及
び
「
エ
ン
ト
リ

ー
メ
ニ
ュ
ー
」
の
導
入
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
取
り
組
む
こ
と
。
 

 

（
２
）
光
配
線
区
画
が
事
後
的
に
分
割
・
縮
小
さ
れ
る
課
題
へ
の
対
処
に
関
す
る
報
告
に
つ
い
て
 

光
配
線
区
画
の
分
割
・
縮
小
が
接
続
事
業
者
の
収
容
率
や
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
利
用
効
率
に
大

き
な
影
響
を
与
え
得
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
そ
の
合
理
的
な
運
用
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、

光
配

線
区

画
の

分
割

・
縮

小
の

状
況

や
貴

社
に

よ
る

平
成

2
7
年

９
月

1
8
日

総
基

料
第

1
7
6
号

の
記

２
（
４
）
①
及
び
②
の
措
置
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
総
務
省
に
お
い
て
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
た

め
、
分
割
・
縮
小
を
行
っ
た
光
配
線
区
画
の
状
況
に
つ
い
て
、
毎
年
度
９
月
末
及
び
３
月
末
の
状

況
に
つ
い
て
翌
年
度
６
月
末
ま
で
に
総
務
省
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 

４
 
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
等
の
事
情
に
よ
り
本
要
請
に
沿
う
こ
と
が
難
し
い
状
況
に
到
っ
た
場

合
に
は
、
本
要
請
の
趣
旨
の
実
現
の
た
め
、
あ
ら
か
じ
め
、
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
電
気
通
信

事
業
部
料
金
サ
ー
ビ
ス
課
に
報
告
及
び
相
談
し
、
そ
の
結
果
に
応
じ
て
対
応
さ
れ
た
い
。
 

 

以
上
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総
基

料
第

3
3

号
 

平
成

3
0
年

２
月

2
6
日

 

  
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
村
尾
 
和
俊
 
殿
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渡
辺
 
克
也
 

   

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
関
連
事
項
）
 

（
平
成
2
9
年
９
月
８
日
総
基
料
第
1
6
2
号
関
連
）
 

 １
 

標
記

に
つ

い
て

、
改

正
省

令
等

※
の

案
の

諮
問

に
対

す
る

情
報

通
信

行
政

・
郵

政
行

政
審

議
会

答
申
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
2
日
情
郵
審
第
3
2
号
）
に
お
け
る
指
摘
を
踏
ま
え
、
円
滑
な
接
続
の
確
保

に
つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
公
正
な
競
争
環
境
の
中
で
の
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
円
滑
な
提
供
に

向
け

て
、

改
正

省
令

等
の

制
定

に
際

し
、

更
に

改
善

等
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

点
が

あ
る

た
め

、

貴
社
に
お
い
て
、
次
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

※
 

電
気

通
信

事
業

法
施

行
規

則
等

の
一

部
を

改
正

す
る

省
令

（
平

成
3
0
年

総
務

省
令

第
６

号
）
、

平
成

3
0
年

総
務

省
告

示
第

6
8
号

（
電

気
通

信
事

業
法

第
3
3
条

第
１

項
及

び
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

第
2
3
条

の
２

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き

電
気

通
信

設
備

を
指

定

す
る

件
の

一
部

を
改

正
す

る
件

）
及

び
平

成
3
0
年

総
務

省
告

示
第

6
9
号

（
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

第
2
3
条

の
４

第
３

項
の

規
定

に
基

づ
く

情
報

の
開

示
に

関
す

る
件

の
一

部
を

改
正

す
る

件
）
を

い
う

。
 

 （
１
）
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
増
加
に
対
応
す
る
た
め
の
網
終
端
装
置
の
円
滑
な
増
設
の
確
保
 

 
 
（
増
設
基
準
の
基
本
的
事
項
の
接
続
約
款
へ
の
記
載
及
び
そ
の
適
切
な
実
施
）
 

 ①
 

改
正

省
令

等
に

よ
る

改
正

後
の

省
令

等
の

規
定

に
適

合
さ

せ
る

た
め

の
接

続
約

款
（
電

気
通

信

事
業

法
第

3
3
条

第
２

項
の

認
可

を
受

け
た

接
続

約
款

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）
の
変
更
（
以
下
「

改
正

対
応

約
款

変
更

」

と
い

う
。
）

に
お

い
て

、
改

正
後

の
電

気
通

信
事

業
法

施
行

規
則

（
昭

和
6
0
年

郵
政

省
令

第
2
5

号
）
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
１
号
の
３
の
規
定
に
基
づ
き
、
既
存
網
終
端
装
置
増
設
メ
ニ
ュ
ー

（
網

終
端

装
置

増
設

の
た

め
の

接
続

メ
ニ

ュ
ー

の
う

ち
、

平
成

2
9
年

1
2
月

2
2
日

諮
問

第
3
0
9
9
号

に
よ

り
情

報
通

信
行

政
・
郵

政
行

政
審

議
会

に
諮

問
さ

れ
た

接
続

約
款

の
変

更
案

で
新

設
さ

れ
よ

う
と

し
て

い
る

メ
ニ

ュ
ー

以
外

の
も

の
（
貴

社
が

大
部

分
の

費
用

を
負

担
す

る
も

の
）
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

増
設

に
係

る
基

準
又

は
条

件
の

基
本

的
事

項
を

、
円

滑
な

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
接

続
を

可
能

と
す

る
見

地
か

ら
定

め
る

こ
と

。
（
既

存
網

終
端

装
置

増
設

メ
ニ

ュ
ー

に
よ

る
他

事
業

者

か
ら

の
網

終
端

装
置

の
増

設
の

要
望

に
応

じ
な

い
こ

と
が

あ
る

場
合

。
②

に
お

い
て

も
同

じ
。

） 

 

②
 
①
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
内
容
が
そ
の
認
可
の
後
速
や
か
に
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
の
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮
し
、
接
続
事
業
者
・
関
係
団

体
の
意
見
・
要
望
を
十
分
参
考
に
し
な
が
ら
、
既
存
網
終
端
装
置
増
設
メ
ニ
ュ
ー
に
よ
る
ト
ラ

ヒ
ッ
ク
増
加
へ
の
対
応
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
、
適
切
な
対
処
を
行
う
こ
と
。
検
討
の
状
況

に
つ
い
て
は
、
平
成
3
0
年
４
月
末
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 
 

（
２
）
I
P
o
E
接
続
に
お
け
る
公
正
な
競
争
条
件
の
確
保
 

 

①
 
I
P
o
E
接
続
（
直
接
接
続
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
っ
て
い
る
接
続
事
業
者
（
以
下
「
V
N
E

事
業
者
」
と
い
う
。
）
の
数
が
一
定
数
に
達
す
る
場
合
を
一
律
に
接
続
請
求
の
拒
否
事
由
と
す
る

接
続
約
款
の
規
定
を
撤
廃
す
る
と
と
も
に
、
接
続
請
求
に
対
し
て
は
ま
ず
は
協
議
に
応
じ
る
こ

と
と
す
る
よ
う
、
改
正
対
応
約
款
変
更
に
お
い
て
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。
 

 

②
 
上
記
の
ほ
か
、
I
P
o
E
接
続
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
電
気
通
信
事
業
者
の
数
に
係
る
技
術
的
・

経
済

的
な

制
約

を
実

際
に

緩
和

し
I
P
o
E
接

続
が

円
滑

に
行

わ
れ

る
よ

う
に

す
る

た
め

の
方

法

に
つ
い
て
、
継
続
的
に
検
討
を
行
い
、
改
善
を
図
る
こ
と
。
 

 

③
 
I
P
o
E
接
続
の
た
め
の
関
門
系
ル
ー
タ
（
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
）
の
接
続
用
ポ
ー
ト
の
小
容

量
化
に
つ
い
て
、
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
と
協
議
を
行
い
つ
つ
、
金
額
・
条
件
等
の
具
体
化

に
向
け
た
検
討
を
進
め
、
そ
の
実
現
を
図
る
こ
と
。
 

 

④
 

I
P
o
E
接

続
の

た
め

の
接

続
点

の
追

加
設

置
を

求
め

る
接

続
事

業
者

か
ら

の
要

望
に

つ
い

て
、

効
率
的
な
通
信
の
疎
通
の
た
め
に
円
滑
な
接
続
を
確
保
す
る
こ
と
を
旨
と
し
て
、
柔
軟
に
対
応

す
る
こ
と
。
（
貴
社
宛
て
「
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
の
接
続
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」

（
平

成
2
9
年

９
月

８
日

総
基

料
第

1
6
2
号

）
の

記
２
は

、
廃

止
す
る
。
） 

 

⑤
 

上
記

②
か

ら
④

ま
で

の
検

討
又

は
対

応
の

状
況

並
び

に
V
N
E
事

業
者

及
び

V
N
E
事

業
者

に
な

ろ
う
と
す
る
者
の
数
を
、
平
成
3
0
年
６
月
末
ま
で
に
報
告
し
、
そ
の
後
は
当
面
の
間
、
毎
年
1
2

月
末
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 

⑥
 
改
正
対
応
約
款
変
更
に
よ
り
、
接
続
約
款
に
お
い
て
、
 

（
ア

）
 

不
当

な
取

引
条

件
の

設
定

の
禁

止
及

び
不

当
な

差
別

的
取

扱
い

の
禁

止
に

つ
い

て
VN
E

事
業

者
が

違
反

し
て

い
る

こ
と

を
総

務
大

臣
が

認
め

た
場

合
に

接
続

を
停

止
す

る
こ

と

が
あ
る
旨
の
規
定
を
撤
廃
し
、
こ
れ
に
代
え
て
、
 

（
イ

）
 

他
事

業
者

が
V
NE

事
業

者
に

卸
電

気
通

信
役

務
の

提
供

又
は

接
続

を
求

め
る

場
合

に
お

け
る

情
報

開
示

及
び

回
答

が
円

滑
に

行
わ

れ
る

た
め

の
手

続
を

V
NE

事
業

者
が

整
備

し
公

表
す
べ
き
旨
の
規
定
を
新
設
す
る
こ
と
。
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２
 
貴
社
宛
て
「
D
S
L（

デ
ジ
タ
ル
加
入
者
回
線
）
の
普
及
促
進
及
び
M
D
F（

主
配
線
盤
）
等
に
お
け

る
接
続
に
つ
い
て
」（

平
成
1
2
年
７
月
3
1
日
郵
電
技
第
3
0
1
1
号
）
及
び
「
平
成
2
6
年
度
以
降
の
加
入

光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
料
の
改
定
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
」（

平
成
2
6
年

３
月
3
1
日
総
基
料
第
6
0
号
）
は
、
廃
止
す
る
。
 

た
だ
し
、
貴
社
の
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
よ
り
D
S
L
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
行
わ
れ
る
間
は
、

そ
の

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

か
ら

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
申

込
み

が
あ

っ
て

か
ら

接
続

に
よ

り
D
S
L
サ

ー

ビ
ス

の
提

供
が

開
始

さ
れ

る
ま

で
の

標
準

的
な

工
事

期
間

を
７

営
業

日
以

内
と

す
る

取
組

み
は

、

引
き
続
き
実
施
さ
れ
た
い
。
 

 

３
 
貴
社
宛
て
「
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
制
度
の
在
り
方
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い

て
（
要
請
）
」（

平
成
2
7
年
９
月
1
8
日
総
基
料
第
1
7
6
号
）
の
記
２
（
１
）
及
び
（
４
）
③
に
関
し
て

は
、
今
後
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
た
い
。
 

 （
１
）
既
存
の
光
配
線
区
画
の
見
直
し
等
に
つ
い
て
 

貴
社

に
よ

る
既

存
の

光
配

線
区

画
の

見
直

し
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

総
務

省
に

お
い

て
注

視

す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
毎
年
度
９
月
末
及
び
３
月
末
の
状
況
に
つ
い
て
、
翌
年
度
６
月
末
ま
で

に
総
務
省
に
報
告
す
る
こ
と
。
な
お
、
接
続
事
業
者
向
け
光
配
線
区
画
の
新
設
及
び
「
エ
ン
ト
リ

ー
メ
ニ
ュ
ー
」
の
導
入
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
取
り
組
む
こ
と
。
 

 

（
２
）
光
配
線
区
画
が
事
後
的
に
分
割
・
縮
小
さ
れ
る
課
題
へ
の
対
処
に
関
す
る
報
告
に
つ
い
て
 

光
配
線
区
画
の
分
割
・
縮
小
が
接
続
事
業
者
の
収
容
率
や
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
利
用
効
率
に
大

き
な
影
響
を
与
え
得
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
そ
の
合
理
的
な
運
用
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、

光
配

線
区

画
の

分
割

・
縮

小
の

状
況

や
貴

社
に

よ
る

平
成

2
7
年

９
月

1
8
日

総
基

料
第

1
7
6
号

の
記

２
（
４
）
①
及
び
②
の
措
置
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
総
務
省
に
お
い
て
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
た

め
、
分
割
・
縮
小
を
行
っ
た
光
配
線
区
画
の
状
況
に
つ
い
て
、
毎
年
度
９
月
末
及
び
３
月
末
の
状

況
に
つ
い
て
翌
年
度
６
月
末
ま
で
に
総
務
省
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 

４
 
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
等
の
事
情
に
よ
り
本
要
請
に
沿
う
こ
と
が
難
し
い
状
況
に
到
っ
た
場

合
に
は
、
本
要
請
の
趣
旨
の
実
現
の
た
め
、
あ
ら
か
じ
め
、
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
電
気
通
信

事
業
部
料
金
サ
ー
ビ
ス
課
に
報
告
及
び
相
談
し
、
そ
の
結
果
に
応
じ
て
対
応
さ
れ
た
い
。
 

 

以
上
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総
基

料
第

１
６

２
号

 

平
成

2
9
年

９
月

８
日

 

  
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
山
村
 
雅
之
 
殿
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渡
辺
 
克
也
 

   

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
条
件
等
の
改
善
に
つ
い
て
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
6
0
年
郵
政
省
令
第
2
5
号
）
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
、
 

平
成
1
3
年
1
2
月
2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
関
連
）
 

  

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
円
滑
な
接
続
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
通
信
用
建
物
等
へ
の
接
続

事
業
者
の
設
備
の
設
置
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
、
そ
の
条
件
等
に
関
し
、
従
前
よ
り
累
次
の
改
善
方

策
を
採
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
般
、
情
報
通
信
審
議
会
答
申
「
『
固
定
電
話
網
の
円
滑
な
移

行
の
在
り
方
』
一
次
答
申
～
移
行
後
の
I
P
網
の
あ
る
べ
き
姿
～
」（

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
）
及
び
情
報

通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
答
申
（
平
成
2
9
年
４
月
1
4
日
）
で
の
要
請
等
を
受
け
、
コ
ロ
ケ
ー
シ

ョ
ン
条
件
や
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
代
替
措
置
に
つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
更
に
改
善
が
必
要
と
考
え

ら
れ
る
点
が
あ
る
た
め
、
貴
社
に
お
い
て
、
下
記
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

  

記
 

 １
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
貴
社
の
所
有
で
な
い
建
物
で
行
わ
れ
る
場
合
の
空
き
情
報
等
の
開
示
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
る
建
物
が
貴
社
の
所
有
物
で
な
い
場
合
や
、
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に

際
し

て
接

続
事

業
者

に
提

供
さ

れ
る

電
力

設
備

が
貴

社
の

所
有

物
で

な
い

建
物

に
設

置
さ

れ
て

い
る
場
合
に
お
い
て
も
、
当
該
建
物
や
電
力
設
備
に
関
す
る
空
き
情
報
等
の
開
示
を
可
能
な
限
り

行
い
、
最
新
の
情
報
に
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
す
る
よ
う
、
改
善
策
を
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年

1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ２
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
効
率
的
な
配
分
 

（
平
成
1
3
年
1
2
月

2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
記
１
関
連
）
 

現
行
の
接
続
約
款
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
続
規
定
で
は
、
有
限
な
リ
ソ
ー
ス
を
公
平
に

利
用
す
る
観
点
か
ら
、
各
リ
ソ
ー
ス
の
空
き
容
量
が
一
定
基
準
（
管
理
基
準
量
）
を
下
回
っ
た
場

合
に
、
一
度
の
申
込
み
か
ら
工
事
完
了
ま
で
の
間
に
割
当
可
能
な
リ
ソ
ー
ス
量
に
上
限
（
配
分
上

限
量
）
を
設
け
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
れ
に
関
し
、
よ
り
効
率
的
な
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の

配
分
を
行
う
観
点
か
ら
、
設
備
更
改
な
ど
一
時
的
に
二
重
設
置
が
必
要
な
場
合
に
設
備
更
改
後
の

リ
ソ

ー
ス

の
返

却
等

の
リ

ソ
ー

ス
浪

費
の

防
止

策
を

講
ず

る
こ

と
を

条
件

に
一

時
的

に
配

分
上

限
量
の
緩
和
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
、
関
係
事
業
者
の
意
見
を
集
約
し
た
上
で
対
処
に
つ
い
て

検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

上
記
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
配
分
上
限
量
の
柔
軟
な
設
定
や
恒
常
的
な
緩
和
の
適
否
に
つ
い

て
も
併
せ
て
検
討
さ
れ
た
い
。
 

 ３
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
確
保
で
き
な
い
場
所
の
解
消
に
関
す
る
予
見
可
能
性
の
向
上
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
確
保
で
き
な
い
場
所
に
つ
い
て
、
現
に
当
該
リ
ソ
ー
ス
を
利
用

し
て

い
る

事
業

者
か

ら
撤

去
の

申
込

み
が

あ
っ

た
時

点
で

そ
の

旨
の

情
報

を
他

の
事

業
者

に
開

示
す
る
な
ど
、
解
消
の
見
通
し
に
関
す
る
予
見
可
能
性
の
向
上
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
結
果

を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ４
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
代
替
措
置
等
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
技
術
的
な
理
由
等
に
よ
り
実
現
し
な
い
場
合
に
つ
い
て
、
増
床
や
民
間
の

建
物
の
利
用
の
可
能
性
を
検
討
す
る
こ
と
に
加
え
て
、
代
替
措
置
と
し
て
貴
社
に
お
い
て
接
続
事

業
者
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
利
用
さ
れ
る
機
器
の
設
置
・
管
理
等
を
行
う
た
め
の
具
体
的
な
手
続
の

内
容
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ５
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
の
撤
去
後
の
費
用
負
担
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
ニ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
終
了
に
向
け
て
、
設
置
設
備
の
撤
去
を
早
期
に
実
施
し
た
接
続
事
業
者
に

は
、
そ
の
分
、
負
担
を
軽
減
す
る
仕
組
み
を
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報

告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

上
記
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
関
係
す
る
コ
ス
ト
の
詳
細
を
明
ら
か
に
し
、
接
続
事
業
者
の
公

平
負
担
の
観
点
か
ら
、
コ
ス
ト
範
囲
の
妥
当
性
を
検
証
し
、
コ
ス
ト
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
検

討
さ
れ
た
い
。
 

ま
た
、
こ
れ
に
関
す
る
手
続
等
の
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、
上
記
の
検
討
を
踏
ま
え
て
見
直
し
た
も

の
を
、
透
明
性
確
保
の
観
点
か
ら
、
接
続
約
款
に
規
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
い
。
 

 ６
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
の
故
障
等
に
伴
う
交
換
の
手
続
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

接
続
事
業
者
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
が
故
障
し
た
等
に
よ
り
そ
の
交
換
を
行
う
場
合
で
、
新
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た
に
設
置
す
る
機
器
の
リ
ソ
ー
ス
（
ス
ペ
ー
ス
・
電
力
）
が
既
存
の
機
器
よ
り
も
小
さ
い
場
合
等

に
つ
い
て
、
関
連
す
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
続
を
不
要
又
は
簡
略
化
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
検

討
の
上
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ７
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
従
前
か
ら
の
措
置
の
継
続
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
は
、
従
前
求
め
て
き
た
次
の
措
置
に
つ
い
て
、
貴
社
に
お
い
て
引

き
続
き
対
応
さ
れ
た
い
（
別
紙
参
照
）
。
 

 Ⅰ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
1
年
８
月
3
1
日
郵
電
業
第
1
0
1
号
）
記
６
 

Ⅱ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
２
月
2
5
日
郵
電
業
第
1
6
8
号
）
記
１
 

Ⅲ
「

通
信

用
建

物
等

へ
の
接

続
事

業
者
の

設
備

設
置
（

コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

）
等
に

関
し

て
講
ず

べ
き

措
置
に

つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
９
月
1
9
日
郵
電
業
第
3
0
7
4
号
の
２
）（

記
１
（
1
）
及
び
記
４
（
1
）
を
除
く
。
）
 

Ⅳ
「

情
報

通
信

審
議

会
第
二

次
答

申
に
お

け
る

措
置
事

項
に

つ
い
て

」
（

平
成

13
年

７
月

23
日

総
基

料
第

25
2

号
）
記
１
 

Ⅴ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
及
び
光
フ
ァ
イ
バ
の
保
留
期
間
の
変
更
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平

成
1
3
年
1
2
月
2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
）
記
２
 

Ⅵ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
情
報
に
つ
い
て
講
ず
べ
き
措
置
」（

平
成
1
4
年
５
月
3
0
日
総
基
料
第
1
3
4
号
）
 

Ⅶ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
サ
ー
ビ
ス
及
び
光
サ
ー
ビ
ス
関
連
の
Ｏ
Ｓ
Ｓ
の
開
放
に
つ
い
て
」（

平
成
1
4
年
８
月
２
日
総
基
料

第
2
0
3
号
）
記
２
（
３
）
 

Ⅷ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線
管
理
運
営
費
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
」（

平
成
1
6
年
３
月
1
0
日
総
基
料
第
5
7

号
）
記
（
５
）（

６
）
（
７
）
 

Ⅸ
「

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ル
ー

ル
の

見
直
し

等
に

係
る
接

続
ル

ー
ル
の

整
備

に
対
す

る
情

報
通
信

審
議

会
答
申

に
関

し
講

ず
べ

き
措

置
に
つ

い
て

（
要
請

）
」
（

平
成

19
年

４
月

2
6
日
総

基
料

第
10

0
号

）
記

２
、
３

（
３

）
 

Ⅹ
「

電
気

通
信

事
業

法
施
行

規
則

等
の
一

部
改

正
を
受

け
た

コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
手

続
等

に
係
る

変
更

に
関
し

て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
」（

平
成
1
9
年
1
0
月

2
9
日
総
基
料
第
2
1
7
号
）
（
記
３
を
除
く
。
）
 

  

以
上
 

別
紙
 

 

Ⅰ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
1
年
８
月
3
1
日
郵
電
業
第
1
0
1
号
）
（
抜
粋
）
 

６
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
条
件
に
つ
い
て
 

（
1
）

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

要
望

す
る

装
置

が
、

接
続

約
款

に
記

載
さ

れ
る

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
条

件
の
対
象
と
な
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
接
続
事
業
者
に
お
い
て
技
術
的
・
経
済
的
等
に
よ
る
代
替
性

の
観

点
か
ら
そ
れ
が
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
か
否
か
を
基
本
と
し
て
、
合
理
的
な
範
囲
内
で
決
す
る
こ
と
。
 

（
2
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
し

て
い

る
複

数
の

接
続

事
業

者
の

設
備

同
士

の
接

続
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
を

拒
否

す
る

合
理
的
な
理
由
が
な
い
限
り
対
応
す
る
こ
と
。
な
お
、
仮
に
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
に
つ
い
て
業
務
遂

行
上

制
限
す
べ
き
事
項
が
あ
れ
ば
、
接
続
事
業
者
の
意
見
を
聴
取
し
た
上
で
必
要
最
小
限
の
範
囲
内
に
お
け

る
具

体
的
な
制
限
事
項
を
明
確
に
し
て
そ
の
内
容
を
公
表
す
る
こ
と
。
 

（
3
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

料
金

に
つ

い
て

は
、

例
え

ば
利

用
実

績
の

あ
る

ビ
ル

に
限

定
す

る
な

ど
の

工
夫

を
し

た
上
で
接
続
約
款
に
実
額
記
載
す
る
等
、
明
確
な
形
で
公
表
す
る
こ
と
。
 

  Ⅱ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
２
月
2
5
日
郵
電
業
第
1
6
8
号
）
（
抜
粋
）
 

１
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

手
続

に
お

い
て

、
接

続
事

業
者

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
必

要
と

す
る

設
備

が
、

不
当
に

対
象

外
と

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

、
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

対
象

設
備

に
該

当
す

る
か

否
か

の
挙

証
責

任

は
コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

請
求

時
も

含
め

て
接

続
事

業
者

側
に

は
な

く
、

貴
社

の
側

に
あ

る
こ

と
を

念
頭

に
置

い

て
、
別
添
の
電
気
通
信
審
議
会
答
申
の
趣
旨
を
徹
底
す
る
こ
と
。
 

  

Ⅲ
「
通
信
用
建
物
等
へ
の
接
続
事
業
者
の
設
備
設
置
（
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」

（
平
成
1
2
年
９
月
1
9
日
郵
電
業
第
3
0
7
4
号
の
２
）
（
抜
粋
）
 

１
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
適
正
な
手
続
の
設
定
等
 

（
2
）
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
請
求
へ
の
回
答
 

ア
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
可

否
に

つ
い
て
の

検
討

な
ど
の
相

互
接

続
点
の
調

査
が

、
接
続
の

事
前

の
調
査

と

並
行
し
て
行
う
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
接
続
約
款
の
規
定
に
お
い
て
明
示
す
る
こ
と
 

イ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
そ
の

他
接

続
に
関
す

る
接

続
事
業
者

の
全

て
の
請
求

に
つ

い
て
、
可

能
な

限
り
簡

素

な
様
式
と

、
そ
れ

に
対
す

る
回
答

の
様
式

と
を
接

続
約
款

に
お
い

て
規
定

し
、
必

要
に
応

じ
て
そ

の
見

直

し
を
行
う
こ
と
 

ウ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
こ

れ
を

可
能
と
判

断
す

る
と
き
に

は
、

通
信
用
建

物
内

の
具
体

的

な
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
所
及
び
そ
の
選
定
理
由
を
含
め
て
回
答
を
行
う
こ
と
 

エ
 
ウ
の
選

定
理

由
は
、
コ

ロ
ケ

ー
シ
ョ
ン

設
備

の
設
置
の

時
点

で
、
貴
社

等
の

電
気
通
信

役
務

の
提
供

を

阻
害
し
な

い
範
囲

で
、
例

え
ば
可

能
な
限

り
接
続

点
か
ら

最
短
距

離
に
あ

る
こ
と

等
、
最

も
低
廉

に
な

る

条
件
に
あ
る
こ
と
を
基
本
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
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オ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
可

能
で

あ
る
旨
の

回
答

を
行
っ
た

場
合

に
お
い
て

、
そ

の
後
工
事

を
行

う
場
合

に

は
、
早
急
に
工
事
費
用
の
概
算
を
提
示
す
る
こ
と
 

カ
 
ケ
ー
ジ

に
よ

る
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
は

、
場

所
の
空
間

的
余

裕
か
ら
見

て
許

容
さ
れ

る

場
合
に
は
こ
れ
に
応
じ
る
こ
と
 

キ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
、

場
所

の
最
小
基

準
を

設
け
た
り

、
古

く
な
っ
て

使
わ

れ
な
く

な

っ
た
設
備

を
存
置

し
て
い

る
等
の

不
合
理

な
事
由

に
よ
り

拒
否
す

る
等
、

不
合
理

な
制
限

を
設
け

な
い

こ

と
 

（
3
）
接
続
事
業
者
の
通
信
用
建
物
へ
の
立
入
り
に
関
す
る
措
置
 

ア
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
可

能
と

考
え
る
通

信
用

建
物
へ
の

接
続

事
業
者
の

立
入

り
に
つ
い

て
は

、
コ
ロ

ケ

ー
シ
ョ
ン
の
請
求
へ
の
回
答
に
関
す
る
確
認
の
た
め
の
立
入
り
を
含
め
て
、
こ
れ
を
受
け
容
れ
る
こ
と
 

イ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
不

可
能

と
考
え
る

通
信

用
建
物
へ

の
接

続
事
業
者

の
立

入
り
に
つ

い
て

は
、
空

き

場
所
が
な

い
こ
と

を
以
っ

て
コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン
を

拒
否
す

る
場
合

に
、
空

き
場
所

の
有
無

の
確
認

の
た

め

の
立
入
り
を
受
け
容
れ
る
こ
と
 

ウ
 
接
続
事

業
者

に
よ
る
貴

社
通

信
用
建
物

へ
の

立
入
り
の

請
求

に
対
す
る

可
否

の
回
答
に

つ
い

て
は
、

標

準
的
期
間
を
設
定
す
る
他
、
申
込
み
等
に
つ
い
て
簡
素
な
手
続
き
と
す
る
こ
と
 

（
4
）
接
続
事
業
者
に
よ
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
工
事
又
は
保
守
に
関
す
る
措
置
 

ア
 
接
続
事
業
者
が
工
事
又
は
保
守
を
行
う
た
め
の
手
続
は
極
力
簡
素
な
も
の
と
す
る
こ
と
 

イ
 
接
続
事
業
者
が
行
う
工
事
業
者
の
選
択
に
関
し
て
、
接
続
事
業
者
の
設
備
の
み
に
関
す
る
工
事
又
は
保

守
に
つ
い
て
は
制
限
を
加
え
な
い
こ
と
と
し
、
貴
社
の
設
備
と
の
接
続
工
事
に
つ
い
て
は
そ
れ
を
受
注
可

能
と
貴
社
が
考
え
る
客
観
的
な
条
件
を
予
め
公
表
す
る
こ
と
 

ウ
 
接
続
事

業
者

に
よ
る
工

事
又

は
保
守
に

関
し

て
、
貴
社

自
ら

の
工
事
又

は
保

守
の
場
合

よ
り

も
厳
し

い

安
全
性
の
基
準
を
課
さ
な
い
こ
と
 

エ
 
接
続
事

業
者

が
行
う
工

事
又

は
保
守
に

立
会

い
を
行
う

場
合

に
は
、
例

え
ば

昼
間
帯
に

実
施

さ
れ
る

中

間
工
程
に

つ
い
て

は
有
償

の
立
会

い
を
行

わ
な
い

こ
と
と

す
る
等

、
こ
れ

を
必
要

最
小
限

の
場
合

に
限

定

す
る
こ
と
に

よ
っ

て
工
事
及

び
保

守
の
全
て

の
場

合
に
立
会

い
を

行
っ
て
い

る
現

状
を
改
め

る
こ

と
と
し
、

こ
れ
を
接
続
約
款
に
お
い
て
明
示
す
る
こ
と
 

オ
 
Ｄ
Ｓ
Ｌ

（
デ

ジ
タ
ル
加

入
者

回
線
）
サ

ー
ビ

ス
を
行
う

株
式

会
社
エ
ヌ

・
テ

ィ
・
テ
ィ

 
エ

ム
イ
ー

の

よ
う
に
、

接
続
事

業
者
と

競
合
関

係
に
あ

る
業
者

に
対
し

て
当
該

接
続
事

業
者
に

関
す
る

工
事
等

を
発

注

す
る
場
合

に
は
、

当
該
接

続
事
業

者
と
の

合
意
の

も
と
に

行
う
と

共
に
、

そ
の
場

合
は
、

当
該
業

者
に

お

い
て
知
り

得
た
情

報
を
目

的
外
に

使
用
す

る
こ
と

を
禁
止

す
る
措

置
を
施

す
等
の

公
正
競

争
条
件

確
保

の

た
め
の
配
慮
を
行
う
こ
と
 

（
5
）
貴
社
に
よ
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
工
事
又
は
保
守
へ
の
接
続
事
業
者
の
立
会
い
 

接
続
事
業
者
の
立
会
い
に
つ
い
て
は
、
簡
素
な
手
続
と
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
時
間
帯
を
制
限
し
た

り
、

こ
れ
に
対
す
る
立
会
い
を
当
該
接
続
事
業
者
の
合
意
を
得
ず
に
行
っ
た
り
、
工
事
又
は
保
守
の
円
滑
な

実
施

に
必
要
な
接
続
事
業
者
に
よ
る
助
言
等
の
行
為
を
禁
止
し
た
り
し
な
い
こ
と
 

 

２
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
標
準
的
期
間
の
設
定
 

（
1
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
標
準

的
期
間

は
、
接

続
事
業

者
の
意

向
を
充

分
参
考

と
し
て

、
東
西

Ｎ
Ｔ
Ｔ

自
身
の
設
備
の
設
置
よ
り
も
時
間
が
か
か
ら
な
い
こ
と
を
旨
と
し
て
、
実
質
的
に
短
縮
化
し
た
期
間
を
設

定

す
る
こ
と
 

（
2
）

貴
社

が
コ

ロ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
工
事

を
行
う

場
合
の

標
準
的

期
間
に

つ
い
て

は
、
例

え
ば
通

信
用
建

物
内
の
み
の
工
事
と
通
信
用
建
物
の
外
に
亘
る
工
事
と
の
区
別
を
行
う
な
ど
、
場
合
を
区
別
し
て
設
定
す

る

こ
と
等
に
よ
り
工
事
の
標
準
的
期
間
の
実
質
的
な
短
縮
化
を
す
る
こ
と
 

 

３
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
接
続
事
業
者
が
負
担
す
る
工
事
費
及
び
保
守
費
等
の
設
定
 

（
1
）

貴
社

が
コ

ロ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
工
事

又
は
保

守
を
行

う
場
合

に
接
続

事
業
者

が
負
担

す
る
こ

と
と
な

る
工
事
費
又
は
保
守
費
に
つ
い
て
、
低
廉
な
料
金
設
定
に
資
す
る
適
正
な
算
定
方
法
を
設
定
し
、
そ
の
内

訳

と
算
定
根
拠
を
可
能
な
限
り
明
確
化
す
る
こ
と
 

（
2
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

出
来
る

限
り
具

体
的
な

内
容
を

接
続
約

款
に
規

定
し
、

個
別
の

料
金
金
額
の
規
定
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
早
急
に
検
討
す
る
こ
と
 

（
3
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

接
続
事

業
者
と

の
協
議

に
お
い

て
十
分

な
情
報

の
開
示

を
行
う

こ
と
 

（
4
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

適
正
な

按
分
等

に
よ
り

接
続
事

業
者
の

間
で
不

公
平
が

な
い
よ

う
に
す
る
こ
と
 

（
5
）
接
続
事
業
者
が
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
工
事
又
は
保
守
を
行
う
場
合
に
貴
社
が
立
会
い
を
行
う
場
合
、

そ
の
費
用
の
負
担
を
接
続
事
業
者
に
求
め
る
場
合
に
は
、
必
要
最
小
限
の
場
合
に
限
定
し
た
立
会
い
を
前

提

と
す
る
こ
と
 

（
6
）
（

5
）

の
立

会
い
費

用
に
つ

い
て
、

立
会
い

に
要
す

る
時
間

の
モ
デ

ル
化
等

に
よ
り

１
の
立

会
い
ご

と
に
立

会
い
の
料
金
を
設
定
す
る
こ
と
を
含
め
、
必
要
以
上
に
立
会
い
に
時
間
が
か
か
る
こ
と
に
よ
り
接
続
事
業

者

の
負
担
が
過
重
な
も
の
と
な
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
 

（
7
）
（

5）
の
立
会
い
費
用
に
つ
い
て
、
（
6
）
の
よ
う
な
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
料
金
体
系
等
を
検
討
す
る
た
め

に
貴
社
に
お
け
る
必
要
最
小
限
の
立
会
い
時
間
の
把
握
に
時
間
が
か
か
り
、
省
令
改
正
の
施
行
後
こ
れ
を

即

座
に
接
続
約
款
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
事
態
も
想
定
さ
れ
る
が
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、

負

担
の
低
廉
化
に
資
す
る
観
点
か
ら
、
見
直
し
後
の
方
法
に
よ
る
立
会
い
の
費
用
負
担
額
の
適
用
を
省
令
改

正

の
施
行
日
に
遡
及
適
用
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
こ
と
 

（
8
）
（

5
）

の
立

会
い
費

用
に
つ

い
て
、

そ
の
額

の
水
準

が
立
会

い
の
よ

う
な
比

較
的
軽

微
な
作

業
に
不

相
応
に

高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
 

 

４
．
そ
の
他
の
措
置
 

（
2
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

設
備
に

関
す
る

一
般
商

用
電
源

の
利
用

に
つ
い

て
、
電

力
の
供

給
が
停

止
し
た

場
合
に

お
い
て
そ
の
取
り
扱
う
通
信
が
停
止
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
な
措
置
が
採
ら
れ
て
い
る
範
囲
内
で
可
能
と

す

る
こ
と
 

（
3
）
そ
の
他
、
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
条
件
に
お
い
て
貴
社
と
接
続
事
業
者
と
の
同
等
性
を
確
保
す
る
こ
と
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Ⅳ
「
情
報
通
信
審
議
会
第
二
次
答
申
に
お
け
る
措
置
事
項
に
つ
い
て
」（

平
成
13
年
７
月
2
3
日
総
基
料
第
2
5
2
号
）（

抜

粋
）
 

１
 
Ｒ
Ｔ
設
置
施
設
等
へ
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
実
態
調
査
 

配
線
区
間
に
お
け
る
細
分
化
（
ア
ン
バ
ン
ド
ル
）
の
実
現
の
た
め
に
は
、
遠
隔
収
容
装
置
（
Ｒ
Ｔ
）
設
置
施
設

及
び
電

柱
に

接
続

事
業

者
設

備
の

設
置

（
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

）
を

行
う

こ
と

が
確

保
さ

れ
る

こ
と

が
有

用
と

考

え
ら
れ

る
と

こ
ろ

、
そ

の
現

実
的

可
能

性
の

検
討

に
資

す
る

為
、

そ
の

配
置

や
空

き
状

況
等

に
つ

い
て

早
急

に

実
態
を
調
査
し
、
こ
れ
を
公
表
す
る
こ
と
 

  

Ⅴ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
及
び
光
フ
ァ
イ
バ
の
保
留
期
間
の
変
更
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平
成
13
年

1
2月

2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
）
（
抜
粋
）
 

２
 
貴
社
に
お
い
て
、
情
報
開
示
に
関
し
、
次
の
措
置
を
採
る
こ
と
。
 

（
1
）

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
上

で
開
示

し
て
い

る
コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

の
空

き
状

況
や
中

継
系
光

フ
ァ
イ

バ
の
提

供
可
能

区
間
に
関
す
る
情
報
等
に
つ
い
て
、
４
週
間
程
度
を
目
途
に
更
新
し
て
い
く
こ
と
。
さ
ら
に
、
特
に
リ
ソ

ー

ス
が
枯
渇
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
ビ
ル
を
中
心
に
、
よ
り
頻
繁
に
更
新
を
行
っ
て
い
く
こ
と
 

（
2
）

情
報

開
示

項
目
に

つ
い
て

、
他
事

業
者
か

ら
の
意

見
を
踏

ま
え
つ

つ
、
可

能
な
限

り
項
目

追
加
を

行
い
、

電
力
設
備
に
係
る
情
報
に
つ
い
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
開
示
す
る
こ
と
を
早
急
に
検
討
し
報
告
す
る
こ
と
 

  

Ⅵ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
情
報
に
つ
い
て
講
ず
べ
き
措
置
」（

平
成
1
4
年
５
月
3
0
日
総
基
料
第
1
3
4
号
）（

抜
粋
）
 

 
 

 
貴

社
に
お

い
て

、
電

力
に

係
る

情
報

の
う

ち
、

①
各

ビ
ル

毎
の

最
大

電
力

容
量

、
②

最
大

電
力

容
量

の
う

ち
、

未
使

用
の

電
力
容

量
、

及
び

③
保

留
さ

れ
て

い
る

が
未

割
当

（
未

使
用

）
で

あ
る

電
力

容
量

に
つ

い
て

、
ま

た
、

ス
ペ

ー
ス

及
び
Ｍ

Ｄ
Ｆ

に
つ

い
て

は
、

④
未

使
用

量
及

び
⑤

保
留

さ
れ

て
い

る
が

未
使

用
で

あ
る

量
に

つ
い

て
、

個
別
事
業
者
か
ら
の
要
望
が
あ
る
場
合
に
は
、
情
報
開
示
を
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
総
務
省
に
報
告

を
行
う
こ
と
 

  Ⅶ
「

Ｄ
Ｓ

Ｌ
サ
ー

ビ
ス

及
び

光
サ

ー
ビ

ス
関

連
の

Ｏ
Ｓ

Ｓ
の

開
放

に
つ

い
て

」
（

平
成

14
年

８
月

２
日

総
基

料
第

20
3

号
）
（
抜
粋
）
 

２
．
光
サ
ー
ビ
ス
関
連
等
 

（
３
）
増
床
等
の
具
体
的
な
計
画
の
情
報
の
開
示
 

機
械
室
の
増
床
等
を
行
う
計
画
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
情
報
を
ウ
ェ
ブ
上
で
開
示
す
る
こ
と
。
 

  

Ⅷ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線
管
理
運
営
費
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
」（

平
成
1
6
年
３
月
1
0
日
総
基
料
第
5
7
号
）（

抜

粋
）
 

（
５

）
 
電

力
設

備
及

び
空

調
設

備
に

係
る

設
備

使
用

料
が

よ
り

適
正

な
も

の
と

な
る

よ
う

新
た

な
算

定
方

法
に

つ
い
て
検
討
を
行
い
、
平
成
1
6
年
度
接
続
料
の
再
計
算
に
併
せ
て
報
告
す
る
こ
と
。
 

 （
６

）
 
透

明
性

の
確

保
の

た
め

、
次

年
度

か
ら

接
続

会
計

報
告

書
に

お
い

て
、

接
続

事
業

者
が

負
担

す
る

コ
ロ

ケ
ー
シ
ョ
ン
費
用
に
つ
い
て
土
地
・
建
物
、
電
気
料
、
電
力
設
備
使
用
料
等
に
区
分
し
て
記
載
す
る
こ
と
。
 

 （
７
）
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
収
入
の
控
除
を
行
う
費
用
区
分
の
細
分
化
等
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、

そ
の

結
果

を
平
成

16
年

６
月

末
ま

で
に

総
務
省
に

報
告

を
行
い
、

平
成

15
年

度
接

続
会

計
に
反
映

さ
せ

る

こ
と
。
 

  

Ⅸ
「

コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

ル
ー

ル
の

見
直

し
等

に
係

る
接

続
ル

ー
ル

の
整

備
に

対
す

る
情

報
通

信
審

議
会

答
申

に
関

し

講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）」
（
平
成
1
9
年
４
月
2
6
日
総
基
料
第
1
0
0
号
）（

抜
粋
）
 

２
．
局
舎
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

（
１

）
貴

社
の

局
舎

に
設

置
し

た
電

気
通

信
設

備
に

係
る

通
信

を
局

舎
外

に
伝

送
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
他

の

電
気

通
信

事
業

者
の

専
用

線
等

を
利

用
す

る
際

に
設

置
す

る
回

線
終

端
装

置
に

つ
い

て
は

、
接

続
約

款
に

基

づ
き
取
り
扱
う
こ
と
。
 

（
２
）
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
過
剰
保
留
を
抑
制
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
（
平
成

1
9
年
７
月
を

目
途
に
接
続
約
款
の
変
更
認
可
申
請
を
行
う
こ
と
。）
。
 

（
３

）
貴

社
の

局
舎

内
に

設
置

さ
れ

て
い

る
電

気
通

信
設

備
の

安
全

確
保

に
関

し
て

必
要

な
規

定
を

整
備

す
る

こ

と
（
平
成

19
年
７
月
を
目
途
に
接
続
約
款
の
変
更
認
可
申
請
を
行
う
こ
と
。）
。

 

 ３
．
電
柱
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

（
３

）
接

続
事

業
者

が
電

柱
上

に
設

置
し

た
Ｖ

Ｄ
Ｓ

Ｌ
装

置
と

貴
社

の
メ

タ
ル

Ｐ
Ｏ

Ｉ
ケ

ー
ブ

ル
を

接
続

す
る

た

め
の

電
気

通
信

回
線

設
備

を
、

当
該

接
続

事
業

者
が

電
柱

上
の

添
架

ポ
イ

ン
ト

に
迅

速
か

つ
容

易
に

設
置

す

る
こ
と
が
困
難
な
場
合
、
貴
社
は
、
技
術
的
又
は
経
済
的
に
困
難
で
な
い
限
り
、
当
該
メ
タ
ル
Ｐ
Ｏ
Ｉ
ケ
ー
ブ

ル
を
当
該
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
装
置
ま
で
延
伸
す
る
こ
と
に
よ
り
対
応
す
る
こ
と
（
平
成

1
9
年
４
月
か
ら
平
成

20
年

３
月

ま
で

の
間

の
接

続
事

業
者

の
要

望
を

踏
ま

え
た

検
討

状
況

に
つ

い
て

、
四

半
期

ご
と

に
総

務
省

に
報

告

す
る
こ
と
。）
。
 

  

Ⅹ
「

電
気

通
信
事

業
法

施
行

規
則

等
の

一
部

改
正

を
受

け
た

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
手

続
等

に
係

る
変

更
に

関
し

て
講

ず

べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）」
（
平
成
1
9
年
1
0
月
2
9
日
総
基
料
第
2
1
7
号
）（

抜
粋
）
 

１
．

 
接
続

事
業

者
が

複
数

の
中

継
ダ

ー
ク

フ
ァ

イ
バ

及
び

局
舎

ス
ペ

ー
ス

等
（

以
下

「
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

リ
ソ

ー
ス
等
」
と
い
う
。
）
を
一
体
と
し
て
利
用
す
る
場
合
の
手
続
と
し
て
、
当
該
複
数
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ

ー
ス

等
を

一
体
と

し
て

利
用
す
る

場
合

の
申
込
み

を
選

択
で
き
る

こ
と

と
す
る
規

定
及

び
接
続
事

業
者

の
負

担
が

過
度

な
も
の

と
な

ら
な
い
よ

う
、

当
該
申
込

み
の

調
査
に
お

い
て

一
部
の
コ

ロ
ケ

ー
シ
ョ
ン

リ
ソ

ー
ス
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等
に

つ
い

て
利
用

不
可

で
あ
っ
た

場
合

に
は
違
約

金
を

適
用
し
な

い
こ

と
と
す
る

規
定

等
を
そ
れ

ぞ
れ

接
続

約
款
に
お
い
て
速
や
か
に
整
備
す
る
こ
と
。
 

 ２
．

 
接
続

事
業

者
が

複
数

の
電

柱
を

一
体

と
し

て
利

用
す

る
場

合
の

手
続

と
し

て
、

当
該

複
数

の
電

柱
を

一
体

と
し

て
利

用
す
る

場
合

の
申
込
み

を
選

択
で
き
る

こ
と

と
す
る
規

定
及

び
接
続
事

業
者

の
負
担
が

過
度

な
も

の
と

な
ら

な
い
よ

う
、

当
該
申
込

み
の

調
査
に
お

い
て

一
部
の
電

柱
に

つ
い
て
利

用
不

可
で
あ
っ

た
場

合
に

は
違

約
金
を

適
用

し
な

い
こ

と
と

す
る

規
定

等
を

そ
れ

ぞ
れ

接
続

約
款

に
お

い
て

速
や

か
に

整
備

す
る

こ
と

。 

 ４
．

 
コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
リ

ソ
ー

ス
等

の
更

な
る

有
効

活
用

に
向

け
、

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
リ

ソ
ー

ス
等

の
調

査
期

間
の
一
層
の
短
縮
化
に
努
め
る
こ
と
。
 

                          
 

別
添
 

 

答
申

書
（

抜
粋

）
 

 

平
成

１
１

年
１

２
月

１
７

日
付

け
諮

問
第

３
８

号
を

も
っ

て
諮

問
さ

れ
た

事
案

に
つ

い
て

、
審

議
の

結
果

、
下

記
の

と
お

り
答

申

す
る

。
 

記
 

１
 

東
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
及

び
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社
（

以
下
「

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
」
と

い
う

。
）
が

指
定
電

気
通

信
設

備
に

関
す

る
接

続
約

款
を

変
更

す
る

こ
と

に
つ

い
て

は
、

 

新
設

の
申

請
が

な
さ

れ
て

い
る

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
き

に
お

い
て

、
接

続
事

業
者

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
請

求
す

る
装

置
に

つ
い

て
、

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
に

お
い

て
そ

れ
が

「
接

続
に

必
要

な
装

置
」

で
は

な
い

こ
と

が
明

白
と

す
る

理
由

を
説

明
出

来

な
い

場
合

に
は

そ
の

請
求

を
承

諾
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

 

が
確

保
さ

れ
た

場
合

に
は

、
認

可
す

る
こ

と
が

適
当

と
認

め
ら

れ
る

。
 

 ３
 

お
っ

て
、
郵

政
省

が
認

可
を

行
う

に
当

た
っ

て
は

、
提

出
さ

れ
た

意
見

及
び

再
意

見
を

踏
ま

え
て

、
特

に
以

下
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
る

こ
と

を
要

望
す

る
。

 

（
1
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
措

置
 

ア
 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
に

お
い

て
、

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

必
要

と
す

る
設

備
が

、
不

当
に

対
象

外
と

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

、
別

紙
の

考
え

方
４

８
の

趣
旨

に
つ

い
て

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
に

対
し

て
求

め
る

こ
と

。
 

イ
 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ヨ

ン
に

際
し

て
、

接
続

事
業

者
が

工
事

や
保

守
を

行
う

こ
と

に
関

し
て

、
そ

の
手

続
等

が
円

滑
な

接
続

の
た

め
に

重
要

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

、
こ

れ
を

接
続

約
款

に
お

い
て

規
定

す
る

よ
う

ル
ー

ル
を

整
備

す
る

こ
と

。
 

 

（
考

え
方

４
８

）
 

今
回

の
接

続
約

款
の

規
定

の
変

更
案

は
、「
（

第
２

次
）
接

続
料

の
算

定
に

関
す

る
研

究
会

」
報

告
書

の
趣

旨
に

則
っ

た
も

の
と

い
う

こ
と

で
、

第
１

６
条

第
３

項
、

第
４

頁
に

規
定

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
。

 

第
３

項
は

接
続

事
業

者
の

必
要

性
を

基
本

と
す

る
考

え
方

に
則

し
て

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
に

つ
い

て
定

め
た

も

の
と

し
て

運
用

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
第

３
項

で
求

め
ら

れ
る

書
面

に
は

接
続

事
業

者
が

接
続

に
際

し
て

そ
の

設
備

を
用

い
る

こ

と
が
「

技
術

的
・
経

済
的

代
替
性

の
観

点
で

合
理

的
範

囲
内

」
で

あ
る

と
述

べ
る

こ
と

で
足

る
と

解
さ

れ
、
そ

の
判

断
が

基
本

と

さ
れ

る
以

上
、
当

該
設

備
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

対
象

設
備

に
該

当
す

る
か

否
か

を
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

が
「

審
査

」
し

た
り

、「
怒

意
的

な
判

断
」

に
よ

っ
て

こ
れ

を
覆

す
こ

と
は

出
来

な
い

。
 

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

請
求

す
る

装
置

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
対

象
外

で
あ

る
と

す
る

た
め

に
は

、
接

続
に

必
要

な
装

置
で

は
な

い
こ

と
が

明
白

で
あ

る
こ

と
の

理
由

を
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

に
お

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
出

来
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

こ
れ

に
対

し
て

、
申

請
さ

れ
て

い
る

接
続

約
款

案
第

１
６

条
第

４
項

に
関

し
て

、
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

の
考

え
で

は
、
接

続
に
「

不
可

欠
」
で

あ
る

か
ど

う
か

に
つ

い
て
「

疑
義

」
が

あ
る

場
合

に
、
コ

ロ
ケ

ー
シ

ヨ
ン

対
象

外
で

は
な

い
か

協
議

を
行

う
と

し
て

お
り
、

第
４

項
の

規
定

に
お

い
て

も
装

置
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
対

象
と

な
る

こ
と

に
つ

い
て

挙
証

責
任

を
接

続
事

業
者

に
対

し
て

負
わ

せ
る

こ
と

と
し

て
い

て
適

切
で

は
な

い
。

 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

対
象

範
囲

に
関

し
て

行
う

協
議

は
、
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

が
、
接

続
事

業
者

が
接

続
に

際
し

て
当

該
設

備
を

用
い

る
必

要
性

が
な

い
こ

と
に

つ
い

て
明

白
に

理
由

を
説

明
出

来
る

場
合

に
限

っ
て

申
し

入
れ

る
こ

と
が

出
来

る
こ

と
と

す
べ

き
で

あ
る

。
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

の
再

意
見

に
あ

る
よ

う
な

、
単

に
当

該
装

置
が
「

接
続

に
不

可
欠

で
あ

る
か

ど
う

か
に

つ
い

て
疑

義
が

あ
る

」

こ
と

を
も

っ
て

こ
の

協
議

を
行

う
た

め
の

理
由

と
し

て
は

な
ら

な
い

。
 

郵
政

省
に

お
い

て
上

記
の

趣
旨

を
徹

底
さ

せ
る

べ
き

で
あ

り
、
申

請
さ

れ
て

い
る

第
１

６
条

第
４

項
に

つ
い

て
も

修
正

が
必

要

で
あ

る
。
万

が
一
に

も
不

適
切

な
運

用
が

な
さ

れ
る

場
合

に
は

現
在

の
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ル
ー

ル
を

見
直

す
必

要
も

想
定

さ
れ

る

が
、

 
ま

ず
は

そ
の

運
用

の
実

態
を

見
守

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。
（

以
下

略
）
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総
基

料
第

１
６

２
号

 

平
成

2
9
年

９
月

８
日

 

  
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
村
尾
 
和
俊
 
殿
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渡
辺
 
克
也
 

   

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
条
件
等
の
改
善
に
つ
い
て
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
6
0
年
郵
政
省
令
第
2
5
号
）
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
、
 

平
成
1
3
年
1
2
月
2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
関
連
）
 

  

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
円
滑
な
接
続
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
通
信
用
建
物
等
へ
の
接
続

事
業
者
の
設
備
の
設
置
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
、
そ
の
条
件
等
に
関
し
、
従
前
よ
り
累
次
の
改
善
方

策
を
採
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
般
、
情
報
通
信
審
議
会
答
申
「
『
固
定
電
話
網
の
円
滑
な
移

行
の
在
り
方
』
一
次
答
申
～
移
行
後
の
I
P
網
の
あ
る
べ
き
姿
～
」（

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
）
及
び
情
報

通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
答
申
（
平
成
2
9
年
４
月
1
4
日
）
で
の
要
請
等
を
受
け
、
コ
ロ
ケ
ー
シ

ョ
ン
条
件
や
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
代
替
措
置
に
つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
更
に
改
善
が
必
要
と
考
え

ら
れ
る
点
が
あ
る
た
め
、
貴
社
に
お
い
て
、
下
記
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

  

記
 

 １
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
貴
社
の
所
有
で
な
い
建
物
で
行
わ
れ
る
場
合
の
空
き
情
報
等
の
開
示
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
る
建
物
が
貴
社
の
所
有
物
で
な
い
場
合
や
、
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に

際
し

て
接

続
事

業
者

に
提

供
さ

れ
る

電
力

設
備

が
貴

社
の

所
有

物
で

な
い

建
物

に
設

置
さ

れ
て

い
る
場
合
に
お
い
て
も
、
当
該
建
物
や
電
力
設
備
に
関
す
る
空
き
情
報
等
の
開
示
を
可
能
な
限
り

行
い
、
最
新
の
情
報
に
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
す
る
よ
う
、
改
善
策
を
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年

1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ２
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
効
率
的
な
配
分
 

（
平
成
1
3
年
1
2
月

2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
記
１
関
連
）
 

現
行
の
接
続
約
款
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
続
規
定
で
は
、
有
限
な
リ
ソ
ー
ス
を
公
平
に

利
用
す
る
観
点
か
ら
、
各
リ
ソ
ー
ス
の
空
き
容
量
が
一
定
基
準
（
管
理
基
準
量
）
を
下
回
っ
た
場

合
に
、
一
度
の
申
込
み
か
ら
工
事
完
了
ま
で
の
間
に
割
当
可
能
な
リ
ソ
ー
ス
量
に
上
限
（
配
分
上

限
量
）
を
設
け
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
れ
に
関
し
、
よ
り
効
率
的
な
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の

配
分
を
行
う
観
点
か
ら
、
設
備
更
改
な
ど
一
時
的
に
二
重
設
置
が
必
要
な
場
合
に
設
備
更
改
後
の

リ
ソ

ー
ス

の
返

却
等

の
リ

ソ
ー

ス
浪

費
の

防
止

策
を

講
ず

る
こ

と
を

条
件

に
一

時
的

に
配

分
上

限
量
の
緩
和
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
、
関
係
事
業
者
の
意
見
を
集
約
し
た
上
で
対
処
に
つ
い
て

検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

上
記
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
配
分
上
限
量
の
柔
軟
な
設
定
や
恒
常
的
な
緩
和
の
適
否
に
つ
い

て
も
併
せ
て
検
討
さ
れ
た
い
。
 

 ３
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
確
保
で
き
な
い
場
所
の
解
消
に
関
す
る
予
見
可
能
性
の
向
上
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
確
保
で
き
な
い
場
所
に
つ
い
て
、
現
に
当
該
リ
ソ
ー
ス
を
利
用

し
て

い
る

事
業

者
か

ら
撤

去
の

申
込

み
が

あ
っ

た
時

点
で

そ
の

旨
の

情
報

を
他

の
事

業
者

に
開

示
す
る
な
ど
、
解
消
の
見
通
し
に
関
す
る
予
見
可
能
性
の
向
上
策
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
結
果

を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ４
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
代
替
措
置
等
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
技
術
的
な
理
由
等
に
よ
り
実
現
し
な
い
場
合
に
つ
い
て
、
増
床
や
民
間
の

建
物
の
利
用
の
可
能
性
を
検
討
す
る
こ
と
に
加
え
て
、
代
替
措
置
と
し
て
貴
社
に
お
い
て
接
続
事

業
者
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
利
用
さ
れ
る
機
器
の
設
置
・
管
理
等
を
行
う
た
め
の
具
体
的
な
手
続
の

内
容
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ５
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
の
撤
去
後
の
費
用
負
担
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
ニ
関
連
）
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
終
了
に
向
け
て
、
設
置
設
備
の
撤
去
を
早
期
に
実
施
し
た
接
続
事
業
者
に

は
、
そ
の
分
、
負
担
を
軽
減
す
る
仕
組
み
を
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報

告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

上
記
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
関
係
す
る
コ
ス
ト
の
詳
細
を
明
ら
か
に
し
、
接
続
事
業
者
の
公

平
負
担
の
観
点
か
ら
、
コ
ス
ト
範
囲
の
妥
当
性
を
検
証
し
、
コ
ス
ト
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
検

討
さ
れ
た
い
。
 

ま
た
、
こ
れ
に
関
す
る
手
続
等
の
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、
上
記
の
検
討
を
踏
ま
え
て
見
直
し
た
も

の
を
、
透
明
性
確
保
の
観
点
か
ら
、
接
続
約
款
に
規
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
い
。
 

 ６
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
の
故
障
等
に
伴
う
交
換
の
手
続
 

（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
2
3
条
の
４
第
２
項
第
２
号
イ
関
連
）
 

接
続
事
業
者
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
が
故
障
し
た
等
に
よ
り
そ
の
交
換
を
行
う
場
合
で
、
新
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た
に
設
置
す
る
機
器
の
リ
ソ
ー
ス
（
ス
ペ
ー
ス
・
電
力
）
が
既
存
の
機
器
よ
り
も
小
さ
い
場
合
等

に
つ
い
て
、
関
連
す
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
続
を
不
要
又
は
簡
略
化
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
検

討
の
上
、
そ
の
結
果
を
平
成
2
9
年
1
1
月
末
ま
で
に
報
告
・
公
表
さ
れ
た
い
。
 

 ７
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
従
前
か
ら
の
措
置
の
継
続
 

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
は
、
従
前
求
め
て
き
た
次
の
措
置
に
つ
い
て
、
貴
社
に
お
い
て
引

き
続
き
対
応
さ
れ
た
い
（
別
紙
参
照
）
。
 

 Ⅰ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
1
年
８
月
3
1
日
郵
電
業
第
1
0
1
号
）
記
６
 

Ⅱ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
２
月
2
5
日
郵
電
業
第
1
6
8
号
）
記
１
 

Ⅲ
「

通
信

用
建

物
等

へ
の
接

続
事

業
者
の

設
備

設
置
（

コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

）
等
に

関
し

て
講
ず

べ
き

措
置
に

つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
９
月
1
9
日
郵
電
業
第
3
0
7
4
号
の
２
）（

記
１
（
1
）
及
び
記
４
（
1
）
を
除
く
。
）
 

Ⅳ
「

情
報

通
信

審
議

会
第
二

次
答

申
に
お

け
る

措
置
事

項
に

つ
い
て

」
（

平
成

13
年

７
月

23
日

総
基

料
第

25
2

号
）
記
１
 

Ⅴ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
及
び
光
フ
ァ
イ
バ
の
保
留
期
間
の
変
更
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平

成
1
3
年
1
2
月
2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
）
記
２
 

Ⅵ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
情
報
に
つ
い
て
講
ず
べ
き
措
置
」（

平
成
1
4
年
５
月
3
0
日
総
基
料
第
1
3
4
号
）
 

Ⅶ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
サ
ー
ビ
ス
及
び
光
サ
ー
ビ
ス
関
連
の
Ｏ
Ｓ
Ｓ
の
開
放
に
つ
い
て
」（

平
成
1
4
年
８
月
２
日
総
基
料

第
2
0
3
号
）
記
２
（
３
）
 

Ⅷ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線
管
理
運
営
費
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
」（

平
成
1
6
年
３
月
1
0
日
総
基
料
第
5
7

号
）
記
（
５
）（

６
）
（
７
）
 

Ⅸ
「

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ル
ー

ル
の

見
直
し

等
に

係
る
接

続
ル

ー
ル
の

整
備

に
対
す

る
情

報
通
信

審
議

会
答
申

に
関

し
講

ず
べ

き
措

置
に
つ

い
て

（
要
請

）
」
（

平
成

19
年

４
月

2
6
日
総

基
料

第
10

0
号

）
記

２
、
３

（
３

）
 

Ⅹ
「

電
気

通
信

事
業

法
施
行

規
則

等
の
一

部
改

正
を
受

け
た

コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
手

続
等

に
係
る

変
更

に
関
し

て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
」（

平
成
1
9
年
1
0
月

2
9
日
総
基
料
第
2
1
7
号
）
（
記
３
を
除
く
。
）
 

  

以
上
 

別
紙
 

 

Ⅰ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
1
年
８
月
3
1
日
郵
電
業
第
1
0
1
号
）
（
抜
粋
）
 

６
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
条
件
に
つ
い
て
 

（
1
）

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

要
望

す
る

装
置

が
、

接
続

約
款

に
記

載
さ

れ
る

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
条

件
の
対
象
と
な
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
接
続
事
業
者
に
お
い
て
技
術
的
・
経
済
的
等
に
よ
る
代
替
性

の
観

点
か
ら
そ
れ
が
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
か
否
か
を
基
本
と
し
て
、
合
理
的
な
範
囲
内
で
決
す
る
こ
と
。
 

（
2
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
し

て
い

る
複

数
の

接
続

事
業

者
の

設
備

同
士

の
接

続
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
を

拒
否

す
る

合
理
的
な
理
由
が
な
い
限
り
対
応
す
る
こ
と
。
な
お
、
仮
に
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
設
備
に
つ
い
て
業
務
遂

行
上

制
限
す
べ
き
事
項
が
あ
れ
ば
、
接
続
事
業
者
の
意
見
を
聴
取
し
た
上
で
必
要
最
小
限
の
範
囲
内
に
お
け

る
具

体
的
な
制
限
事
項
を
明
確
に
し
て
そ
の
内
容
を
公
表
す
る
こ
と
。
 

（
3
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

料
金

に
つ

い
て

は
、

例
え

ば
利

用
実

績
の

あ
る

ビ
ル

に
限

定
す

る
な

ど
の

工
夫

を
し

た
上
で
接
続
約
款
に
実
額
記
載
す
る
等
、
明
確
な
形
で
公
表
す
る
こ
と
。
 

  Ⅱ
「
接
続
料
の
算
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成
1
2
年
２
月
2
5
日
郵
電
業
第
1
6
8
号
）
（
抜
粋
）
 

１
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

手
続

に
お

い
て

、
接

続
事

業
者

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
必

要
と

す
る

設
備

が
、

不
当
に

対
象

外
と

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

、
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

対
象

設
備

に
該

当
す

る
か

否
か

の
挙

証
責

任

は
コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

請
求

時
も

含
め

て
接

続
事

業
者

側
に

は
な

く
、

貴
社

の
側

に
あ

る
こ

と
を

念
頭

に
置

い

て
、
別
添
の
電
気
通
信
審
議
会
答
申
の
趣
旨
を
徹
底
す
る
こ
と
。
 

  

Ⅲ
「
通
信
用
建
物
等
へ
の
接
続
事
業
者
の
設
備
設
置
（
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」

（
平
成
1
2
年
９
月
1
9
日
郵
電
業
第
3
0
7
4
号
の
２
）
（
抜
粋
）
 

１
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
適
正
な
手
続
の
設
定
等
 

（
2
）
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
請
求
へ
の
回
答
 

ア
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
可

否
に

つ
い
て
の

検
討

な
ど
の
相

互
接

続
点
の
調

査
が

、
接
続
の

事
前

の
調
査

と

並
行
し
て
行
う
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
接
続
約
款
の
規
定
に
お
い
て
明
示
す
る
こ
と
 

イ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
そ
の

他
接

続
に
関
す

る
接

続
事
業
者

の
全

て
の
請
求

に
つ

い
て
、
可

能
な

限
り
簡

素

な
様
式
と

、
そ
れ

に
対
す

る
回
答

の
様
式

と
を
接

続
約
款

に
お
い

て
規
定

し
、
必

要
に
応

じ
て
そ

の
見

直

し
を
行
う
こ
と
 

ウ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
こ

れ
を

可
能
と
判

断
す

る
と
き
に

は
、

通
信
用
建

物
内

の
具
体

的

な
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
所
及
び
そ
の
選
定
理
由
を
含
め
て
回
答
を
行
う
こ
と
 

エ
 
ウ
の
選

定
理

由
は
、
コ

ロ
ケ

ー
シ
ョ
ン

設
備

の
設
置
の

時
点

で
、
貴
社

等
の

電
気
通
信

役
務

の
提
供

を

阻
害
し
な

い
範
囲

で
、
例

え
ば
可

能
な
限

り
接
続

点
か
ら

最
短
距

離
に
あ

る
こ
と

等
、
最

も
低
廉

に
な

る

条
件
に
あ
る
こ
と
を
基
本
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
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オ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
可

能
で

あ
る
旨
の

回
答

を
行
っ
た

場
合

に
お
い
て

、
そ

の
後
工
事

を
行

う
場
合

に

は
、
早
急
に
工
事
費
用
の
概
算
を
提
示
す
る
こ
と
 

カ
 
ケ
ー
ジ

に
よ

る
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
は

、
場

所
の
空
間

的
余

裕
か
ら
見

て
許

容
さ
れ

る

場
合
に
は
こ
れ
に
応
じ
る
こ
と
 

キ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の
請

求
に

対
し
て
、

場
所

の
最
小
基

準
を

設
け
た
り

、
古

く
な
っ
て

使
わ

れ
な
く

な

っ
た
設
備

を
存
置

し
て
い

る
等
の

不
合
理

な
事
由

に
よ
り

拒
否
す

る
等
、

不
合
理

な
制
限

を
設
け

な
い

こ

と
 

（
3
）
接
続
事
業
者
の
通
信
用
建
物
へ
の
立
入
り
に
関
す
る
措
置
 

ア
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
可

能
と

考
え
る
通

信
用

建
物
へ
の

接
続

事
業
者
の

立
入

り
に
つ
い

て
は

、
コ
ロ

ケ

ー
シ
ョ
ン
の
請
求
へ
の
回
答
に
関
す
る
確
認
の
た
め
の
立
入
り
を
含
め
て
、
こ
れ
を
受
け
容
れ
る
こ
と
 

イ
 
コ
ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
が
不

可
能

と
考
え
る

通
信

用
建
物
へ

の
接

続
事
業
者

の
立

入
り
に
つ

い
て

は
、
空

き

場
所
が
な

い
こ
と

を
以
っ

て
コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン
を

拒
否
す

る
場
合

に
、
空

き
場
所

の
有
無

の
確
認

の
た

め

の
立
入
り
を
受
け
容
れ
る
こ
と
 

ウ
 
接
続
事

業
者

に
よ
る
貴

社
通

信
用
建
物

へ
の

立
入
り
の

請
求

に
対
す
る

可
否

の
回
答
に

つ
い

て
は
、

標

準
的
期
間
を
設
定
す
る
他
、
申
込
み
等
に
つ
い
て
簡
素
な
手
続
き
と
す
る
こ
と
 

（
4
）
接
続
事
業
者
に
よ
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
工
事
又
は
保
守
に
関
す
る
措
置
 

ア
 
接
続
事
業
者
が
工
事
又
は
保
守
を
行
う
た
め
の
手
続
は
極
力
簡
素
な
も
の
と
す
る
こ
と
 

イ
 
接
続
事
業
者
が
行
う
工
事
業
者
の
選
択
に
関
し
て
、
接
続
事
業
者
の
設
備
の
み
に
関
す
る
工
事
又
は
保

守
に
つ
い
て
は
制
限
を
加
え
な
い
こ
と
と
し
、
貴
社
の
設
備
と
の
接
続
工
事
に
つ
い
て
は
そ
れ
を
受
注
可

能
と
貴
社
が
考
え
る
客
観
的
な
条
件
を
予
め
公
表
す
る
こ
と
 

ウ
 
接
続
事

業
者

に
よ
る
工

事
又

は
保
守
に

関
し

て
、
貴
社

自
ら

の
工
事
又

は
保

守
の
場
合

よ
り

も
厳
し

い

安
全
性
の
基
準
を
課
さ
な
い
こ
と
 

エ
 
接
続
事

業
者

が
行
う
工

事
又

は
保
守
に

立
会

い
を
行
う

場
合

に
は
、
例

え
ば

昼
間
帯
に

実
施

さ
れ
る

中

間
工
程
に

つ
い
て

は
有
償

の
立
会

い
を
行

わ
な
い

こ
と
と

す
る
等

、
こ
れ

を
必
要

最
小
限

の
場
合

に
限

定

す
る
こ
と
に

よ
っ

て
工
事
及

び
保

守
の
全
て

の
場

合
に
立
会

い
を

行
っ
て
い

る
現

状
を
改
め

る
こ

と
と
し
、

こ
れ
を
接
続
約
款
に
お
い
て
明
示
す
る
こ
と
 

オ
 
Ｄ
Ｓ
Ｌ

（
デ

ジ
タ
ル
加

入
者

回
線
）
サ

ー
ビ

ス
を
行
う

株
式

会
社
エ
ヌ

・
テ

ィ
・
テ
ィ

 
エ

ム
イ
ー

の

よ
う
に
、

接
続
事

業
者
と

競
合
関

係
に
あ

る
業
者

に
対
し

て
当
該

接
続
事

業
者
に

関
す
る

工
事
等

を
発

注

す
る
場
合

に
は
、

当
該
接

続
事
業

者
と
の

合
意
の

も
と
に

行
う
と

共
に
、

そ
の
場

合
は
、

当
該
業

者
に

お

い
て
知
り

得
た
情

報
を
目

的
外
に

使
用
す

る
こ
と

を
禁
止

す
る
措

置
を
施

す
等
の

公
正
競

争
条
件

確
保

の

た
め
の
配
慮
を
行
う
こ
と
 

（
5
）
貴
社
に
よ
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
工
事
又
は
保
守
へ
の
接
続
事
業
者
の
立
会
い
 

接
続
事
業
者
の
立
会
い
に
つ
い
て
は
、
簡
素
な
手
続
と
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
時
間
帯
を
制
限
し
た

り
、

こ
れ
に
対
す
る
立
会
い
を
当
該
接
続
事
業
者
の
合
意
を
得
ず
に
行
っ
た
り
、
工
事
又
は
保
守
の
円
滑
な

実
施

に
必
要
な
接
続
事
業
者
に
よ
る
助
言
等
の
行
為
を
禁
止
し
た
り
し
な
い
こ
と
 

 

２
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
標
準
的
期
間
の
設
定
 

（
1
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
標
準

的
期
間

は
、
接

続
事
業

者
の
意

向
を
充

分
参
考

と
し
て

、
東
西

Ｎ
Ｔ
Ｔ

自
身
の
設
備
の
設
置
よ
り
も
時
間
が
か
か
ら
な
い
こ
と
を
旨
と
し
て
、
実
質
的
に
短
縮
化
し
た
期
間
を
設

定

す
る
こ
と
 

（
2
）

貴
社

が
コ

ロ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
工
事

を
行
う

場
合
の

標
準
的

期
間
に

つ
い
て

は
、
例

え
ば
通

信
用
建

物
内
の
み
の
工
事
と
通
信
用
建
物
の
外
に
亘
る
工
事
と
の
区
別
を
行
う
な
ど
、
場
合
を
区
別
し
て
設
定
す

る

こ
と
等
に
よ
り
工
事
の
標
準
的
期
間
の
実
質
的
な
短
縮
化
を
す
る
こ
と
 

 

３
．
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
接
続
事
業
者
が
負
担
す
る
工
事
費
及
び
保
守
費
等
の
設
定
 

（
1
）

貴
社

が
コ

ロ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関
す

る
工
事

又
は
保

守
を
行

う
場
合

に
接
続

事
業
者

が
負
担

す
る
こ

と
と
な

る
工
事
費
又
は
保
守
費
に
つ
い
て
、
低
廉
な
料
金
設
定
に
資
す
る
適
正
な
算
定
方
法
を
設
定
し
、
そ
の
内

訳

と
算
定
根
拠
を
可
能
な
限
り
明
確
化
す
る
こ
と
 

（
2
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

出
来
る

限
り
具

体
的
な

内
容
を

接
続
約

款
に
規

定
し
、

個
別
の

料
金
金
額
の
規
定
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
早
急
に
検
討
す
る
こ
と
 

（
3
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

接
続
事

業
者
と

の
協
議

に
お
い

て
十
分

な
情
報

の
開
示

を
行
う

こ
と
 

（
4
）
（

1
）

の
工

事
費
又

は
保
守

費
に
つ

い
て
、

適
正
な

按
分
等

に
よ
り

接
続
事

業
者
の

間
で
不

公
平
が

な
い
よ

う
に
す
る
こ
と
 

（
5
）
接
続
事
業
者
が
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
し
て
工
事
又
は
保
守
を
行
う
場
合
に
貴
社
が
立
会
い
を
行
う
場
合
、

そ
の
費
用
の
負
担
を
接
続
事
業
者
に
求
め
る
場
合
に
は
、
必
要
最
小
限
の
場
合
に
限
定
し
た
立
会
い
を
前

提

と
す
る
こ
と
 

（
6
）
（

5
）

の
立

会
い
費

用
に
つ

い
て
、

立
会
い

に
要
す

る
時
間

の
モ
デ

ル
化
等

に
よ
り

１
の
立

会
い
ご

と
に
立

会
い
の
料
金
を
設
定
す
る
こ
と
を
含
め
、
必
要
以
上
に
立
会
い
に
時
間
が
か
か
る
こ
と
に
よ
り
接
続
事
業

者

の
負
担
が
過
重
な
も
の
と
な
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
 

（
7
）
（

5）
の
立
会
い
費
用
に
つ
い
て
、
（
6
）
の
よ
う
な
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
料
金
体
系
等
を
検
討
す
る
た
め

に
貴
社
に
お
け
る
必
要
最
小
限
の
立
会
い
時
間
の
把
握
に
時
間
が
か
か
り
、
省
令
改
正
の
施
行
後
こ
れ
を

即

座
に
接
続
約
款
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
事
態
も
想
定
さ
れ
る
が
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、

負

担
の
低
廉
化
に
資
す
る
観
点
か
ら
、
見
直
し
後
の
方
法
に
よ
る
立
会
い
の
費
用
負
担
額
の
適
用
を
省
令
改

正

の
施
行
日
に
遡
及
適
用
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
こ
と
 

（
8
）
（

5
）

の
立

会
い
費

用
に
つ

い
て
、

そ
の
額

の
水
準

が
立
会

い
の
よ

う
な
比

較
的
軽

微
な
作

業
に
不

相
応
に

高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
 

 

４
．
そ
の
他
の
措
置
 

（
2
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

設
備
に

関
す
る

一
般
商

用
電
源

の
利
用

に
つ
い

て
、
電

力
の
供

給
が
停

止
し
た

場
合
に

お
い
て
そ
の
取
り
扱
う
通
信
が
停
止
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
な
措
置
が
採
ら
れ
て
い
る
範
囲
内
で
可
能
と

す

る
こ
と
 

（
3
）
そ
の
他
、
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
条
件
に
お
い
て
貴
社
と
接
続
事
業
者
と
の
同
等
性
を
確
保
す
る
こ
と
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Ⅳ
「
情
報
通
信
審
議
会
第
二
次
答
申
に
お
け
る
措
置
事
項
に
つ
い
て
」（

平
成
13
年
７
月
2
3
日
総
基
料
第
2
5
2
号
）（

抜

粋
）
 

１
 
Ｒ
Ｔ
設
置
施
設
等
へ
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
実
態
調
査
 

配
線
区
間
に
お
け
る
細
分
化
（
ア
ン
バ
ン
ド
ル
）
の
実
現
の
た
め
に
は
、
遠
隔
収
容
装
置
（
Ｒ
Ｔ
）
設
置
施
設

及
び
電

柱
に

接
続

事
業

者
設

備
の

設
置

（
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

）
を

行
う

こ
と

が
確

保
さ

れ
る

こ
と

が
有

用
と

考

え
ら
れ

る
と

こ
ろ

、
そ

の
現

実
的

可
能

性
の

検
討

に
資

す
る

為
、

そ
の

配
置

や
空

き
状

況
等

に
つ

い
て

早
急

に

実
態
を
調
査
し
、
こ
れ
を
公
表
す
る
こ
と
 

  

Ⅴ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
及
び
光
フ
ァ
イ
バ
の
保
留
期
間
の
変
更
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平
成
13
年

1
2月

2
7
日
総
基
料
第
4
9
2
号
）
（
抜
粋
）
 

２
 
貴
社
に
お
い
て
、
情
報
開
示
に
関
し
、
次
の
措
置
を
採
る
こ
と
。
 

（
1
）

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
上

で
開
示

し
て
い

る
コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

の
空

き
状

況
や
中

継
系
光

フ
ァ
イ

バ
の
提

供
可
能

区
間
に
関
す
る
情
報
等
に
つ
い
て
、
４
週
間
程
度
を
目
途
に
更
新
し
て
い
く
こ
と
。
さ
ら
に
、
特
に
リ
ソ

ー

ス
が
枯
渇
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
ビ
ル
を
中
心
に
、
よ
り
頻
繁
に
更
新
を
行
っ
て
い
く
こ
と
 

（
2
）

情
報

開
示

項
目
に

つ
い
て

、
他
事

業
者
か

ら
の
意

見
を
踏

ま
え
つ

つ
、
可

能
な
限

り
項
目

追
加
を

行
い
、

電
力
設
備
に
係
る
情
報
に
つ
い
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
開
示
す
る
こ
と
を
早
急
に
検
討
し
報
告
す
る
こ
と
 

  

Ⅵ
「
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
情
報
に
つ
い
て
講
ず
べ
き
措
置
」（

平
成
1
4
年
５
月
3
0
日
総
基
料
第
1
3
4
号
）（

抜
粋
）
 

 
 

 
貴

社
に
お

い
て

、
電

力
に

係
る

情
報

の
う

ち
、

①
各

ビ
ル

毎
の

最
大

電
力

容
量

、
②

最
大

電
力

容
量

の
う

ち
、

未
使

用
の

電
力
容

量
、

及
び

③
保

留
さ

れ
て

い
る

が
未

割
当

（
未

使
用

）
で

あ
る

電
力

容
量

に
つ

い
て

、
ま

た
、

ス
ペ

ー
ス

及
び
Ｍ

Ｄ
Ｆ

に
つ

い
て

は
、

④
未

使
用

量
及

び
⑤

保
留

さ
れ

て
い

る
が

未
使

用
で

あ
る

量
に

つ
い

て
、

個
別
事
業
者
か
ら
の
要
望
が
あ
る
場
合
に
は
、
情
報
開
示
を
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
総
務
省
に
報
告

を
行
う
こ
と
 

  Ⅶ
「

Ｄ
Ｓ

Ｌ
サ
ー

ビ
ス

及
び

光
サ

ー
ビ

ス
関

連
の

Ｏ
Ｓ

Ｓ
の

開
放

に
つ

い
て

」
（

平
成

14
年

８
月

２
日

総
基

料
第

20
3

号
）
（
抜
粋
）
 

２
．
光
サ
ー
ビ
ス
関
連
等
 

（
３
）
増
床
等
の
具
体
的
な
計
画
の
情
報
の
開
示
 

機
械
室
の
増
床
等
を
行
う
計
画
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
情
報
を
ウ
ェ
ブ
上
で
開
示
す
る
こ
と
。
 

  

Ⅷ
「
Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線
管
理
運
営
費
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
」（

平
成
1
6
年
３
月
1
0
日
総
基
料
第
5
7
号
）（

抜

粋
）
 

（
５

）
 
電

力
設

備
及

び
空

調
設

備
に

係
る

設
備

使
用

料
が

よ
り

適
正

な
も

の
と

な
る

よ
う

新
た

な
算

定
方

法
に

つ
い
て
検
討
を
行
い
、
平
成
1
6
年
度
接
続
料
の
再
計
算
に
併
せ
て
報
告
す
る
こ
と
。
 

 （
６

）
 
透

明
性

の
確

保
の

た
め

、
次

年
度

か
ら

接
続

会
計

報
告

書
に

お
い

て
、

接
続

事
業

者
が

負
担

す
る

コ
ロ

ケ
ー
シ
ョ
ン
費
用
に
つ
い
て
土
地
・
建
物
、
電
気
料
、
電
力
設
備
使
用
料
等
に
区
分
し
て
記
載
す
る
こ
と
。
 

 （
７
）
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
収
入
の
控
除
を
行
う
費
用
区
分
の
細
分
化
等
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、

そ
の

結
果

を
平
成

16
年

６
月

末
ま

で
に

総
務
省
に

報
告

を
行
い
、

平
成

15
年

度
接

続
会

計
に
反
映

さ
せ

る

こ
と
。
 

  

Ⅸ
「

コ
ロ

ケ
ー
シ

ョ
ン

ル
ー

ル
の

見
直

し
等

に
係

る
接

続
ル

ー
ル

の
整

備
に

対
す

る
情

報
通

信
審

議
会

答
申

に
関

し

講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）」
（
平
成
1
9
年
４
月
2
6
日
総
基
料
第
1
0
0
号
）（

抜
粋
）
 

２
．
局
舎
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

（
１

）
貴

社
の

局
舎

に
設

置
し

た
電

気
通

信
設

備
に

係
る

通
信

を
局

舎
外

に
伝

送
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
他

の

電
気

通
信

事
業

者
の

専
用

線
等

を
利

用
す

る
際

に
設

置
す

る
回

線
終

端
装

置
に

つ
い

て
は

、
接

続
約

款
に

基

づ
き
取
り
扱
う
こ
と
。
 

（
２
）
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ
ー
ス
の
過
剰
保
留
を
抑
制
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
（
平
成

1
9
年
７
月
を

目
途
に
接
続
約
款
の
変
更
認
可
申
請
を
行
う
こ
と
。）
。
 

（
３

）
貴

社
の

局
舎

内
に

設
置

さ
れ

て
い

る
電

気
通

信
設

備
の

安
全

確
保

に
関

し
て

必
要

な
規

定
を

整
備

す
る

こ

と
（
平
成

19
年
７
月
を
目
途
に
接
続
約
款
の
変
更
認
可
申
請
を
行
う
こ
と
。）
。

 

 ３
．
電
柱
に
お
け
る
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
措
置
 

（
３

）
接

続
事

業
者

が
電

柱
上

に
設

置
し

た
Ｖ

Ｄ
Ｓ

Ｌ
装

置
と

貴
社

の
メ

タ
ル

Ｐ
Ｏ

Ｉ
ケ

ー
ブ

ル
を

接
続

す
る

た

め
の

電
気

通
信

回
線

設
備

を
、

当
該

接
続

事
業

者
が

電
柱

上
の

添
架

ポ
イ

ン
ト

に
迅

速
か

つ
容

易
に

設
置

す

る
こ
と
が
困
難
な
場
合
、
貴
社
は
、
技
術
的
又
は
経
済
的
に
困
難
で
な
い
限
り
、
当
該
メ
タ
ル
Ｐ
Ｏ
Ｉ
ケ
ー
ブ

ル
を
当
該
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
装
置
ま
で
延
伸
す
る
こ
と
に
よ
り
対
応
す
る
こ
と
（
平
成

1
9
年
４
月
か
ら
平
成

20
年

３
月

ま
で

の
間

の
接

続
事

業
者

の
要

望
を

踏
ま

え
た

検
討

状
況

に
つ

い
て

、
四

半
期

ご
と

に
総

務
省

に
報

告

す
る
こ
と
。）
。
 

  

Ⅹ
「

電
気

通
信
事

業
法

施
行

規
則

等
の

一
部

改
正

を
受

け
た

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
手

続
等

に
係

る
変

更
に

関
し

て
講

ず

べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）」
（
平
成
1
9
年
1
0
月
2
9
日
総
基
料
第
2
1
7
号
）（

抜
粋
）
 

１
．

 
接
続

事
業

者
が

複
数

の
中

継
ダ

ー
ク

フ
ァ

イ
バ

及
び

局
舎

ス
ペ

ー
ス

等
（

以
下

「
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

リ
ソ

ー
ス
等
」
と
い
う
。
）
を
一
体
と
し
て
利
用
す
る
場
合
の
手
続
と
し
て
、
当
該
複
数
の
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
リ
ソ

ー
ス

等
を

一
体
と

し
て

利
用
す
る

場
合

の
申
込
み

を
選

択
で
き
る

こ
と

と
す
る
規

定
及

び
接
続
事

業
者

の
負

担
が

過
度

な
も
の

と
な

ら
な
い
よ

う
、

当
該
申
込

み
の

調
査
に
お

い
て

一
部
の
コ

ロ
ケ

ー
シ
ョ
ン

リ
ソ

ー
ス
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等
に

つ
い

て
利
用

不
可

で
あ
っ
た

場
合

に
は
違
約

金
を

適
用
し
な

い
こ

と
と
す
る

規
定

等
を
そ
れ

ぞ
れ

接
続

約
款
に
お
い
て
速
や
か
に
整
備
す
る
こ
と
。
 

 ２
．

 
接
続

事
業

者
が

複
数

の
電

柱
を

一
体

と
し

て
利

用
す

る
場

合
の

手
続

と
し

て
、

当
該

複
数

の
電

柱
を

一
体

と
し

て
利

用
す
る

場
合

の
申
込
み

を
選

択
で
き
る

こ
と

と
す
る
規

定
及

び
接
続
事

業
者

の
負
担
が

過
度

な
も

の
と

な
ら

な
い
よ

う
、

当
該
申
込

み
の

調
査
に
お

い
て

一
部
の
電

柱
に

つ
い
て
利

用
不

可
で
あ
っ

た
場

合
に

は
違

約
金
を

適
用

し
な

い
こ

と
と

す
る

規
定

等
を

そ
れ

ぞ
れ

接
続

約
款

に
お

い
て

速
や

か
に

整
備

す
る

こ
と

。 

 ４
．

 
コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
リ

ソ
ー

ス
等

の
更

な
る

有
効

活
用

に
向

け
、

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
リ

ソ
ー

ス
等

の
調

査
期

間
の
一
層
の
短
縮
化
に
努
め
る
こ
と
。
 

                          
 

別
添
 

 

答
申

書
（

抜
粋

）
 

 

平
成

１
１

年
１

２
月

１
７

日
付

け
諮

問
第

３
８

号
を

も
っ

て
諮

問
さ

れ
た

事
案

に
つ

い
て

、
審

議
の

結
果

、
下

記
の

と
お

り
答

申

す
る

。
 

記
 

１
 

東
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
及

び
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社
（

以
下
「

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
」
と

い
う

。
）
が

指
定
電

気
通

信
設

備
に

関
す

る
接

続
約

款
を

変
更

す
る

こ
と

に
つ

い
て

は
、

 

新
設

の
申

請
が

な
さ

れ
て

い
る

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
き

に
お

い
て

、
接

続
事

業
者

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
請

求
す

る
装

置
に

つ
い

て
、

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
に

お
い

て
そ

れ
が

「
接

続
に

必
要

な
装

置
」

で
は

な
い

こ
と

が
明

白
と

す
る

理
由

を
説

明
出

来

な
い

場
合

に
は

そ
の

請
求

を
承

諾
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

 

が
確

保
さ

れ
た

場
合

に
は

、
認

可
す

る
こ

と
が

適
当

と
認

め
ら

れ
る

。
 

 ３
 

お
っ

て
、
郵

政
省

が
認

可
を

行
う

に
当

た
っ

て
は

、
提

出
さ

れ
た

意
見

及
び

再
意

見
を

踏
ま

え
て

、
特

に
以

下
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
る

こ
と

を
要

望
す

る
。

 

（
1
）

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
措

置
 

ア
 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
に

お
い

て
、

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

必
要

と
す

る
設

備
が

、
不

当
に

対
象

外
と

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

、
別

紙
の

考
え

方
４

８
の

趣
旨

に
つ

い
て

東
西

Ｎ
Ｔ

Ｔ
に

対
し

て
求

め
る

こ
と

。
 

イ
 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ヨ

ン
に

際
し

て
、

接
続

事
業

者
が

工
事

や
保

守
を

行
う

こ
と

に
関

し
て

、
そ

の
手

続
等

が
円

滑
な

接
続

の
た

め
に

重
要

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

、
こ

れ
を

接
続

約
款

に
お

い
て

規
定

す
る

よ
う

ル
ー

ル
を

整
備

す
る

こ
と

。
 

 

（
考

え
方

４
８

）
 

今
回

の
接

続
約

款
の

規
定

の
変

更
案

は
、「
（

第
２

次
）
接

続
料

の
算

定
に

関
す

る
研

究
会

」
報

告
書

の
趣

旨
に

則
っ

た
も

の
と

い
う

こ
と

で
、

第
１

６
条

第
３

項
、

第
４

頁
に

規
定

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
。

 

第
３

項
は

接
続

事
業

者
の

必
要

性
を

基
本

と
す

る
考

え
方

に
則

し
て

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
手

続
に

つ
い

て
定

め
た

も

の
と

し
て

運
用

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
第

３
項

で
求

め
ら

れ
る

書
面

に
は

接
続

事
業

者
が

接
続

に
際

し
て

そ
の

設
備

を
用

い
る

こ

と
が
「

技
術

的
・
経

済
的

代
替
性

の
観

点
で

合
理

的
範

囲
内

」
で

あ
る

と
述

べ
る

こ
と

で
足

る
と

解
さ

れ
、
そ

の
判

断
が

基
本

と

さ
れ

る
以

上
、
当

該
設

備
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

対
象

設
備

に
該

当
す

る
か

否
か

を
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

が
「

審
査

」
し

た
り

、「
怒

意
的

な
判

断
」

に
よ

っ
て

こ
れ

を
覆

す
こ

と
は

出
来

な
い

。
 

接
続

事
業

者
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

請
求

す
る

装
置

が
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
対

象
外

で
あ

る
と

す
る

た
め

に
は

、
接

続
に

必
要

な
装

置
で

は
な

い
こ

と
が

明
白

で
あ

る
こ

と
の

理
由

を
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

に
お

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
出

来
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

こ
れ

に
対

し
て

、
申

請
さ

れ
て

い
る

接
続

約
款

案
第

１
６

条
第

４
項

に
関

し
て

、
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

の
考

え
で

は
、
接

続
に
「

不
可

欠
」
で

あ
る

か
ど

う
か

に
つ

い
て
「

疑
義

」
が

あ
る

場
合

に
、
コ

ロ
ケ

ー
シ

ヨ
ン

対
象

外
で

は
な

い
か

協
議

を
行

う
と

し
て

お
り
、

第
４

項
の

規
定

に
お

い
て

も
装

置
が

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
対

象
と

な
る

こ
と

に
つ

い
て

挙
証

責
任

を
接

続
事

業
者

に
対

し
て

負
わ

せ
る

こ
と

と
し

て
い

て
適

切
で

は
な

い
。

 

コ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

対
象

範
囲

に
関

し
て

行
う

協
議

は
、
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

が
、
接

続
事

業
者

が
接

続
に

際
し

て
当

該
設

備
を

用
い

る
必

要
性

が
な

い
こ

と
に

つ
い

て
明

白
に

理
由

を
説

明
出

来
る

場
合

に
限

っ
て

申
し

入
れ

る
こ

と
が

出
来

る
こ

と
と

す
べ

き
で

あ
る

。
東

西
Ｎ

Ｔ
Ｔ

の
再

意
見

に
あ

る
よ

う
な

、
単

に
当

該
装

置
が
「

接
続

に
不

可
欠

で
あ

る
か

ど
う

か
に

つ
い

て
疑

義
が

あ
る

」

こ
と

を
も

っ
て

こ
の

協
議

を
行

う
た

め
の

理
由

と
し

て
は

な
ら

な
い

。
 

郵
政

省
に

お
い

て
上

記
の

趣
旨

を
徹

底
さ

せ
る

べ
き

で
あ

り
、
申

請
さ

れ
て

い
る

第
１

６
条

第
４

項
に

つ
い

て
も

修
正

が
必

要

で
あ

る
。
万

が
一
に

も
不

適
切

な
運

用
が

な
さ

れ
る

場
合

に
は

現
在

の
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ル
ー

ル
を

見
直

す
必

要
も

想
定

さ
れ

る

が
、

 
ま

ず
は

そ
の

運
用

の
実

態
を

見
守

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。
（

以
下

略
）
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総
基

料
第

6
4

号
 

平
成

30
年
３
月

23
日
 

  
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
山
村
 
雅
之
 
殿
 

    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
渡
辺
 
克
也
 

   

接
続
料
・
接
続
条
件
等
に
つ
い
て
の
説
明
会
の
開
催
等
に
つ
い
て
（
要
請
）
 

 

標
記
に
つ
い
て
、「

東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
第
一
種
指
定
電

気
通
信
設
備
に
関
す
る
接
続
約
款
の
変
更
の
認
可
（
次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
お
け
る
網
終
端
装
置
の
増

設
メ
ニ
ュ
ー
の
追
加
）
に
つ
い
て
」（

平
成

29
年

12
月

22
日
諮
問
第

30
99

号
）
に
関
し
、
別
紙
の
と
お

り
情
報
通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
よ
り
答
申
（
平
成

30
年
３
月

23
日
情
郵
審
第

12
号
）
が
な
さ
れ

た
こ
と
を
踏
ま
え
、
下
記
の
と
お
り
、
貴
社
に
お
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
な
お
、「

光
フ
ァ

イ
バ
設
備
に
係
る
接
続
料
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平
成

13
年
９
月
５
日
総
基
料
第

31
5

号
）
は
こ
れ
を
廃
止
す
る
。
 

お
っ
て
、
下
記
の
ほ
か
、
当
該
答
申
で
は
、
次
に
つ
い
て
要
望
（
記
２
（
２
））

が
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
こ

れ
ら
が
着
実
に
実
現
す
る
よ
う
、
総
務
省
に
お
い
て
状
況
を
注
視
し
必
要
に
応
じ
対
応
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
 

①
  

本
件
追
加
メ
ニ
ュ
ー
か
ら
現
行
メ
ニ
ュ
ー
へ
の
移
行
を
接
続
事
業
者
（
※
１
）
が
要
望
す
る
場
合

は
、
貴
社
に
お
い
て
、
接
続
約
款
の
規
定
に
従
い
こ
れ
を
ス
ム
ー
ズ
に
実
現
で
き
る
よ
う
対
応
す
る

こ
と
。
 

②
  

現
行
メ
ニ
ュ
ー
で
の
対
応
の
方
向
性
が
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
対
し
早
期
に
明
ら
か
に
さ

れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
こ
ろ
、
貴
社
に
お
い
て
、「

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に

関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
関
連
事
項
）」
（
平
成

30
年
２
月

26
日

総
基
料
第

33
号
）
に
基
づ
き
現
行
メ
ニ
ュ
ー
に
関
す
る
検
討
状
況
を
総
務
省
に
報
告
し
た
後
速
や

か
に
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
説
明
す
る
場
を
設
け
る
こ
と
。
 

 
 

 
※

１
 

潜
在

的
な

接
続

事
業

者
を

含
む

。
以

下
同

じ
。

 

 

記
 

 １
 
接
続
事
業
者
の
役
務
の
提
供
条
件
に
大
き
く
関
わ
る
接
続
料
及
び
接
続
条
件
の
設
定
や
変
更
に
つ
い
て
は
、

十
分
な
時
間
的
配
慮
を
も
っ
て
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
へ
の
説
明
会
を
開
催
し
、
そ
れ
に
よ
り
寄
せ
ら
れ

る
当
該
関
係
事
業
者
等
の
意
見
・
要
望
に
つ
い
て
も
十
分
検
討
を
行
っ
た
上
で
必
要
な
対
応
を
行
う
こ
と
。
 

 ２
 
貴
社
が
関
門
系
ル
ー
タ
の
増
設
（
※
２
）
を
可
能
と
す
る
卸
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
場
合
に
は
、
当

該
役
務
を
提
供
す
る
旨
及
び
そ
の
具
体
的
な
提
供
条
件
や
提
供
可
否
に
関
す
る
回
答
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
た

め
の
手
続
に
関
す
る
情
報
を
、
同
種
の
関
門
系
ル
ー
タ
の
接
続
料
及
び
接
続
条
件
に
関
す
る
情
報
に
併
せ
て
、

接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
対
し
開
示
す
る
こ
と
。
 

※
２
 

回
線

容
量

の
拡

大
を

含
む

。
 

 

以
上
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総
基

料
第

6
4

号
 

平
成

30
年
３
月

23
日
 

  
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
村
尾
 
和
俊
 
殿
 

    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
渡
辺
 
克
也
 

   

接
続
料
・
接
続
条
件
等
に
つ
い
て
の
説
明
会
の
開
催
等
に
つ
い
て
（
要
請
）
 

 

標
記
に
つ
い
て
、「

東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
第
一
種
指
定
電

気
通
信
設
備
に
関
す
る
接
続
約
款
の
変
更
の
認
可
（
次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
お
け
る
網
終
端
装
置
の
増

設
メ
ニ
ュ
ー
の
追
加
）
に
つ
い
て
」（

平
成

29
年

12
月

22
日
諮
問
第

30
99

号
）
に
関
し
、
別
紙
の
と
お

り
情
報
通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
よ
り
答
申
（
平
成

30
年
３
月

23
日
情
郵
審
第

12
号
）
が
な
さ
れ

た
こ
と
を
踏
ま
え
、
下
記
の
と
お
り
、
貴
社
に
お
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
な
お
、「

光
フ
ァ

イ
バ
設
備
に
係
る
接
続
料
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
」（

平
成

13
年
９
月
５
日
総
基
料
第

31
5

号
）
は
こ
れ
を
廃
止
す
る
。
 

お
っ
て
、
下
記
の
ほ
か
、
当
該
答
申
で
は
、
次
に
つ
い
て
要
望
（
記
２
（
２
））

が
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
こ

れ
ら
が
着
実
に
実
現
す
る
よ
う
、
総
務
省
に
お
い
て
状
況
を
注
視
し
必
要
に
応
じ
対
応
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
 

①
  

本
件
追
加
メ
ニ
ュ
ー
か
ら
現
行
メ
ニ
ュ
ー
へ
の
移
行
を
接
続
事
業
者
（
※
１
）
が
要
望
す
る
場
合

は
、
貴
社
に
お
い
て
、
接
続
約
款
の
規
定
に
従
い
こ
れ
を
ス
ム
ー
ズ
に
実
現
で
き
る
よ
う
対
応
す
る

こ
と
。
 

②
  

現
行
メ
ニ
ュ
ー
で
の
対
応
の
方
向
性
が
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
対
し
早
期
に
明
ら
か
に
さ

れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
こ
ろ
、
貴
社
に
お
い
て
、「

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に

関
し
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
関
連
事
項
）」
（
平
成

30
年
２
月

26
日

総
基
料
第

33
号
）
に
基
づ
き
現
行
メ
ニ
ュ
ー
に
関
す
る
検
討
状
況
を
総
務
省
に
報
告
し
た
後
速
や

か
に
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
説
明
す
る
場
を
設
け
る
こ
と
。
 

 
 

 
※

１
 

潜
在

的
な

接
続

事
業

者
を

含
む

。
以

下
同

じ
。

 

 

記
 

 １
 
接
続
事
業
者
の
役
務
の
提
供
条
件
に
大
き
く
関
わ
る
接
続
料
及
び
接
続
条
件
の
設
定
や
変
更
に
つ
い
て
は
、

十
分
な
時
間
的
配
慮
を
も
っ
て
接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
へ
の
説
明
会
を
開
催
し
、
そ
れ
に
よ
り
寄
せ
ら
れ

る
当
該
関
係
事
業
者
等
の
意
見
・
要
望
に
つ
い
て
も
十
分
検
討
を
行
っ
た
上
で
必
要
な
対
応
を
行
う
こ
と
。
 

 ２
 
貴
社
が
関
門
系
ル
ー
タ
の
増
設
（
※
２
）
を
可
能
と
す
る
卸
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
場
合
に
は
、
当

該
役
務
を
提
供
す
る
旨
及
び
そ
の
具
体
的
な
提
供
条
件
や
提
供
可
否
に
関
す
る
回
答
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
た

め
の
手
続
に
関
す
る
情
報
を
、
同
種
の
関
門
系
ル
ー
タ
の
接
続
料
及
び
接
続
条
件
に
関
す
る
情
報
に
併
せ
て
、

接
続
事
業
者
・
関
係
団
体
に
対
し
開
示
す
る
こ
と
。
 

※
２
 

回
線

容
量

の
拡

大
を

含
む

。
 

 

以
上
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総
基

料
第

1
0
9

号
 

平
成

30
年
５
月

25
日
 

  
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

 
 
代
表
取
締
役
社
長
 
山
村
 
雅
之
 
殿
 

    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
渡
辺
 
克
也
 

    

平
成

30
年
度
の
接
続
料
の
新
設
及
び
改
定
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
 

  

「
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
に
関

す
る
接
続
約
款
の
変
更
の
認
可
（
平
成

30
年
度
の
接
続
料
の
新
設
及
び
改
定
等
）
に
つ
い
て
」（

平
成

30

年
３
月

23
日
諮
問
第

31
01

号
）
に
関
し
、
別
紙
の
と
お
り
情
報
通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
よ
り
答

申
（
平
成

30
年
５
月

25
日
情
郵
審
第

17
号
）
が
な
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
今
後
、
下
記
の
事
項
に
つ

い
て
、
貴
社
に
お
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

 

記
 

 １
 
中
継
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
の
接
続
料
の
よ
う
に
接
続
事
業
者
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
金
額
変
動
に
つ
い
て
、

毎
年

10
月
末
の
再
計
算
報
告
に
併
せ
、
次
年
度
の
速
報
値
の
情
報
開
示
（
変
動
に
つ
い
て
の
説
明
を
含
む
。）

を
行
う
こ
と
。
 

 ２
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
費
用
の
予
見
性
向
上
の
た
め
の
取
組
に
つ
い
て
、
更
に
改
善
の
余
地
が
な
い
か
検
討
を

進
め
る
こ
と
。
 

 ３
 
上
記
１
及
び
２
の
検
討
結
果
（
情
報
開
示
の
具
体
的
な
対
象
及
び
方
法
を
含
む
。）

に
つ
い
て
、
本
年

10
月

末
ま
で
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
後
情
報
開
示
の
具
体
的
な
対
象
及
び
方
法
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、

そ
の
理
由
と
併
せ
て
、
当
該
変
更
を
行
う
最
初
の
情
報
開
示
の
日
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
ま
た
、
こ
れ
ら

の
報
告
内
容
に
つ
い
て
は
、
上
記
１
及
び
２
に
よ
る
情
報
開
示
と
併
せ
て
開
示
す
る
こ
と
。
 

 ４
 
「
加
入
電
話
・
IS
DN

通
話
料
」
及
び
「
ひ
か
り
電
話
」
に
係
る
接
続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検
証
に

に
つ
い
て
、
貴
社
に
着
信
す
る
通
話
と
他
の
電
気
通
信
事
業
者
に
着
信
す
る
通
話
が
区
別
さ
れ
て
い
な
い
中

で
は
、
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
た
め
に
貴
社
が
接
続
に
つ
い
て
他
の
電
気
通
信
事
業
者
に
支
払
う
金

額
を
振
替
接
続
料
総
額
に
加
え
て
検
証
を
行
う
こ
と
が
適
当
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
今
後
の
貴
社
に
お
け

る
検
証
方
法
の
見
直
し
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。
 

 

以
上
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総
基

料
第

1
0
9

号
 

平
成

30
年
５
月

25
日
 

西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

代
表
取
締
役
社
長
 
村
尾
 
和
俊
 
殿
 

総
務
省
総
合
通
信
基
盤
局
長
 

渡
辺
 
克
也
 

平
成

30
年
度
の
接
続
料
の
新
設
及
び
改
定
等
に
関
し
て
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て
（
要
請
）
 

「
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
に
関

す
る
接
続
約
款
の
変
更
の
認
可
（
平
成

30
年
度
の
接
続
料
の
新
設
及
び
改
定
等
）
に
つ
い
て
」（

平
成

30

年
３
月

23
日
諮
問
第

31
01

号
）
に
関
し
、
別
紙
の
と
お
り
情
報
通
信
行
政
・
郵
政
行
政
審
議
会
よ
り
答

申
（
平
成

30
年
５
月

25
日
情
郵
審
第

17
号
）
が
な
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
今
後
、
下
記
の
事
項
に
つ

い
て
、
貴
社
に
お
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。
 

記
 

１
 
中
継
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
の
接
続
料
の
よ
う
に
接
続
事
業
者
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
金
額
変
動
に
つ
い
て
、

毎
年

10
月
末
の
再
計
算
報
告
に
併
せ
、
次
年
度
の
速
報
値
の
情
報
開
示
（
変
動
に
つ
い
て
の
説
明
を
含
む
。）

を
行
う
こ
と
。
 

２
 
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
費
用
の
予
見
性
向
上
の
た
め
の
取
組
に
つ
い
て
、
更
に
改
善
の
余
地
が
な
い
か
検
討
を

進
め
る
こ
と
。
 

３
 
上
記
１
及
び
２
の
検
討
結
果
（
情
報
開
示
の
具
体
的
な
対
象
及
び
方
法
を
含
む
。）

に
つ
い
て
、
本
年

10
月

末
ま
で
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
後
情
報
開
示
の
具
体
的
な
対
象
及
び
方
法
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、

そ
の
理
由
と
併
せ
て
、
当
該
変
更
を
行
う
最
初
の
情
報
開
示
の
日
ま
で
に
報
告
す
る
こ
と
。
ま
た
、
こ
れ
ら

の
報
告
内
容
に
つ
い
て
は
、
上
記
１
及
び
２
に
よ
る
情
報
開
示
と
併
せ
て
開
示
す
る
こ
と
。
 

４
 
「
加
入
電
話
・
IS
DN

通
話
料
」
及
び
「
ひ
か
り
電
話
」
に
係
る
接
続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検
証
に

に
つ
い
て
、
貴
社
に
着
信
す
る
通
話
と
他
の
電
気
通
信
事
業
者
に
着
信
す
る
通
話
が
区
別
さ
れ
て
い
な
い
中

で
は
、
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
た
め
に
貴
社
が
接
続
に
つ
い
て
他
の
電
気
通
信
事
業
者
に
支
払
う
金

額
を
振
替
接
続
料
総
額
に
加
え
て
検
証
を
行
う
こ
と
が
適
当
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
今
後
の
貴
社
に
お
け

る
検
証
方
法
の
見
直
し
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。
 

以
上
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1 

接
続

料
と

利
用

者
料

金
の

関
係

の
検

証
に

関
す

る
指

針
 平

成
3

0
年

２
月

 

（平
成

30
年

９月
最

終
改

定
） 

総
務

省
 

１
．

目
的

等
 

本
指

針
は

、
接

続
料

と
利

用
者

料
金

と
の

関
係

に
つ

い
て

、
価

格
圧

搾
に

よ
る

不
当

な
競

争

を
引

き
起

こ
す

も
の

と
な

ら
な

い
か

を
検

証
し

、
そ

の
結

果
に

応
じ

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備

接
続

料
規

則
（
平

成
1
2
年

郵
政

省
令

第
6
4
号

）
第

1
4
条

の
２

の
規

定
に

よ
る

接
続

料
の

水
準

の

調
整

そ
の

他
の

必
要

な
対

応
を

行
う

た
め

の
基

本
的

な
方

法
に

つ
い

て
定

め
る

も
の

で
あ

る
。

 

２
．

用
語

の
意

義
 

本
指

針
に

お
い

て
次

の
各

号
に

掲
げ

る
用

語
の

意
義

は
、

当
該

各
号

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ

る
。

 

（
１

）
事

業
者

 
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

を
設

置
す

る
電

気
通

信
事

業
者

（
２

）
接

続
料

 
電

気
通

信
設

備
と

の
接

続
に

関
し

事
業

者
が

取
得

す
べ

き
金

額

（
３

）
認

可
接

続
料

 
電

気
通

信
事

業
法

（
昭

和
5
9
年

法
律

第
8
6
号

）
第

3
3
条

第
２

項
の

規
定

に

基
づ

き
認

可
を

受
け

る
べ

き
接

続
料

（
同

条
第

７
項

の
規

定
に

よ
り

届
け

出
ら

れ
る

べ
き

も

の
を

含
む

。
）

（
４

）
他

事
業

者
接

続
料

 
電

気
通

信
設

備
と

の
接

続
に

関
し

事
業

者
が

他
の

電
気

通
信

事
業

者
に

支
払

う
金

額

（
５

）
利

用
者

料
金

 
事

業
者

が
そ

の
設

置
す

る
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

を
用

い
て

提
供

す
る

電
気

通
信

役
務

（
卸

電
気

通
信

役
務

を
除

く
。

）
に

関
す

る
料

金

そ
の

他
、

本
指

針
で

用
い

る
用

語
の

意
義

は
、

電
気

通
信

事
業

法
、

電
気

通
信

事
業

法
施

行
規

則
（
昭

和
6
0
年

郵
政

省
令

第
2
5
号

）
、

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備
接

続
会

計
規

則
（
平

成
９

年
郵

政
省

令
第

9
1
号

）
及

び
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
で

用
い

る
用

語

の
例

に
よ

る
。

 

３
．

検
証

の
実

施
方

法
 

（
１

）
検

証
時

期

2 

事
業

者
は

、
電

気
通

信
事

業
法

第
3
3
条

第
1
4
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

可
接

続
料

の
再

計
算

及
び

同
条

第
２

項
の

規
定

に
基

づ
く
接

続
約

款
の

認
可

の
申

請
（
以

下
「
認

可
申

請
」
と

い
う

。
）

に
際

し
、

本
指

針
に

基
づ

き
検

証
を

行
う

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

（
２

）
の

検
証

対
象

に
関

係
す

る

接
続

料
、

他
事

業
者

接
続

料
及

び
利

用
者

料
金

に
変

更
が

な
い

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

（
２

）
検

証
対

象

本
件

検
証

は
、

当
面

、
次

の
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
行

う
も

の
と

す
る

。
 

①
加

入
電

話
・
IS

D
N

基
本

料

②
加

入
電

話
・
IS

D
N

通
話

料

③
フ

レ
ッ

ツ
A

D
S
L

④
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

⑤
フ

レ
ッ

ツ
光

ラ
イ

ト

⑥
ひ

か
り

電
話

⑦
ビ

ジ
ネ

ス
イ

ー
サ

ワ
イ

ド

⑧
そ

の
他

総
務

省
が

決
定

す
る

サ
ー

ビ
ス

メ
ニ

ュ
ー

（
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
第

８
条

第
２

項
第

１
号

の
規

定
（
将

来
原

価
方

式
）
に

基
づ

き
接

続
料

が
算

定
さ

れ
た

機
能

を
利

用
し

て
提

供
さ

れ
る

サ
ー

ビ
ス

に
属

す
る

も
の

を
基

本
と

す
る

。
）

（
３

）
検

証
方

法

検
証

対
象

ご
と

に
、

利
用

者
料

金
に

よ
る

収
入

と
、

そ
の

利
用

者
料

金
が

設
定

さ
れ

て
い

る

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

用
い

ら
れ

る
機

能
ご

と
の

振
替

接
続

料
（
当

該
機

能
の

利
用

の
た

め
に

第

一
種

指
定

設
備

利
用

部
門

が
負

担
す

べ
き

認
可

接
続

料
そ

の
他

の
接

続
料

（
※

１
）
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

総
額

に
当

該
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

の
た

め
に

事
業

者
が

支
払

う
他

事
業

者
接

続
料

（
※

２
）
の

総
額

を
加

え
た

も
の

（
以

下
「
接

続
料

等
総

額
」
と

い
う

。
）
を

比
較

し
、

そ
の

差
分

が
利

用
者

料
金

で
回

収
さ

れ
る

営
業

費
に

相
当

す
る

金
額

（
以

下
「
営

業
費

相
当

基
準

額
」
と

い
う

。

当
面

の
間

、
利

用
者

料
金

に
よ

る
収

入
の

2
0
％

と
す

る
。

）
を

下
回

ら
な

い
も

の
で

あ
る

か
を

検

証
す

る
（
※

３
）。

利
用

者
料

金
に

よ
る

収
入

に
対

応
す

る
需

要
の

範
囲

と
、

接
続

料
等

総
額

の
算

定
に

用
い

ら
れ

る
需

要
の

範
囲

は
、

一
致

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
※

１
 

当
該

機
能

の
利

用
に

係
る

特
定

接
続

が
あ

る
場

合
は

、
そ

れ
に

関
し

負
担

す
べ

き
接

続
料

を
含

む
。

ま
た

、
認

可
接

続
料

が
設

定
さ

れ
て

い
な

い
機

能
に

つ
い

て
接

続
料

に
代

え
て

卸
電

気
通

信
役

務
に

関
す

る
料

金
を

負
担

す
べ

き
場

合
に

は
、

当
該

料
金

を
含

む
。

※
２

 
検

証
対

象
に

他
事

業
者

接
続

料
を

支
払

う
需

要
が

含
ま

れ
る

場
合

に
は

、
利

用
者

料
金

額
（
単

価
）
等

に
よ

り
通

常
の

利
用

者
が

区
別

可
能

な
範

囲
内

に
お

い
て

、
他

事
業

者
接

続
料

を
支

払
う

需
要

を
で

き
る

限
り

除
く

も
の

と
す

る
。

ま
た

、
他

事
業

者
接

続
料

に
代

え
て

卸
電

気
通

信
役

務
に

関
す

る
料

金
を

支
払

う
場

合
に

は
、

当
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3 

該
料

金
を

含
む

も
の

と
す

る
。

 
※

３
 

（
２

）
⑧

に
つ

い
て

は
、

検
証

対
象

の
サ

ー
ビ

ス
メ

ニ
ュ

ー
に

設
定

さ
れ

て
い

る
利

用
者

料
金

が
、

当
該

サ
ー

ビ
ス

メ
ニ

ュ
ー

の
提

供
に

用
い

ら
れ

る
振

替
接

続
料

及
び

他
事

業
者

接
続

料
の

合
計

を
上

回
っ

て
い

る
か

を
検

証
す

る
。

４
．

結
果

の
公

表
等

 

事
業

者
は

、
検

証
の

実
施

結
果

を
そ

の
具

体
的

な
算

出
方

法
と

併
せ

て
総

務
省

に
報

告
す

る
。

ま
た

、
事

業
者

は
、

認
可

申
請

に
際

し
、

非
公

表
と

す
る

正
当

な
理

由
が

あ
る

部
分

を
除

き
、

当
該

結
果

及
び

算
出

方
法

を
公

表
す

る
。

 

５
．

利
用

者
料

金
収

入
と

接
続

料
等

総
額

の
差

分
が

営
業

費
相

当
基

準
額

を
下

回
る

場
合

の
取

扱
い

 

３
．

（
３

）
の

検
証

の
結

果
、

利
用

者
料

金
に

よ
る

収
入

と
接

続
料

等
総

額
と

の
差

分
が

営
業

費
相

当
基

準
額

を
下

回
っ

た
場

合
（
※

４
）
に

は
、

事
業

者
は

、
次

の
い

ず
れ

か
の

措
置

を
講

ず

る
。

 
※

４
 

３
．

（
２

）
⑧

に
あ

っ
て

は
、

利
用

者
料

金
が

振
替

接
続

料
及

び
他

事
業

者
接

続
料

の
合

計
を

下
回

っ
た

場
合

①
例

え
ば

、
本

件
サ

ー
ビ

ス
に

関
し

て
競

合
す

る
他

の
電

気
通

信
事

業
者

が
存

在
し

な
い

、

早
期

に
事

態
の

改
善

が
見

込
ま

れ
る

、
本

件
サ

ー
ビ

ス
の

需
要

が
減

退
し

小
さ

く
な

っ
て

い
る

と
と

も
に

そ
の

内
容

・
接

続
料

の
水

準
の

面
か

ら
他

の
電

気
通

信
事

業
者

に
と

っ
て

十
分

代
替

的
な

機
能

が
別

に
存

在
す

る
な

ど
、

価
格

圧
搾

に
よ

る
不

当
な

競
争

を
引

き
起

こ
さ

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
を

示
す

に
足

る
十

分
な

論
拠

を
、

認
可

接
続

料
の

認
可

申
請

に

際
し

て
、

そ
の

原
価

算
定

根
拠

に
お

い
て

提
示

す
る

。

②
例

え
ば

、
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
第

14
条

の
２

の
規

定
に

よ
る

接
続

料
の

水
準

の
調

整
を

行
う

、
利

用
者

料
金

の
変

更
を

行
う

な
ど

、
本

指
針

に
よ

る
検

証
の

結
果

認
め

ら
れ

る
利

用
者

料
金

に
よ

る
収

入
と

接
続

料
等

総
額

と
の

間
の

差
分

が
営

業

費
相

当
基

準
額

を
下

回
る

状
況

（
※

５
）が

解
消

さ
れ

る
所

要
の

措
置

を
講

じ
た

上
で

、
認

可

接
続

料
の

認
可

申
請

を
行

う
。

※
５

 
３

．
（
２

）
⑧

に
あ

っ
て

は
、

利
用

者
料

金
が

振
替

接
続

料
及

び
他

事
業

者
接

続
料

の
合

計
を

下
回

る
状

況

総
務

省
で

は
、

上
記

の
措

置
を

受
け

て
、

価
格

圧
搾

に
よ

る
不

当
な

競
争

を
引

き
起

こ
さ

な

い
も

の
で

あ
る

か
を

判
断

し
、

当
該

不
当

な
競

争
を

引
き

起
こ

す
も

の
と

認
め

ら
れ

る
場

合
に

は
、

電
気

通
信

事
業

法
の

規
定

に
基

づ
き

、
そ

の
是

正
に

向
け

た
措

置
を

講
ず

る
も

の
と

す
る

。
 

６
．

そ
の

他
 

4 

（
１

）
総

務
省

は
、

本
指

針
の

目
的

達
成

の
た

め
必

要
と

認
め

る
場

合
は

、
事

業
者

（
必

要
な

場

合
は

事
業

者
と

競
合

す
る

他
の

電
気

通
信

事
業

者
）
に

対
し

関
係

の
デ

ー
タ

そ
の

他
の

情
報

の
提

供
を

求
め

る
こ

と
に

よ
り

、
自

ら
検

証
を

行
う

こ
と

と
す

る
。

（
２

）
検

証
の

た
め

の
具

体
的

な
算

出
方

法
は

、
そ

の
適

正
性

の
確

保
の

た
め

必
要

な
範

囲
内

に
お

い
て

、
前

回
の

検
証

に
お

け
る

方
法

か
ら

変
更

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
事

業
者

は
、

具
体

的
な

算
出

方
法

を
変

更
し

た
と

き
は

、
「
４

．
結

果
の

公
表

等
」
に

よ
り

、
当

該
変

更
の

内
容

及

び
理

由
を

報
告

し
、

及
び

非
公

表
と

す
る

正
当

な
理

由
が

あ
る

部
分

を
除

き
公

表
す

る
も

の

と
す

る
。

（
３

）
検

証
対

象
の

範
囲

に
つ

い
て

は
、

本
指

針
の

策
定

の
２

年
後

を
目

途
に

見
直

し
の

要
否

に

つ
い

て
検

討
を

行
う

。

（
４

）
「
接

続
料

と
利

用
者

料
金

と
の

関
係

の
検

証
（
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト

）
の

運
用

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
平

成
2
4
年

７
月

）
は

、
廃

止
す

る
。

（
以

上
）
 

-68-



接
続

等
に

関
し

取
得

・
負

担
す

べ
き

金
額

に
関

す
る

裁
定

方
針

 

平
成

3
0
年

１
月

1
6
日

 

総
務

省

電
気

通
信

事
業

者
の

電
気

通
信

設
備

と
の

接
続

に
関

し
、

当
事

者
が

取
得

し
、

又
は

負
担

す

べ
き

金
額

（
以

下
「
金

額
」
と

い
う

。
）
に

つ
い

て
当

事
者

間
の

協
議

が
調

わ
な

い
と

き
は

、
電

気
通

信
事

業
法

（
昭

和
5
9
年

法
律

第
8
6
号

。
以

下
「
法

」
と

い
う

。
）
第

35
条

第
３

項
又

は
第

４
項

の
規

定

に
よ

り
、

当
事

者
の

一
方

又
は

双
方

は
、

総
務

大
臣

の
裁

定
を

申
請

す
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
こ

の
よ

う
な

申
請

を
受

理
し

た
と

き
は

、
総

務
省

で
は

、
次

の
方

針
を

基
本

と
し

て
裁

定

を
行

う
こ

と
と

す
る

。
 

１
．

 
金

額
※
に

つ
い

て
は

、
当

事
者

間
で

別
段

の
合

意
が

な
い

場
合

に
は

、
市

場
に

お
け

る
競

争

状
況

等
を

勘
案

し
、

能
率

的
な

経
営

の
下

に
お

け
る

適
正

な
原

価
に

適
正

な
利

潤
を

加
え

た
も

の
を

基
本

と
す

る
。

 

※
認

可
さ

れ
た

接
続

料
等

を
除

く
。

２
．

 
１

．
の

原
価

等
の

算
定

の
た

め
、

接
続

に
関

し
て

生
じ

る
費

用
等

、
算

定
根

拠
と

な
る

よ
う

な

デ
ー

タ
の

提
供

を
関

係
当

事
者

に
対

し
て

求
め

る
こ

と
と

す
る

。
 

３
．

 
２

．
に

お
い

て
有

効
と

認
め

ら
れ

る
デ

ー
タ

の
提

供
が

行
わ

れ
な

い
場

合
に

は
、

１
．

の
原

価

等
の

算
定

の
た

め
に

、
近

似
的

に
、

例
え

ば
長

期
増

分
費

用
モ

デ
ル

等
に

よ
り

、
他

の
費

用
等

を
用

い
る

こ
と

と
す

る
。

 

（
注

）
 

卸
電

気
通

信
役

務
の

提
供

又
は

電
気

通
信

設
備

若
し

く
は

電
気

通
信

設
備

設
置

用
工

作

物
の

共
用

に
係

る
金

額
に

関
し

て
、

当
事

者
間

の
協

議
が

調
わ

な
い

と
し

て
、

法
第

3
8
条

第

２
項

又
は

第
3
9
条

に
お

い
て

準
用

す
る

法
第

3
5
条

第
３

項
又

は
第

４
項

の
規

定
に

基
づ

き
裁

定
の

申
請

が
あ

っ
た

と
き

も
、

１
．

か
ら

３
．

ま
で

に
準

じ
て

対
応

す
る

こ
と

と
す

る
。
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東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の

接続約款の変更の認可申請の概要（抜粋）

（平成30年度の接続料の新設及び改定等）

＜補正申請反映＞

① 実績原価方式に基づく平成30年度の接続料の改定等

② 平成30年度の加入光ファイバに係る接続料の改定

③ 平成30年度の次世代ネットワークに係る接続料の新設及び改定等

平成30年６月

接続約款の変更認可申請の全体像 1

１．申請者

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）

代表取締役社長 山村 雅之

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

代表取締役社長 村尾 和俊

（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴＴ西日本」を｢ＮＴＴ東日本・西日本｣という。）

２．申請年月日

平成30年３月16日(金)
平成30年６月11日(月)補正申請

３．実施期日

平成30年６月15日（金）から実施し、平成30年４月１日(日)に遡及して適用

４．概要

省令等の改正（2/26公布）及び例年の会計整理・再計算の結果等を踏まえ、平成30年度の
・実績原価方式を適用する接続料、手続費等の改定等
・加入光ファイバに係る接続料の改定
・次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の新設・改定等

を行うため、接続約款の変更を行うもの。

なお、情報通信行政・郵政行政審議会答申（平成30年５月25日付け情郵審第17号）を踏まえ、NTT東日本・西日本が補正
申請を行ったもの（併せて当初申請の誤記等も修正）。

（参考）情報通信行政・郵政行政審議会答申（平成30年５月25日付け情郵審第17号）（抜粋）

今般申請されている接続料に算入される調整額（※）について、接続料を構成する他の費用と同様に繰延税金資産を自己資本から圧縮し
た資本構成比を用いて算定し、接続料を再算定すること。

※第一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64号）第３条の許可申請により算入されるものを含む。また、接続料に準じて計算される金額に算入されるものを含む。
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1,272 
1,298 

1,357 
1,328 

1,280 

1,438 

1,629 

1,586 

1,343 
1,354 

1,391 
1,369 

1,334 

1,453 

1,598 

1,605 

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

（単位：円/回線・月）

(＋13.3%)

(＋10.0%)

(＋8.9%)

(＋12.3%)

(▲2.6%)

(▲3.6%)

(▲1.6%)

(▲2.1%)

(＋2.7%)

(＋4.5%)

(＋0.8%)

(＋2.0%)

(▲2.6%)

(＋0.4%)

ドライカッパ接続料の推移 2

(当初申請:1,621円)

(当初申請:1,599円)

○ ドライカッパの平成30年度接続料については、需要の減少、熊本地震に伴う災害特別損失（NTT西日本の
み）や平成29年度接続料の調整額繰り延べの影響はあるものの、償却方法の定額法への移行や経営効率化
による営業費用の減少及び資本構成比の見直しによる報酬等の減少により、NTT東日本・西日本共に平成29
年度に比べほぼ横ばいで推移。

※ 回線管理運営費を含む。
※ 各年度の４月１日時点での適用料金（平成３０年度接続料は現在申請中のもの）。
※ 災害特別損失を接続料原価に算入したのは、ＮＴＴ東日本の平成２４年度から平成２６年度までの接続料（東日本大震災に起因する災害特別損失。平成２５年度接続料については、災害特別損失の一部を控
除して算定し、控除された額と同額を平成２６年度接続料に加算）及びＮＴＴ西日本の平成３０年度の接続料（平成２８年熊本地震に起因する災害特別損失）。

※赤字は補正申請による変更箇所

6,592
6,220

6,583

9,349

10,769

11,482

10,391

6,241
5,883

6,222

8,831

10,171
10,857

9,822

4,795 4,636

6,013

7,778

9,589

14,967 14,149

4,551 4,392

5,687

7,352

9,063

14,153

13,386

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度 H30年度

（単位：円／回線・月）

(▲5.7%)

(＋5.8%)

(＋41.9%)

(＋15.2%)

(▲5.6%)

(＋15.2%)

(＋42.0%)

（＋5.8%)

(▲3.3%)

(＋29.7%)

(＋29.4%)

(＋23.3%)

(＋23.3%)

(＋29.3%)

(＋29.5%)

（▲3.5%)

一般専用（3.4kHz）

ディジタルアクセス（64kbps）

一般専用（3.4kHz）

ディジタルアクセス（64kbps）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

3専用線接続料の推移

(＋56.2%)

(＋56.1%)

(＋6.6%)

(＋6.7%)

(▲5.4%)

(▲5.5%)

（▲9.5%)

(▲9.5%)

(当初申請:14,214円)

(当初申請:13,447円)

(当初申請:10,449円)

(当初申請:9,877円)

○ 専用線接続料（通信路設定伝送機能）は、需要の減少により平成25年度から上昇傾向にあったが、平成28年度実績に基づく平成
30年度接続料では、設備更改に伴う設備のスリム化効果による施設保全費の減少や設備更改のピークが過ぎたことによる固定
資産除却費の減少により、概ね値下がり傾向。

○ 一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps）の接続料は、前年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲9.5％、▲9.5％、
ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲5.5％、▲5.4％と低減。

※赤字は補正申請による変更箇所
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2,808円

2,929円

2,675円

2,490円

2,368円

2,036円

3,159円

3,292円

3,163円

2,953円

2,818円

2,458円

2,847円

2,947円

2,679円

2,553円

2,455円

2,044円

3,206円

3,353円
3,302円

3,159円

3,044円

2,595円

2,278円

2,764円

2,360円

2,978円

2,000円

2,200円

2,400円

2,600円

2,800円

3,000円

3,200円

3,400円

平成26年度

適用接続料

平成27年度

適用接続料

平成28年度

適用接続料

平成29年度

適用接続料

平成30年度

認可接続料

補正申請接続料

平成31年度

認可接続料

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ東日本

○ 加入光ファイバに係る接続料は、ＮＴＴ東日本・西日本とも、平成28年度から平成31年度にかけて低減する水
準で認可済み。

○ 平成30年度に適用される接続料は、乖離額調整の結果、認可済接続料よりも低減。

（調整額に伴う報酬額の見直し（補正申請）の影響により、認可済接続料と比べて、シングルスター方式において、ＮＴＴ東日本：
54円、ＮＴＴ西日本：66円の低減。シェアドアクセス方式においては、定額法への移行の影響で局外スプリッタの接続料が前年度
より大幅に下がったこともあり、ＮＴＴ東日本：90円、ＮＴＴ西日本：95円の低減。）

加入光ファイバ接続料の推移 4

シェアドアクセス
方式

シングルスター
方式

▲90円

▲95円

▲54円

▲66円

補正申請接続料

補正申請接続料

補正申請接続料

補正申請接続料

認可接続料

認可接続料

認可接続料

認可接続料

（当初申請：2,821円）

（当初申請：2,324円）

（当初申請：3,052円）

（当初申請：2,420円）

※赤字は補正申請による変更箇所

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）の各種設備（光屋内配線～主端末回線）を、
他の電気通信事業者が接続ルールに従って利用する場合に支払うべき接続料は、次のとおり。

※１ 光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は実績原価方式により算定。光信号主端末回線は将来原価方式により算定。
光信号分岐端末回線については、平成28年度期首時点において耐用年数を経過している設備の残存価額を一括して減価償却費として費用計上した額を除却費とみなして
設備管理運営費比率を算定している（許可申請）。

※２ 光屋内配線加算額は、引込線と一体として設置される場合にのみ適用される。
※３ 括弧内はH29年度接続料

Ｏ
Ｌ
Ｔ

管路・とう道

光配線盤

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

４分岐

分岐端末回線
（引込線）

主端末回線
局外

スプリッタ

１芯の光ファイバ（主端末回線）を最大８ユーザで共用

き線点

ＯＳＵ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

補正申請接続料※1 光屋内配線加算額※2 光信号分岐端末回線 回線管理運営費 光信号主端末回線

ＮＴＴ東日本
189円(189円)

/分岐端末回線

440円（421円）

/分岐端末回線

44円（54円）

/分岐端末回線

2,278円（2,490円）

/主端末回線

ＮＴＴ西日本
178円（180円）

/分岐端末回線

517円（499円）

/分岐端末回線

80円（70円）

/分岐端末回線

2,360円（2,553円）

/主端末回線

他事業者
IP網

ISP
網

相互接続点
相互接続点

ONU:Optical Network Unit （光回線終端装置）
OSU:Optical Subscriber Unit （光回線伝送装置：ONUと対向して光信号を伝送する装置）

最大８分岐

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 2,951円（3,154円） 5 1,129円（1,162円）

2 1,812円（1,909円） 6 1,053円（1,079円）

3 1,432円（1,494円） 7 998円（1,020円）

4 1,243円（1,287円） 8 958円（975円）

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ東日本の場合･補正後）〕

戸建て戸建て ＮＴＴ局舎ＮＴＴ局舎

シェアドアクセス方式に係る接続料（平成30年度） 5

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ西日本の場合･補正後）〕

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 3,135円（3,302円） 5 1,247円（1,260円）

2 1,955円（2,026円） 6 1,168円（1,175円）

3 1,562円（1,600円） 7 1,112円（1,114円）

4 1,365円（1,387円） 8 1,070円（1,068円）

※括弧内はH29年度接続料※括弧内はH29年度接続料

※赤字は補正申請による変更箇所
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○ ２月26日公布の省令（第一種指定電気通信設備接続料規則（以下「接続料規則」という。））改正により、異なる事業者
がNGNの同じ設備を同じように利用した場合のコストの同等性・透明性を確保するため、接続料の単位となる
「機能」を、概ね設備ごととなるようアンバンドル。本件申請は、当該アンバンドルを反映したもの。

【NGNの機能の見直し】

音声パケット変換機能

ＳＩＰサーバ機能

端末系ルータ交換機能

中継交換機能（現行）※

一般中継系ルータ交換
伝送機能

一般収容局ルータ
優先パケット識別機能（現行）

関門系ルータ交換機能

見直し前（～平成29年度） 見直し後（平成30年度～）

ＮＧＮ関係機能のアンバンドル 6

※長期増分費用(LRIC)方式に係る接続料（本年３月23日認可済）

7

機能名 機能内容 対象設備

端末系ルータ交換機能
収容ルータにより通信の交換を行う機能（一般収容局ルータ優先パケット
識別機能を除く。）

・収容ルータ（高速制御部の一部を
除く）
・SNIルータ（IP電話）

関門系ルータ交換機能
他の電気通信事業者の電気通信設備を関門系ルータ（ゲートウェイルー
タ、網終端装置）で接続する場合において、当該関門系ルータで通信の交
換を行う機能

・ゲートウェイルータ（IPoE接続）
・網終端装置（PPPoE接続）
・ゲートウェイルータ（中継局接続）

音声パケット変換機能
他の電気通信事業者の電気通信設備を関門交換機で接続する場合にお
いて、音声信号とパケットの相互間の変換を行う機能

・メディアゲートウェイ

一般中継系ルータ
交換伝送機能

中継ルータ、伝送路設備により通信の交換又は伝送を行う機能
・中継ルータ
・伝送路設備

ＳＩＰサーバ機能
収容ルータと連携してインターネットプロトコルによるパケットの伝送の制
御又は固定端末系伝送路設備の認証等を行う機能

・SIPサーバ

一般収容局ルータ

優先パケット識別機能
収容ルータにおいて特定のパケットを識別する機能 ・収容ルータのうち、高速制御部の一

部

【NGN機能の概要】

○ 新設される５つの機能（端末系ルータ交換機能、関門系ルータ交換機能、音声パケット変換機能、一般中継系ルー
タ交換伝送機能、ＳＩＰサーバ機能）及び一般収容局ルータ優先パケット識別機能について、平成30年度の接続料は、
既存機能と同様に、算定期間１年間の将来原価方式により算定（乖離額調整なし）。

新設
機能

ＮＧＮに係る接続機能の概要
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ＮＧＮに係る機能別接続料（案） 8

【機能別接続料】

※１ インタフェース相当を除く。
※２ 当初申請額は、東京：1,475.8万円、大阪：1,267.1万円

NTT東日本 NTT西日本

H30年度申請接続料 H30年度申請接続料

端末系ルータ
交換機能

下記以外 １装置（収容ルータ）ごと・月額 38.3万円 40.5万円

SNIルータ（IP電話）
１装置（SNIルータ（IP電話））

ごと・月額
46.5万円 43.1万円

一般収容局ルータ
優先パケット識別
機能

SIPサーバを用いて制御するもの １chごと・月額 1.95円 1.85円

優先クラスを識別するもの 契約数ごと・月額 2.16円 1.98円

上記以外 １装置（収容ルータ）ごと・月額 7,909円 8,071円

関門系ルータ
交換機能

網終端装置（PPPoE接続）（※1） １装置（網終端装置）ごと・月額 17.5万円 33.1万円

ゲートウェイルータ（IPoE接続） １設置場所ごと・月額

東京※2：1,476.2万円
千葉：290.1万円
埼玉：304.1万円

神奈川：308.5万円

大阪※2：1,267.4万円
兵庫：337.6万円
愛知：337.6万円
広島：337.6万円
福岡：337.6万円

ゲートウェイルータ（中継局接続）（※1） １ポートごと・月額 125.0万円 156.3万円

音声パケット変換機能 １秒ごと 0.0011631円 0.0020585円

SIPサーバ機能 １通信ごと 0.88805円 0.61622円

一般中継系ルータ
交換伝送機能

一般中継局ルータ等

ベストエフォートクラス

１Mbitごと・月額

0.00020210円 0.00028088円

優先クラス 0.00020210円 0.00028088円

高優先クラス 0.00023443円 0.00032582円

最優先クラス 0.00024252円 0.00033706円

音声利用IP通信網ルータ・伝送路 １秒ごと - 0.0020029円

※赤字は補正申請による変更箇所

9

○ QoS通信のうち、SIPサーバで帯域を確保している最優先通信及び高優先通信においては、通信品質を確保するため、通信そのものに
必要な帯域に対して一定の帯域を上乗せ※３して管理していることを踏まえ、当該上乗せ帯域を含めてトラヒックを算出している。 （ＮＴＴ
東日本・西日本共通）
※３ 最優先通信で要求帯域の20％、高優先通信で要求帯域の16％を上乗せ。

○ QoS換算係数は、中継ルータ、伝送路※４及びSNIルータ（IP電話）のコスト配賦に用いられる。

QoS通信（最優先） ： QoS通信（高優先） ： QoS通信（優先）・ベストエフォート ＝ １．２０ ： １．１６ ： １．００

【QoS換算係数】

■ 等間隔に並んで送信されたパケットが、１つの装置で複数通信のパケッ
トを束ねて転送する際に間隔がずれることを「ゆらぎ」という。

■ 「ゆらぎ」があるとパケットの間隔が詰まっているところでより大きい帯域
を使うことになる。

■ こうした「ゆらぎ」を吸収するために、ＮＧＮでは、網管理上、通信要求時
の要求帯域に対して上乗せした帯域で管理しており、品質が高いほど上
乗せする率を高く設定している。

等間隔に並んだ
パケット 時間

帯域

時間

帯域
要求帯域

ゆらぎを考慮し
上乗せした帯域

ゆらぎのある
パケット

要求帯域
87654321

87654321

遅れ遅れ遅れ

87654321

時間

時間

・ ベストエフォート ： 上乗せなし
・ ＱｏＳ（優先クラス） ： 上乗せなし
・ ＱｏＳ（高優先クラス） ： 要求帯域の１６％
・ ＱｏＳ（最優先クラス） ： 要求帯域の２０％

《当社の現行の上乗せ帯域の設定》

※４ 中継ダークファイバを含む。

○ ＮＧＮの接続料は、単一の機能に直課される固有設備に係る原価と複数の機能に配賦される共用設備（収容ルータ、中継
ルータ、伝送路、ＳＩＰサーバ）に係る原価から算定される。

○ 固有設備については、各装置ごとのコストをそれぞれ対応する需要で除して機能別接続料を算定。

○ 共用設備については、「QoS換算係数」加味後のNGNを疎通する総トラヒックでコストを除して１パケットあたり料金（機能別
接続料）を算定。その上で１パケットあたり料金にQoS換算係数（優先クラス：1.00、高優先クラス：1.16、最優先クラス：1.20）を
加味した需要を乗じ、適用接続料を算定。

○ なお、平成29年度まで算定に用いていた「帯域換算係数※１」は、情報通信行政・郵政行政審議会答申（平成29年４月14日
情郵審第12号）において示された考え方※２を踏まえ、廃止されている。

ＮＧＮに係る機能別の接続料の算定方法①

※１ 一般的にIP系の装置は、帯域差に比して装置価格差が生じておらず、スケールメリットが働くことから、そのスケールメリットを勘案しトラヒックを算出している。NTT東日本・西日本において、通信事業者等で広範
な実績のあるルータの価格を基に帯域とコストの関係式を推定し、比率を算出。

※２ 「コストに応じた考え方によらずにNGNでコスト配賦が行われた場合には、映像伝送以外の比較的狭帯域の機能に係る接続料の収入によって、NTT東日本・西日本の広帯域のサービスが内部相互補助を受ける
ことになってしまいかねないため、映像伝送サービスの競争環境を歪めてしまうことにもなりかねない。」
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ＮＧＮに係る機能別の接続料の算定方法② 10

○ 各機能に係る接続料の算定方法は以下のとおり。

端末系ルータ交換機能
（下記以外）の接続料

装置数
（収容ルータ台数）

ひかり電話ch数

網終端装置（PPPoE接続）
のコスト

ゲートウェイルータ
（中継局接続）のコスト

メディアゲートウェイのコスト

SIPサーバのコスト

中継ルータ・伝送路のコスト

（ＮＴＴ西日本のみ）音声利用IP通
信網ルータ・伝送路のコスト

収
容
ル
ー
タ
の
コ
ス
ト

高速制
御部の
一部の
コスト※

ひかり電話相当

優先パケット
識別機能相当

フレッツ光相当

高速制御部の一部
以外のコスト

SNIルータ（IP電話）のコスト

÷

優先転送サービス
契約数

装置数
（収容ルータ台数）

÷

÷

÷

優先パケット識別機能
（SIPサーバを用いて制御

するもの）の接続料

優先パケット識別機能（優先クラス
を識別するもの）の接続料

優先パケット識別機能
（上記以外）の接続料

÷

ポート実績
トラヒック
（Mbit）

一般中継系ルータ交換伝送機能
の接続料（ベストエフォート・優先）

一般中継系ルータ交換伝送機能
の接続料（高優先）

一般中継系ルータ交換伝送機能
の接続料（最優先）

QoS
換算
係数

装置数
（網終端装置台数）

ポート数

通信時間 音声パケット変換機能の接続料

関門系ルータ交換機能
（ゲートウェイルータ）の接続料

関門系ルータ交換機能
（網終端装置）の接続料

通信回数 ＳＩＰサーバ機能の接続料

÷

÷

÷

÷

装置数
（SNIルータ(IP電話)台数）

端末系ルータ交換機能（専らIP電
話の用に供するもの）の接続料

÷

固有
設備

共用
設備

端末系ルータ交換機能

関門系ルータ交換機能

音声パケット変換機能

ＳＩＰサーバ機能

一般中継系ルータ交換
伝送機能

一般収容局ルータ優先
パケット識別機能

【NGN接続料の算定方法】

※契約者数比等で各サービスに分計

÷ （ＮＴＴ西日本のみ）音声利用IP通
信網ルータ・伝送路の接続料

通信時間

UＮＩ

優先転送
事業者

ＩＳＰ事業者

UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩUＮＩ

ＶＰＮ
ユーザ

ＳＩＰサーバ

ＧＷルータ
（ＩＰｏＥ接続）

網終端
装置

（PPPoE接続）

ＩＧＳ

メディア
ゲートウェイ

網終端装置
（PPPoE接続）

ＧＷルータ
（中継局接続）

関門系ルータ
交換機能

ＳＩＰサーバ
機能

音声パケット
変換機能

中継系ルータ
交換伝送機能

優先パケット
識別機能

端末系ルータ
交換機能

優先転送
サービス・

フレッツ光ネクスト
プライオ※３

（優先）

フレッツ 光ネクスト等
（ベストエフォート：ＢＥ）

フレッツ・
ＶＰＮ

中
継
ル
ー
タ

及
び
伝
送
路

県
間

伝
送
路

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

網終端装置
（VPN）

ＩＰｏＥ接続
事業者※４

ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：4
－西：5

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

◎

ＩＧＳ接続
事業者

中継局接続
事業者

ＮＮＩ ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：2
－西：2

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

◎◎※１ ＮＮＩ◎ ＮＮＩ◎

Ｓ
Ｎ
Ｉ
ル
ー
タ

（Ｉ
Ｐ
電
話
）

イーサネット
ユーザ

◎ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

：中継局接続

：第一種指定電気通信設備利用部門がコスト総額を負担

：収容局接続 ：ＩＧＳ接続

：網改造料として回収

：中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）

※１ 網終端装置の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料としてＩＳＰ事業者が負担

※２ ＧＷルータ（中継局接続）の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料として中継局接続事業者が負担

※３ 接続点のない網内折返し通信は、接続機能にはならない

※４ ＩＰｏＥ接続事業者が自ら優先転送事業者となることも可能

※５ 県間伝送路を疎通する場合もあり

※６ 収容局接続機能利用事業者のユーザとイーサネットユーザ間でＩＰ電話により通信する場合もあり

※７ 県内通信の場合は利用しない

：優先パケット識別機能（優先クラス）

：県間伝送路（非指定設備）※７

：関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ接続）

※２

※５ ※５
※６

※６

UＮＩUＮＩUＮＩUＮＩ

ひかり電話・データコネクト
（最優先・高優先）

※５

※５

接続約款変更案に定める機能と適用料金の関係（ＮＧＮ） 11

UＮＩ SＮＩ SＮＩ

地デジ
再送信
（高優先）

フレッツ・
キャスト等

ＳＮＩ
ルータ
（ＢＥ）

フレッツ 光ネクスト等
（ＢＥ）

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

ＳＮＩ
事業者

ＳＮＩ
ルータ

（高優先）
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ＮＧＮに係る接続料の適用料金（案） 12

【平成29年度との比較】

※１ 現行の接続機能の名称 ※２ 中継系交換機能（LRIC）に係る平成29年度接続料（３分当たり0.22円）及び平成30年度接続料（３分当たり0.22円（本年３月23日認可済））を含む。
※３ 当初申請額は171.4万円

○ ＮＧＮの接続料水準について、平成29年度と同様の接続形態（見直し前の形態）で比べると、「帯域換算係数」の廃止により、
トラヒックが相対的に多い収容局接続（ＮＴＴ東日本・西日本のみが利用）では金額が上昇、トラヒックが相対的に少ないIGS接
続及び優先クラスの一般中継系ルータ交換伝送機能では低減。
（中継局接続（ＮＴＴ東日本・西日本のみが利用）についても同要因による低減の影響があるが、次の要因により結果としては上昇））

○ １契約当たりで算定する優先パケット識別機能は、PSTNの老朽化設備の撤去等によるＮＧＮに対する建物等の共通費用の
配賦増加により上昇。（収容局接続及び中継局接続も同要因により上昇）

組合せの種類 組合せ適用対象の機能

ＩＧＳ接続※１ 優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの）、一般中継系ルータ交換伝送機能、SIPサーバ機能、音声パケット変換機能、
端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話））

収容局接続※１ 端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話）以外）、優先パケット識別機能（注）、一般中継系ルータ交換伝送機能、関門系ルータ交換
機能（網終端装置（ISP）） 注：ＳＩＰサーバを用いて制御するもの及び優先クラスを識別するもの以外

中継局接続※１ 優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの）、一般中継系ルータ交換伝送機能、SIPサーバ機能、関門系ルータ交換機能
（ゲートウェイルータ（中継局接続））、端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話））

【機能の組み合わせ】

NTT東日本 NTT西日本
H30年度申請額 H29年度適用額 H30年度申請額 H29年度適用額

ＩＧＳ接続
（ひかり電話）

３分当たり※２ 1.40円 (▲6.7%) 1.50円 1.62円 (▲16.1%) 1.93円

収容局接続
<NTT東日本・西日本のみ>

１装置ごと・月額 134.8万円 (+12.6%) 119.7万円 171.3万円※３ （+13.1%) 151.5万円

中継局接続
<NTT東日本・西日本のみ>

１ポートごと・月額 504.2万円 (+10.0%) 458.3万円 422.9万円 (+4.6%) 404.2万円

優先パケット識別機能
（優先クラスを識別するもの）

１契約ごと・月額 2.16円 （+7.5%） 2.01円 1.98円 (+5.3%) 1.88円

一般中継系ルータ
交換伝送機能（優先クラス）

１Ｍｂｉｔごと・月額 0.00020210円 （▲99.4%） 0.035668円 0.00028088円 (▲99.3%) 0.037654円

（参考）200kbpsで
３分間音声通信

した場合
0.01円 （▲99.2%） 1.28円 0.01円 (▲99.3%) 1.36円

※赤字は補正申請による変更箇所

ＮＧＮに係る接続料の適用料金の原価及び需要 13

【組み合わせごとの料金の原価及び需要】

NTT東日本 NTT西日本

H30年度 H29年度 H30年度 H29年度

ＩＧＳ接続
（ひかり電話）

接続料原価 9,183百万円 （▲3.3%） 9,492百万円 8,482百万円 （▲13.7%） 9,826百万円

需要（通信回数） 8,638百万回 （+0.1%） 8,631百万回 8,155百万回 （+1.7%） 8,016百万回

需要（通信時間） 252百万時間 （▲2.3%） 258百万時間 220百万時間 （▲0.9%） 222百万時間

収容局接続

接続料原価 63,574百万円 （+15.1%） 55,222百万円 59,427百万円※ （+14.3%） 51,985百万円

需要（需要
（収容ルータ数）

3,930台 （+2.2%） 3,845台 2,891台 （+1.1%） 2,860台

中継局接続
接続料原価 242百万円 （+10.0%） 220百万円 203百万円 （+4.6%） 194百万円

需要（ポート数） 4ポート （－） 4ポート 4ポート （－） 4ポート

優先パケット識別機能
（優先クラスを識別するもの）

接続料原価 0.18090百万円 （+87.7%） 0.096393百万円 0.040381百万円 （+202.6%） 0.013343百万円

需要
（契約数（回線））

6,990回線 （+74.6%） 4,003回線 1,701回線 （+187.3%） 592回線

一般中継系ルータ
交換伝送機能（優先クラス）

接続料原価 5百万円 （▲99.2%） 608百万円 2百万円 （▲98.4%） 125百万円

需要（Tbit） 23,881Tbit （+40.1%） 17,046Tbit 6,723Tbit （+102.5%） 3,320Tbit

※当初申請額は59,458百万円

※赤字は補正申請による変更箇所
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その他省令改正（平成30年総務省令第６号）等を踏まえた改定①

① 網終端装置の増設基準の基本的な事項

網終端装置（PPPoE接続）について、NTT東日本・西日本が増設基準を円滑なインターネット接続を可能とする見地から定め、
接続事業者向けホームページで開示

電気通信事業法施行規則等の一部改正（平成30年総務省令第６号）等に適合させ、円滑な接続を確保するため、次のとおり改定。

（１）トラヒック増加に対応するための網終端装置の円滑な増設の確保（増設基準の基本的事項の接続約款への記載及びその適切な実施）

① 改正省令等による改正後の省令等の規定に適合させるための接続約款（※１）の変更（以下「改正対応約款変更」という。）において、改正後の電
気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第23条の４第２項第１号の３の規定に基づき、既存網終端装置増設メニュー（※２）の増設に
係る基準又は条件の基本的事項を、円滑なインターネット接続を可能とする見地から定めること。（※３）

※１ 電気通信事業法第33条第２項の認可を受けた接続約款をいう。
※２ 網終端装置増設のための接続メニューのうち、平成29年12月22日諮問第3099号により情報通信行政・郵政行政審議会に諮問された接続約款の変更案で新設されようとしているメニュー以

外のもの（NTT東日本・西日本が大部分の費用を負担するもの）をいう。
※３ 既存網終端装置増設メニューによる他事業者からの網終端装置の増設の要望に応じないことがある場合。②においても同じ。

② ①により定められた内容がその認可の後速やかに適切に実施されるよう、インターネット接続のトラヒックが増加していることを考慮し、接続事業
者・関係団体の意見・要望を十分参考にしながら、既存網終端装置増設メニューによるトラヒック増加への対応の方法について検討し、適切な対
処を行うこと。検討の状況については、平成30年４月末までに報告すること（※４）。

※４ 情報通信行政・郵政行政審議会諮問第3099号に係る接続委員会報告書（平成30年３月16日）記２（２）②により、既存網終端装置メニューによる対応の方向性が早期に明らかになることが必
要と指摘。NTT東日本・西日本は報告後速やかに説明会を開催予定。

（参考）総務省からNTT東日本・西日本に対する要請（平成30年２月26日総基料第33号）

【省令改正】 通信量の増加等への対応のため、関門系ルータの増設の要望に応じないことがある場合における増設基準の基本的事項を約款記載
事項とする

約款変更案

14

上記（１）・（２）を規定。具体的な基準を明定し、基準を超える利用を要望する場合は事前調査手続で回答が得られる旨を規定。

【NGNの優先パケット関係機能の概要】
（優先通信を制御するイメージ）

（１）１回線当たりの利用帯域の上限
【音声通信】 ４Mbps（ファミリー・マンション） １２Mbps（ビジネス）
【データ通信】１Mbps（ファミリー・マンション） １０Mbps（ビジネス）

（２）収容ルータに設定する「設定パターン」（通信宛先アドレス

（利用事業者）と１回線当たりの利用帯域の組み合わせ）数の上限

２６パターン（ファミリー・マンション：１３パターン、ビジネス：13パターン）

【具体的な基準の内容】

15

② ＮＧＮのネットワーク管理方針

その他省令改正（平成30年総務省令第６号）等を踏まえた改定②

【省令改正】 一部の通信を優先して伝送できる優先パケット関係の機能に関し、次のとおり措置。

（１）NTT東日本・西日本がネットワーク管理を行うための方針（優先して取り扱う通信量に関する基準を含む。）を規定。
【ネットワーク管理方針を満たす要件】

①通信の秘密を確保すること
②利用者、電気通信事業者に対して不当な差別的取扱いを行わないこと
③その他通信の内容による不当な差別的取扱いを行わないこと（コンテンツやアプリケーション等によりトラヒックを不当に差別的に扱わないこと。）

（２）優先パケット機能の利用に当たりNTT東日本・西日本が他事業者に求める情報提供について、①情報の範囲、②情報の提供を求める手続を規定。

約款変更案

基準を緩和する今後の約款変更を「軽微な事項」として諮問不要としたい。

その他

本ページでは単に「基準」という。

（優先クラス）
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その他省令改正（平成30年総務省令第６号）等を踏まえた改定③

③ 県間通信用設備との接続に関する手続

IPoE接続、PPPoE接続及び中継局接続における県間通信用設備との接続について、指定設備の手続に関する規定（※３）を
準用する旨規定。

※３ ①事前調査の申込み、②事前調査の受付及び順番、③事前調査の回答、④接続申込み、⑤接続申込みの承諾、⑥標準的接続期間、⑦協定の締結・解除、⑧接続協議等に関する情報の提供 等

④ ４年前ルールの対象拡大

DSL回線と接続している場合において端末系伝送路設備を撤去するときは原則４年前までに接続事業者に情報提供を行う旨
の規定の対象を、直収電話を含め、電気信号を伝送する端末回線伝送路設備との接続全般に拡大。

⑤ コロケーションが困難な場合の代替措置（いわゆる「バーチャルコロケーション」等）

接続事業者が自らのラックに装置を設置できない場合（ラック新設ができない場合を含む。）に、NTT東日本・西日本のラック内
の空きスペースに接続事業者の装置をNTT東日本・西日本が設置し、預かり保守を行うための規定を整備。

⑥ コロケーションの配分上限量の緩和

コロケーションスペースの空きが１８架未満の場合に一律２架であった配分上限量を、空きが６架以上１８架未満の場合につい
て３架に緩和。

【省令改正】 指定設備と一体的に利用されるものである県間通信用設備との接続（※１）について、その手続に関する事項（※２）を約款記載事項とする。
※１ 相互接続点と指定設備の間の非指定設備への接続請求等で、指定設備の接続に係るもの
※２ 省令では、①必要な情報開示を他事業者が受ける手続、②接続請求への回答を受ける手続、③情報開示の請求の日から開示の日までの標準的期間、及び④接続が開始されるまでの標準的

期間を規定。

約款変更案

【告示改正】 情報通信審議会答申「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後のIP網のあるべき姿～」（平成29年３月）を踏まえ、光
ファイバ移行に伴うメタル回線の撤去の計画に関しては、撤去の原則４年前までに情報開示すべきとのルールを規定。

約款変更案

【省令改正】 接続に必要な装置を接続事業者が設置するためのコロケーションスペース等の空きがない状態への対応のため、接続に必要な装置の
設置を可能とする措置又はそれに代わる装置の設置を可能とする措置の手続・金額・条件を約款記載事項とする。

約款変更案

約款変更案

16

その他省令改正（平成30年総務省令第６号）等を踏まえた改定④

⑦ IPoE接続の関門系ルータ（ゲートウェイルータ）の基本機能化

⑧ IPoE接続に関する事項

・IPoE接続に係る接続事業者数が16に達していることを接続拒否事由とする規定を撤廃。

・IPoE接続事業者（VNE事業者）が不当な差別的取扱いを行い、それを総務大臣が認めた場合に、NTT東日本・西日本がVNE
事業者に対し接続停止を行う旨の規定を削除。代わりに、他事業者がVNE事業者に卸電気通信役務の提供又は接続を求める
場合における情報開示及び回答が円滑に行われるための手続をVNE事業者が整備・公表しなければならない旨を規定。

具体的には、卸役務等の①概要、②利用に係る問合せ窓口等の情報開示の手続き、③提供の請求及びその回答を受ける手
続きが整備・公表の対象。

【省令改正】 現在網改造料として設定されているIPoE接続に係るゲートウェイルータの接続料を基本的な接続機能とする（網使用料化）。
ただし、本件機能の利用が始まったときからの前提が変更となるため、当分の間は、総務大臣の許可を受けて、接続事業者が利用を停止した場合に

その事業者に接続料相当額の負担を求めることができることとする附則を規定（利用中止費）。

約款変更案

約款変更案

【ゲートウェイルータにおける容量拡大（イメージ）】同接続料を網改造料から網使用料に変更。トラヒック増加対応を柔軟・迅速に行うため、
設置場所ごとの容量拡大等による原価の頻繁な変動に対応できるよう規定：

①４月１日時点の設置場所（※）ごとの料金額（総額）を算定し接続約款に明記。
※ 東京・大阪等の相互接続地点（東京・大阪以外は埼玉・千葉・神奈川・兵庫・愛知・広島・福岡にH30年度設置予定。順次適用。）

②４月１日以降、容量拡大等により①の算定額が変動した場合は、変動後の料金額（総額）を接続事業
者向けホームページで開示。

③①の設置場所に複数の接続事業者が存在する場合は、各接続事業者と協議の上、①・②により算定
された額を利用状況に応じて按分した額を適用。具体的な按分方法及び按分後の額（単金額）は接
続事業者向けホームページに開示。

④改正省令附則に基づき、利用中止費（原則として残余減価償却期間分の接続料相当額）を設定し、取得した
利用中止費は料金額（総額）から減額。 （許可申請）

・GWRには複数の「ス
ロット」を収容でき、各
スロッ トには複数の
「ポート」が存在

・接続事業者はポート
に「パッケージ」を追加
することでGWRを利用
（トラヒックに応じて接続
事業者の判断で複数の
ポートを利用可能）

・既存スロットのポート
全てがパッケージで埋
まると、新たなスロット
が増設される

※左図のポートの色分けは
事業者の別を表す

新しい設置場所について同一の方式で接続料を設定する今後の約款変更を「軽微な事項」として諮問不要としたい。

その他

17
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空きポート
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100G
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スロット スロット

・
・
・

・
・
・

共通部パッケージ
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新指針（※）による接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）の流れ

スタックテスト不適合

不当競争性あり

不当な競争を引き起こさない
ことを示す論拠の提出

接続料又は利用者料金の変更
（接続料の変更はコストの範囲内）

両者の差分が２０％未満

問題なし

（例）
・対象サービスに競合する事業者が存在しない
・早期に事態の改善が見込まれる

・対象サービスの需要が減退し小さくなっているとともに
十分代替的な機能が別に存在する 等

スタックテストの実施

両者の差分が２０％以上（※２）

サービスごとに、利用者料金収入とそのサービス提供に
用いられる機能の接続料総額（※１）を比較

※１ 県間伝送路の接続料も算入。
収容率は接続料算定に用いられる予測収容率に見直し。

18

※２ フレッツ光ネクストファミリータイプ
等のサービスメニューごとの比較に
ついては、利用者料金が接続料を
上回ること

※「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成３０年２月２６日策定）

○ 新指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において平成28年度の接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、NTT西
日本のフレッツADSL以外の検証対象サービスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収
入の20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。

○ NTT西日本からのフレッツADSLについては、同社から示された価格圧搾による不当な競争を引き起こすものでないと考える論
拠を踏まえると、利用者料金収入と接続料総額の差分が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料総額の約８
割を占める、地域IP網に係る接続料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATMインターフェース）の水準が急上昇した
ことによるものであるが、接続事業者は当該機能を利用せずに競争的にDSLサービスを提供していると考えられ、またブロードバ
ンドサービスにおいて地域IP網の機能はNGNの機能により代替されていることから、価格圧搾による不当な競争を引き起こすも
のとは認められなかった。
（なお、NTT東日本・西日本からは、今回、当該接続機能の新規利用受付を停止したい旨申請）

スタックテストの結果① 19

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,605億円 2,022億円
583億円
（22.4%）

○

加入電話・ＩＳＤＮ 通話料 225億円 126億円
99億円
（44.0%）

○

フレッツＡＤＳＬ 162億円 87億円
75億円
（46.3%）

○

フレッツ光ネクスト 4,450億円 2,211億円
2,239億円
（50.3%）

○

フレッツ光ライト 222億円 135億円
87億円
（39.2%）

○

ひかり電話 1,248億円 123億円
1,125億円
（90.1%）

○

ビジネスイーサワイド 259億円 131億円
128億円
（49.4%）

○

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,611億円 2,064億円
547億円
（20.9%）

○

加入電話・ＩＳＤＮ 通話料 207億円 114億円
93億円
（44.9%）

○

フレッツＡＤＳＬ 181億円 165億円
16億円
（8.8%）

×

フレッツ光ネクスト 2,952億円 1,741億円
1,211億円
（41.0%）

○

フレッツ光ライト 157億円 112億円
45億円
（28.7%）

○

ひかり電話 1,149億円 112億円
1,037億円
（90.3%）

○

ビジネスイーサワイド 206億円 119億円
87億円
（42.2%）

○

※赤字は補正申請による変更箇所
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○ 新指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本においてサービスメニュー単位で利用者料金が接続料を上回っているか否かについて
検証した結果、全てのサービスメニューについて、利用者料金が接続料相当額を上回り、価格圧搾による不当な競争を引き起こ
すものとは認められなかった。
○ なお、新指針策定に当たり、本検証に用いる利用者料金の水準はできる限り実態を踏まえた額とするよう総務省から要請。こ
れに対応しNTT東日本・西日本では、割引を考慮して利用者料金水準を算定した。

スタックテストの結果② 20

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

ミニＢ ○

プラン１Ｂ ○

プラン２Ｂ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

プライオ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

（単位：月額） （単位：月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額） （単位：１アクセス回線あたり/月額）

※平成30年3月1日時点（割引考慮後）

※赤字は補正申請による変更箇所

非開示情報

非開示情報

非開示情報

非開示情報
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